
１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市・与野市・浦和市）・　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 さいたま市行政財産の使用料に関する条例によって定められた使用料を徴収しているため、現状どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

民間委託をする場合には、窓口での申請受付等の業務を委託することとなる
が、申請件数が少ないため、職員が通常業務を行いながら対応した方がコス
トを抑えることができる。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

小学校敷地内に設置された電柱等（東京電力・ＮＴＴ東日本等）に対する使用料
使用料の算出根拠は、さいたま市行政財産の使用料に関する条例の別表（第２条関係）に基づく

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）行政財産使用料（小学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 01150109 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

民間委託をする場合には、窓口での申請受付等の業務を委託することとなる
が、申請件数が少ないため、職員が通常業務を行いながら対応した方がコス
トを抑えることができる。

　事務改善

中学校敷地内に設置された電柱等（東京電力・ＮＴＴ東日本等）に対する使用料
使用料の算出根拠は、さいたま市行政財産の使用料に関する条例の別表（第２条関係）に基づく

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市・与野市・浦和市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

（歳入）行政財産使用料（中学校）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150109 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 さいたま市行政財産の使用料に関する条例によって定められた使用料を徴収しているため、現状どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市・大宮市・与野市　）・　　　　　　　年

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 さいたま市事務手数料条例によって定められた額であり、現状どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

当該事務が年間を通じて大量にあるものではなく、民間委託することによりコ
スト削減等には結びつかない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市有地（学校敷地）と隣接している土地の所有者の申請に応じて、土地境界確認証明書の発行を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）市有地等境界確認証明書等手数料（小学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 01150208 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の１件当たりの手数料は、横浜市：３００円、川崎市：３００円、千葉市：
３００円、相模原市：３００円であり、本市の手数料（２００円）は、関東地方の指
定都市の水準よりも安い。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

当該事務が年間を通じて大量にあるものではなく、民間委託することによりコ
スト削減等には結びつかない。

　事務改善

各都市の１件当たりの手数料は、横浜市：３００円、川崎市：３００円、千葉市：
３００円、相模原市：３００円であり、本市の手数料（２００円）は、関東地方の指
定都市の水準よりも安い。

市有地（学校敷地）と隣接している土地の所有者の申請に応じて、土地境界確認証明書の発行を行う。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

（歳入）市有地等境界確認証明書等手数料（中学校）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150208 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 さいたま市事務手数料条例によって定められた額であり、現状どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市　　　　　　　　　　）・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 さいたま市行政財産の使用料に関する条例によって定められた使用料を徴収しているため、現状どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

民間委託をする場合には、窓口での申請受付等の業務を委託することとなる
が、申請件数が少ないため、職員が通常業務を行いながら対応した方がコス
トを抑えることができる。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

養護学校敷地内に設置された電柱等（東京電力・ＮＴＴ東日本）に対する使用料
使用料の算出根拠は、さいたま市行政財産の使用料に関する条例の別表（第２条関係）に基づく

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）行政財産使用料（特別支援学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 01150109 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

5



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」の施行に伴い、公立高等学校については、
授業料が不徴収となり、地方公共団体に対して授業料収入相当額が国費により負担されます。ついては、６月議会で条例改正を行いま
す。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150109 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

（歳入）高等学校授業料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1644責任者 問い合わせ先川本　明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和１５年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒

左記として判断した根拠

高等学校授業料については、平成２２年度から無償化されており、対象となる
債権は過年度分のみとなっています。費用対効果を考え、単独で民間委託
を行うことは適当でないと考えますので、他債権と共に滞納整理業務を行うこ
とについて、可能性を探ってまいります。

　事務改善

各都市の授業料は、横浜市：118,800円、川崎市：118,800円、千葉市：
118,800円であり、本市の市内生の授業料は、関東地方の指定都市と同額で
すが、市外生の授業料は、高水準となっています。

電話や訪問、督促状の発送など納入依頼に努めておりますが、経済状況の
悪化により、収入未済額が生じています。

市立高等学校４校の授業料を徴収するもの。
さいたま市授業料等徴収条例第２条で授業料の額が定められている。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の入学料は、横浜市：5,650円、川崎市：5,650円、千葉市：5,650円で
あり、本市の市内生の入学料は、関東地方の指定都市と同額ですが、市外
生の入学料は、高水準となっています。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）高等学校入学料

048-829-1644責任者 問い合わせ先川本　明

コード 01150109 － 002

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市立高等学校４校の入学料を徴収するもの。
さいたま市授業料等徴収条例第２条で入学料の額が定められている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
入学料の額については、総務省の地方財政計画中の基準額を参考に改定を行っています。
平成１３年度から改定を行っていませんので、入学料を見直す方向を探ってまいります。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和１５年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
貸付時や返還開始時においては返還意思の確認を徹底し、初期滞納者に対してはこまめな督促により滞納の長期化を防ぎ、再三の催
告にも応じない悪質な滞納者に対しては法的措置として訴えを提起するなど、効率的かつ効果的な徴収事務を実施し、収入未済額の
圧縮に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01220306 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例
さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例施行規則

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

（歳入）入学準備金・奨学金貸付金元金収入

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1647責任者 問い合わせ先川本　明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒

左記として判断した根拠

貸付と返還の事務を１～２人の職員が担当しているが、電話や文書による督
促や臨戸訪問、法的措置の実施までを処理するには負担が大きすぎる。平
成２０年１０月から、高額困難事案については、債権回収対策課へ引き継い
で集中処理を行っているが、同様に民間への委託も可能と考えられる。

　事務改善

平成２０年度収入未済額について、本市は５２，３９１千円であるが、横浜市は
８，４０９千円、川崎市は５０1千円、相模原市は２，３６７千円、千葉市は貸付
事業なしとなっている。

経済情勢の悪化により回収がままならないケースが増えているが、口座振替
の勧奨、債権回収対策課との連携、法的措置の実施などにより、収入未済額
の圧縮に努めている。

さいたま市入学準備金・奨学金の返還金である。
収入未済については、納期限が過ぎても返還されず未納となっているものである。また、不納欠損については、借受人の死亡により返
還が免除されたものである。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・昭和５２年度）

1.全部直営 2.一部委託

収入未済や不納欠損はなく、歳入は確保されている。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 他市の保育料を研究しながら、付属幼稚園の運営面での円滑化を図り、教育活動を一層充実させる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

民間委託によるコスト削減は難しい。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

幼稚園の保育料

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）幼稚園使用料

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 01150109 － 000
（歳入）幼稚園使用料

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市立幼児教育センター及び付属幼稚園条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導１課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

本市は保育料のみ徴収しているが、川崎市は保育料と入園料を徴収してい
る。総額としては本市と同レベルにある。また、相模原市でも保育料と入園料
を徴収しているが、総額としては本市よりも若干高額である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・昭和４８年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　収入未済等がない現状では、引き続いて事務を遂行していくのが妥当です。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　件数、金額ともに多くないことから、職員が対応したほうがコストを抑えること
ができます。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　少年自然の家の利用者から領収する使用料を納入する事務です。
　使用料は、旧市で定められたものが継続されており、市内の小中学校の児童・生徒が３７０円、市内のその他の者が６４０円（ただし赤
城少年自然の家はそれぞれ３００円、６００円）となっています。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）少年自然の家使用料

0241-78-2311責任者 問い合わせ先川本　順一

コード 01150109 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市立少年自然の家条例第１３条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　舘岩少年自然の家

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　無料としている都市（千葉の一部、横浜）から最高額８０００円（相模原）と多
種多様ですが、類似の金額形態を採用している川崎を比較すると、小学生が
３００円、中学生が４００円となっており、本市と同程度となっています。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

10



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

　年間１回の徴収につき、職員が行ったほうがコストが抑えられます。

　事務改善

　関東指定都市での少年自然の家では該当ありません。

　舘岩少年自然の家の敷地内の一部を占有している東北電力（株）の電柱に対する使用料を収納する事務で、電気通信事業法施行
令に準じた金額（１５本分について年額約１６千円）を徴収しています。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（旧大宮市）・昭和５６年度）

3.全部委託

0241-78-2311責任者 問い合わせ先川本　順一所管部署 教育委員会事務局　舘岩少年自然の家

（歳入）電柱敷地使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第１条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150109 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 　収入未済等がない現状では、引き続いて事務を遂行していくのが妥当です。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

市が使用者に対して使用を許可し使用料を徴収するので、市が直接事務を
行う必要がある。

　事務改善

与野本町学校給食センター敷地内にある電柱、支線、支柱等の使用料
さいたま市行政財産の使用料に関する条例で標準的な料金が定められている。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（与野市　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-854-3179責任者 問い合わせ先草野文夫所管部署 教育委員会事務局　与野本町学校給食センター

（歳入）行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150109 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
市が保有する行政財産を使用する使用者に対して、さいたま市行政財産使用料に関する条例に基づき使用料を徴収しており、滞納は
なく見直しの必要はない。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
岩槻学校給食センター管轄の学校において、自校給食に切り替え終了した時点で閉鎖する予定である。以後、敷地引継ぎ先に引き継
ぐ。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01-15-01-09 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　岩槻学校給食センター

（歳入）行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－７５７－５３５９責任者 問い合わせ先所長　関本　明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　）・　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒

左記として判断した根拠

　事務改善

行政財産使用許可申請に基づき許可を行なった行政財産使用料である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市　土地価格×2.5／1000       　千葉市　年,4700円
相模原市　月410円

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　浦和高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例　第2条　別表

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）行政財産使用料

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎

コード 01150109 － 001

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育財産（学校敷地内）に東京電力の電柱等を立てるために、占有料として徴収する。
使用料は、電柱1本あたり２，９００円、その他の支柱１本あたり１２０円である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 「さいたま市行政財産の使用料に関する条例」の基準に基づく

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

年間の取り扱い件数が極端に少ないため、職員が通常業務を行いながら対
応したほうが、コストを抑えることができる。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

　収入未済及び不納欠損は無い。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

入学選考手数料は、入学願書受付時に徴収しており、願書の受付は職員が
行うため、コストを抑えることができる。

　事務改善

横浜市・川崎市・千葉市ともに、さいたま市と同額の２，２００円である。
相模原市は市立高校は無い。

願書受付時に現金を窓口で徴収しており、収入未済及び不納欠損は無い。

浦和中学校の入学選考にかかる手数料であり、２，２００円である。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　１９年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（              ）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎所管部署 教育委員会　浦和高等学校

（歳入）中学校入学選考手数料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150208 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 現行の手数料は、高等学校と同額であり、当面は見直しの予定は無い。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市・川崎市・千葉市ともに、さいたま市と同額の２，２００円である。
相模原市は市立高校は無い。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　浦和高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）高等学校入学選考手数料

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎

コード 01150208 － 002

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

浦和高等学校の入学選考にかかる手数料であり、２，２００円である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
現行の手数料は、近隣指定都市と同額であり、また、埼玉県入学選抜要項に基づいて金額を設定しており、適正な金額であると思われ
るため、当面は見直しの予定は無い。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

入学選考手数料は、入学願書受付時に徴収しており、願書の受付は職員が
行うため、コストを抑えることができる。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

願書受付時に現金を窓口で徴収しており、収入未済及び不納欠損は無い。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市(浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

収入未済や不能欠損が無いため、根拠に値しない

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 条例により用途に基づく業務を職員による直営で実施しているため、コスト削減にもならない事により現状維持しかない

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

職員による直営で実施している業務のため、民間委託を活用しても年1回の
契約しか行わないため、コスト削減にならない

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

電柱事業及び電気通信事業の用に供するために、校地内に立っている電柱支線の使用料である。
使用料は、1本当たり年額120円である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）行政財産使用料

048-862-2568責任者 問い合わせ先原田　和明

コード 01150109 － 001
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第2条で料金が定められている。

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部浦和南高校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の1本当たりの用料は、千葉市：１５０円、横浜市：２００円、川崎市：２５
６円であり、本市の使用料は、関東地方の指定都市の水準より安い

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

職員による願書受付を実施している業務のため、コストを抑えることが出来る
ため民間委託は不可能。

　事務改善

埼玉県入学選抜要項に基づくため、業務を準じて行っているため比較の対
象外である。

入学願書受付時に現金を徴収するため、未済や不能欠損が無いので、根拠
に値しない。

入学選抜試験の実施にかかる手数料として、入学願書の受付時に徴収する。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-862-2568責任者 問い合わせ先原田　和明所管部署 教育委員会事務局学校教育部浦和南高校

（歳入）高等学校入学選考手数料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例第3条第3項

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01160207 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 埼玉県入学選抜要項に基づき、業務を準じて行っているため、当面見直しの予定はない。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市　土地価格×2.5／1000       　千葉市　年,4700円
相模原市　月410円

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　大宮北高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例　第２条　別表

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）　行政財産使用料

048-663-2912責任者 問い合わせ先山﨑　一夫

コード 01150109 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育財産（学校敷地内）に東京電力外の電柱等を立てるために、占有料として徴収する。
使用料は、電柱1本あたり２，９００円、電話柱1本あたり１，２００円、その他の柱１本あたり１２０円である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 「さいたま市行政財産の使用料に関する条例」の基準

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

年間の取扱い件数は２件と極端に少ないため、職員が通常業務を行いなが
ら対応した方がコストを抑えることができる。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

収入未済及び不納欠損はない。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和３１年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
現行の手数料は、関東地方の指定都市及び埼玉県の県立高校と同額であり、当面は見直しの予定はない。
（埼玉県の県立高校にあわせる）

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150208 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　大宮北高等学校

（歳入）　高等学校入学選考手数料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-663-2912責任者 問い合わせ先山﨑　一夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和３１年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒

左記として判断した根拠

願書受付時に現金を徴収しているが、支払を委託することにより事務の軽減
は期待できる。

　事務改善

横浜市・川崎市・千葉市ともに、さいたま市と同額の２，２００円である。

収入未済はない。手数料変更による歳入確保も考えられるが、関東地方の指
定都市及び埼玉県の県立高校と同額であり、県立高校に合わせる必要があ
るため困難である。

大宮北高等学校の入学選考にかかる手数料であり、２，２００円である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市）・昭和３７年度）

1.全部直営 2.一部委託

収入未済及び不納欠損はない。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 「さいたま市行政財産の使用料に関する条例」の基準に基づく

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

年間の取扱件数が少なく、職員が通常業務を行いながら対応したほうが、コ
ストを抑えることができる。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

敷地内にある電柱等の占有使用料を徴収するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）　行政財産使用料

０４８－６２４－３４１２責任者 問い合わせ先原田　雅之

コード 01150109 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例 第2条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　大宮西高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

第3種電柱一本あたりの年単価は本市は2,900円であるが、千葉市は4,600
円、横浜市は4,700円、川崎市は4,524円である。第一種電話柱単価は本市
1200円であるが千葉市横浜市とも2,000円、川崎市1,944円である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

入学選考手数料は、入学願書受付時に職員が徴収しており、民間委託には
なじまない。

　事務改善

市立高校入学選考手数料の金額は、横浜市2200円、川崎市2200円、千葉
市2200円である。また埼玉県立高校は2200円、川口市立高校、川越市立高
校も同額である。

入学願書受付時に現金を徴収しており、収入未済及び不納欠損は生じな
い。

入学選考にかかわる手数料であり、入学願書の受付の際に徴収する。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市）・昭和３７年度）

3.全部委託

０４８－６２４－３４１２責任者 問い合わせ先原田　雅之所管部署 教育委員会　学校教育部　大宮西高等学校

（歳入） 高等学校入学選考手数料　

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例　第2条及び第3条第3項

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150208 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 近隣指定市・県とも同額の設定であり、適正な金額と思われ、当面見直しの予定はない。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）行政財産使用料

０４８-８２９-１７２０責任者 問い合わせ先小倉　均

コード 01150109 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

文化財保護課が管理する施設や用地において、さいたま市財産規則に基づき、用途や目的を妨げない範囲内で、一時的な使用を
許可しており、本歳入は、当該許可を得た者からさいたま市行政財産の使用料に関する条例に基づき徴収する使用料である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
文化財保護課が管理する施設や用地において、さいたま市財産規則に基づき、目的外の使用を許可した場合は、今後も引き続き、さい
たま市行政財産の使用料に関する条例による使用料を徴収していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

文化財保護課が管理する施設や用地の用途や目的を妨げない範囲内での
一時的な使用を前提とした許可であり、当該許可申請があった場合には、そ
の都度、事情を考慮し、当該財産を所管する文化財保護課が、直接、判断す
べきものである。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市、浦和市、与野市）・　　　　　　　年度

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

23



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年

1.全部直営 2.一部委託

　社会経済情勢などを勘案し、適宜使用料を見直していく。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 平成22年度末までに、他の政令市の使用料を調査し、格差が生じていれば見直す方向で検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　手数料を徴収している、プラネタリウム投影事業のうち受付及び会場整理事
業に、派遣職員を活用し、経費の節減を図っている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市青少年宇宙科学館条例第10条に基づき、宇宙劇場（プラネタリウム）及び青少年ホール等を利用する者に、使用料を徴収
する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）青少年宇宙科学館使用料

８８１－１５１５責任者 問い合わせ先宮田輝夫

コード 150109 － 151
 

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

青少年宇宙科学館条例第１０条

根拠法令 さいたま市青少年宇宙科学館条例第10条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会青少年宇宙科学館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

本館は入館料は無料だが、、プラネタリウム視聴料は他市に比して高い。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

　青少年宇宙科学館が管理する施設お用途や目的を妨げない範囲内での
一時的な使用を前提とした許可であり、当該許可申請のあった場合にはその
都度事情を考慮し、判断を下すべきである。

　事務改善

行政財産使用料であるため、他市と同レベルである。

社会経済情勢や他市の状況を勘案し適宜見直しを図っていく。

　青少年宇宙科学館が管理する、施設において、さいたま市財産規則に基づき、用途や目的を妨げない範囲内で一時的な使用を許
可しており、本歳入は、当該許可を得た者からさいたま市行政財産の使用料に関する条例に基づき徴収する使用料である。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年

3.全部委託

　８８１－１５１５責任者 問い合わせ先宮田　輝夫所管部署 教育委員会青少年宇宙科学館

（歳入)行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

 

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政 財産の使用に関する条例

根拠法令 さいたま市行政財産の使用料に関する条例第2条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 150109 － 487

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
青少年宇宙科学館が管理する施設において、さいたま市財産規則に基づき、目的外の使用を許可した場合は、今後も引き続き、さいた
ま市行政財産の使用料に関する条例による使用料を徴収していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　　　　　　）・昭和55年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　市立博物館が管理する施設や用地において、さいたま市財産規則に基づき、目的外の使用を許可した場合は、今後も引き続き、さい
たま市行政財産の使用料に関する条例による使用料を徴収していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　市立博物館が管理する施設や用地の用途や目的を妨げない範囲内での
一時的な使用を前提とした許可であり、当該許可申請があった場合には、そ
の都度、事情を考慮し、当該財産を所管する市立博物館が、直接、判断すべ
きものである。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市立博物館が管理する施設や用地(岩槻郷土資料館)において、さいたま市財産規則に基づき、用途や目的を妨げない範囲内で、一
時的に使用を許可しており、本歳入は、当該許可を得た者(東京電力)からさいたま市行政財産の使用料に関する条例に基づき徴収
する使用料である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

(歳入)行政財産使用料

048-644-2322責任者 問い合わせ先山崎　憲人

コード 01150109 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市立博物館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
民家園が管理する施設や用地（民家園・見沼くらしっく館）において、さいたま市財産規則に基づき、目的外の使用を許可した場合は、
今後も引き続き、さいたま市行政財産の使用料に関する条例による使用料を徴収していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150109 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令 さいたま市行政財産の使用料に関する条例

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　　浦和くらしの博物館民家園

(歳入）行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

 

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８７８－５０２５責任者 問い合わせ先館長　秦野　昌明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・　　平成７年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

民家園及び見沼くらしっく館が管理する施設や用地の用途や目的を妨げな
い範囲内での一時的な使用を前提とした許可であり、当該申請許可があった
場合には、その都度、事情を考慮し、当該財産を所管する民家園が、直接、
判断すべきものである。

　事務改善

浦和くらしの博物館民家園が管理する施設や用地（民家園・見沼くらしっく館）において、さいたま市財産規則に基づき、用途や目的
を妨げない範囲内で、一時的に使用を許可しており、本歳入は、当該許可を得た者（東京電力）からさいたま市行政財産の使用料に
関する条例に基づき徴収する使用料である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市、川崎市、千葉市の美術館と比較すると、観覧料金は安価に設定して
いる。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習部　うらわ美術館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市うらわ美術館条例第5・6・11条、さいたま市うらわ美術館条例施行規則第
7条、さいたま市文化財産等取得基金条例第6条

根拠法令

実施方法

妥当性

(歳入）うらわ美術館使用料

０４８－８２７－３２１５責任者 問い合わせ先石川　宏和

コード 01150109 － 000
(歳入）うらわ美術館使用料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

「地域ゆかりの作家」「本をめぐるアート」を中心とした各種展示事業、美術品及び美術資料の収集を行い、美術に関する市民の知識
及び教養の向上を図り、市民文化の発展に寄与する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 事業の内容をより充実させて、来館者を増やす検討を進める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

委託（指定管理者を含む）により、業者が変わることは、美術館の使命の一つ
でもある作品（美術品）の調査、研究、収集、保管、展示ということが将来に
亘って同一水準で維持していくことが困難であると考えるが、施設運営管理
に関しては民間委託について検討の余地がある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

適正な利用者負担額であるか検討することにより、入場料収入の確保が可能
である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　　　）・　平成12年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

　千葉市は市民は無料、市外は有料。川崎市は減免規定はあるが、全額減額規定はない。相模
原市は旧相模原市は無料、その他は有料（減免規定はあるが全額減額の規定はない）。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　生涯学習総合センターの使用料のあり方について公民館運営審議会等の意見を聞きながら検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　今後、減額も含め使用料の徴収する判断があった場合、生涯学習総合セン
ターの管理運営との関係を含めて検討すべきである。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　生涯学習総合センターの使用料であるが、１００分の１００を減額している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

歳入　公民館使用料

048-643-5651責任者 問い合わせ先細見俊孝

コード 01-15-01-09 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市公民館条例第１４条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習部　生涯学習総合センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　利用形態により減免はしているが、使用料を徴収している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

左記として判断した根拠

　生涯学習総合センター及び公民館が管理する施設や用地の用途や目的を
妨げない範囲内で、一時的な使用を前提とした許可であり、当該許可申請が
あった場合には、その都度、事情を考慮し、当該施設を所管する生涯学習総
合センター及び拠点公民館が、直接、判断すべきものである。

　事務改善

　条例に基づき徴収している。

　生涯学習総合センター及び公民館が管理する施設や用地において、さいたま市財産規則に基づき、用途や目的を妨げない範囲内
で、一時的な使用を許可しており、本歳入は、当該許可を得た者からさいたま市行政財産の使用料に関する条例に基づき徴収する
使用料である。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-643-5651責任者 問い合わせ先細見俊孝所管部署 教育委員会　生涯学習部　生涯学習総合センター

歳入　行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

　さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01-15-01-09 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　生涯学習総合センター及び公民館が管理する施設や用地において、さいたま市財産規則に基づき、目的外の使用を許可した場合
は、今後も引き続き、さいたま市行政財産の使用料に関する条例による使用料を徴収していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

　受益者負担に見合う使用料となっているか見直しを行い、公正公平に使用
料を徴収する。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　大宮図書館の展示ホールの貸し出しにおいて、受益者負担に見合う使用料となっているか見直しを行い、今後も引き続きさいたま市図
書館条例による使用料を徴収していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　書道展や写真展等の生涯学習活動の発表の場を提供するものであり、使
用申請には、職員が通常業務を行いながら対応したほうが、コストを抑えるこ
とが出来る。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

大宮図書館の１階にある展示ホールを貸し出しており、使用料は１日当たり３，４５０円である。（さいたま市図書館条例第１９条）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

(歳入)図書館使用料

048-８７１－２１７２責任者 問い合わせ先榎本　寛

コード 01150109 － 001
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市図書館条例第１９条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　中央図書館管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　この展示ホールは、生涯学習活動の発表の場を提供するものであり、他の
図書館を上回るサービスである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒

左記として判断した根拠

　大宮西部図書館と与野南図書館が管理する施設や用地の用途や目的を
妨げない範囲内での一時的な使用を前提とした許可であり、当該許可申請
があった場合には、その都度、事情を考慮し、当該財産を所管する大宮西部
図書館と与野南図書館が、直接、判断すべきものである。

　事務改善

　大宮西部図書館と与野南図書館が管理する施設や用地において、さいたま市財産規則に基づき、用途や目的を妨げない範囲内
で、一時的な使用を許可しており、本歳入は、当該許可を得た者からさいたま市行政財産の使用料に関する条例に基づき徴収する
使用料である。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市、与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８-８７１－２１７２責任者 問い合わせ先榎本　寛所管部署 教育委員会　中央図書館管理課

(歳入)行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150109 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　大宮西部図書館と与野南図書館が管理する施設や用地において、さいたま市財産規則に基づき、目的外の使用を許可した場合は、
今後も引き続き、さいたま市行政財産の使用料に関する条例による使用料を徴収していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　平成13年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市内の教育関連施設等に配布し閲覧を行う必要上、市の教育行財政全般の
情報に特化していることが望ましい。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
事業自体は、さいたま市の教育全般について、「教育行財政」、「学校教育」、「生涯学習」を柱とした編集内容で資料も充実しており、冊
子にすることで区役所や教育関連施設で市民の閲覧が可能になるため継続とするが、可能な場合には電子媒体により配布を行うことで
部数を減らす。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

教育関連施設等に配布し、閲覧できる環境を整えることで費用対効果を満た
していると思われる。

左記として判断した根拠

編集については、教育要覧の内容が行政の専門的なものが多いため民間で
実施するのは難しい。製本については、民間委託済みである。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育関係者、市関係者を始め、区役所情報公開コーナー等に閲覧用を備えることによりさいたま市の教育行財政の内容を知らせ、関
心を高めることができるツールとして作成する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

教育委員会運営事業

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本政之

コード 19041001 － 001
教育要覧の作成

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

―

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

さいたま市の教育全般について、「教育行財政」・「学校教育」・「生涯学習」を
柱とした編集になっており、市の教育行財政の概要が理解できるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市の教育行財政全般についての情報を多くの市民に周知するため
の事業であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市は同様に冊子として製本しているため。(製本部数　さいたま市
1,500部、横浜 80部、川崎 400部、千葉市 650部、相模原市 450部）

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

作成した冊子は、市議会において各議員に配布し、教育長が説明をする。ま
た、閲覧用として各区の区役所情報公開コーナーに備えるなど、有効に活用
している。

左記として判断した根拠

作成については、教育行政の専門的な知識等が必要である。製本について
は、民間委託済みである。

　事務改善

教育行政方針は、関東指定都市でも策定されている。

教育行政方針は、次年度の、さいたま市の教育に関する基本的な考えや、方向性、主要事業を広く市民に示すものである。

さいたま市の教育の基本的な方針や主要事業を、広く市民にお知らせするも
のであり、必要な事業である。。

左記として判断した根拠

さいたま市の教育の方針や、主要事業を広報するためのものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育委員会管理部教育総務課

事務局運営事業（教育総務課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

教育行政方針

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19041001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

さいたま市の教育行政の方針を示し、主要事業を説明するものは、他にはな
いため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 さいたま市の教育に関する基本的な考えや、方向性、主要事業を広く市民に示すものであるため、毎年作成することが必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成２０年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
法律に基づき実施しなければならない事業であり、引き続き継続していく。なお、実施方法については、他政令市等を参考に研究してい
く。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育委員会は、法律に基づき、「毎年、その権限に属する事務の管理・執行状況について点検・評価を行い、その結果に関する報告
書を議会へ提出し、公表しなければならない」とされている。そのための点検・評価を行う。評価を行うにあたっては、まず教育委員会
が自己評価を行い、その後、教育に関する学識経験者等を3名委員に選任し、点検評価委員会にて知見の活用を図ることとしてい
る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

事務局運営事業（教育総務課）

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 19041001 － 003
教育行政点検評価

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
地方教育行政の組織及び運営に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２７条第１項及び第２項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　管理部　教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（学識経験者等を委員に選任）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

小学校等の公共施設を活用し、地域の方々の参画を得て、すべての子ども
たちを対象とした当該事業は、費用対効果が高い。

左記として判断した根拠

すでに事業運営に係る業務について委託を行っている。

　事務改善

全市的な取組として事業推進している関東指定都市はない。

―

土曜日等に、希望する児童生徒たちの自主的な学習（宿題・課題・ものつくり等）をサポートし、学ぶ楽しさを教え、基礎学力の向上や
学習習慣の定着を図る。全市立小・中・高等学校で実施する。

土曜日等の休業日における学校施設等を活用し、希望する児童生徒の自主
的な学習をサポートする場を提供することは、重要である。

左記として判断した根拠

国が推進している国庫補助金対象事業であり、市としても事業を推進していく
ことは重要であると考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

―
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　平成２１年度　）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育委員会事務局　教育総務課

教育委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

さいたま土曜チャレンジスクール推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19041001 － 004

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

小学校においては、子ども未来局青少年育成課の「放課後チャレンジスクー
ル」と一体的に推進している。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 しあわせ倍増プランの事業計画に沿って、事業の推進・拡大を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

総務局総務課において区役所連絡便業務を実施しているが、文書棚の管
理・スペース確保の問題や巡回箇所数等の違いがある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　他課所管の連絡便と重複等している業務内容について、所管課と業務の効率化を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

各学校、出先機関等の職員が当課に設置している文書棚に出向いて集配作
業を行うより、民間委託を実施した方が大幅に事務の効率化が図られるた
め。

左記として判断した根拠

民間事業者による信書の送達に関する法律に定める特定信書便事業につい
て、許可を受けた事業者に委託している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育委員会の事務の円滑化を図るため、教育委員会事務局と学校、教育委員会出先機関との間で、使送便運搬車により文書等の搬
入・搬出を行っている。開庁日に１日１回の運行で市内５コース（学校４コース、出先機関１コース）、計１８８箇所を５台で運行してい
る。また、搬入した文書等を当課に設置している文書棚へ仕分けを行っている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

事務局運営事業（教育総務課）

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 19041001 － 005
教育委員会使送業務

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　管理部　教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

行政事務に伴い発生する文書等を学校や関係部署間で迅速・適正に処理を
行うための必須の業務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市の文書等であり、国や県の所管ではない。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東地方の２つの指定都市（横浜市・川崎市）においては同様の民間委託を
実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

研修内容によっては、経験豊富な職員を中心として研修を実施することもあ
り、原材料も必要最低限で済ませている等、工夫して実施しているため。

左記として判断した根拠

研修内容によっては、講師を委託して実施することが可能なため。

　事務改善

千葉市・相模原市以外では同様の研修を実施していないため。

学校に勤務する技能職員のうち、学校環境整備等を主な職務とする用務担当職員に対し、技術向上を目的に年度１～２回（夏季休
業中）委託講師等による実技研修を実施。

職員による小破修繕や緑化推進に係る植木の管理等の技術向上は、児童・
生徒が安心・安全に教育を受けることができる環境を保つ観点から必要と考
える。

左記として判断した根拠

現在、用務担当職員を対象とした類似の研修は実施していない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

人材育成の観点から当該研修を実施することは妥当と考えるため。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育委員会事務局　教育総務課

事務局運営事業（教育総務課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校市費用務担当技能職員実技研修事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19041001 － 006

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

用務担当技能職員を対象とした実技研修は実施していないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　これまですべての用務担当職員が毎年受講できるように年３回研修を実施してきたが、３年に１回職員が受講できるよう研修回数を年1
回に減らす改善を行った。今後とも充実した研修を年1回実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他所管で用務業務に関する委託事業は実施されていないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
用務業務は、児童が安心で安全な学校生活を送る上で必要な業務であることから、用務担当職員が定年退職した場合、再任用職員を
配置してもなお欠員が生じた学校について、民間に委託することによりすべての市立学校で同様な効果が得られるため引き続き実施し
たい。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

より良い学校環境を維持するために、用務業務が必要な役割を担っているた
め。

左記として判断した根拠

学校環境を維持するために用務業務は必要と考えることから、職員の退職に
伴い一部の学校に委託化を実施するもの。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

用務担当職員が定年退職した場合、再任用職員を配置してもなお欠員が生じた学校について、用務業務を民間に委託するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

施設等維持管理事業

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 19105001 － 001
小学校用務業務委託事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　管理部　教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

学校環境整備を担う正規職員の退職の関係で、全校に用務担当職員を配置
することが難しいため、一部の学校に委託職員を配置する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

児童・生徒が安心で安全な学校環境を整備するため、用務業務が必要と考
えるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東指定都市では民間委託化は進められていないため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

より良い学校環境を維持するために、用務業務が必要な役割を担っているた
め。

左記として判断した根拠

学校環境を維持するために用務業務は必要と考えることから、職員の退職に
伴い一部の学校に委託化を実施するもの。

　事務改善

他の関東指定都市では民間委託化は進められていないため。

用務担当職員が定年退職した場合、再任用職員を配置してもなお欠員が生じた学校について、用務業務を民間に委託するもの。

学校環境整備を担う正規職員の退職の関係で、全校に用務担当職員を配置
することが難しいため、一部の学校に委託職員を配置する。

左記として判断した根拠

児童・生徒が安心で安全な学校環境を整備するため、用務業務が必要と考
えるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育委員会　管理部　教育総務課

施設等維持管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

中学校用務業務委託事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19165001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他所管で用務業務に関する委託事業は実施されていないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
用務業務は、生徒が安心で安全な学校生活を送る上で必要な業務であることから、用務担当職員が定年退職した場合、再任用職員を
配置してもなお欠員が生じた学校について、民間に委託することによりすべての市立学校で同様な効果が得られるため引き続き実施し
たい。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他所管で用務業務に関する委託事業は実施されていないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
用務業務は、生徒が安心で安全な学校生活を送る上で必要な業務であることから、用務担当職員が定年退職した場合、再任用職員を
配置してもなお欠員が生じた学校について、民間に委託することによりすべての市立学校で同様な効果が得られるため引き続き実施し
たい。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

より良い学校環境を維持するために、用務業務が必要な役割を担っているた
め。

左記として判断した根拠

学校環境を維持するために用務業務は必要と考えることから、職員の退職に
伴い一部の学校に委託化を実施するもの。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

用務担当職員が定年退職した場合、再任用職員を配置してもなお欠員が生じた学校について、用務業務を民間に委託するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

施設等維持管理事業

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 19243501 － 003
高等学校用務業務委託事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　管理部　教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

学校環境整備を担う正規職員の退職の関係で、全校に用務担当職員を配置
することが難しいため、一部の学校に委託職員を配置する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

児童・生徒が安心で安全な学校環境を整備するため、用務業務が必要と考
えるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東指定都市では民間委託化は進められていないため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　教育行政の円滑な運営が図られている。

左記として判断した根拠

　各自治体に教育委員会の設置が義務付けられている。

　事務改善

　関東地方の4つの指定都市においても、教育委員の報酬額を条例により定
めている。　横浜市362,000円　川崎市279,000円
　　　　 　　　千葉市169,000円　相模原市144,500円

教育委員会委員に対する報酬等

　さいたま市における教育水準の維持向上及び実情に応じた教育の振興を
図るため必要な事業であり、法令上も教育委員会の設置が定められている。

左記として判断した根拠

　各自治体に教育委員会の設置が義務付けられている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　条例により報酬額が定められている。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育委員会事務局　管理部　教育総務課

教育委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

教育委員会委員報酬等

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第2条、同第3条
さいたま市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償
に関する条例第2条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19021001 － 10

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 　法律により義務付けられた組織、委員であり、また、委員の報酬額についても条例で定めているものである。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な給料水準を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（給料）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

職務・職責に応じた適正な給料月額を設定したものである。

　職員人件費（給料）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

管理職手当の趣旨に則り、職務・職責等を勘案し、支給対象者、支給額等を
設定したものである。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 002
職員人件費（管理職手当)

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　職員人件費（管理職手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 003

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（扶養手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

扶養手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給額等を設定したもの
である。

職員人件費（扶養手当）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

地域手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給割合を設定したもの
である。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 004
職員人件費（地域手当）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（地域手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 005

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

　職員人件費（住居手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

住居手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給額等を設定したもの
である。

　職員人件費（住居手当）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

通勤手当の趣旨に則り、支給区分、支給額等を設定したものである。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 006
職員人件費（通勤手当）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（通勤手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 007

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（単身赴任手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

単身赴任手当の趣旨に則り、支給区分、支給額等を設定したものである。

職員人件費（単身赴任手当）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

時間外勤務手当の趣旨に則り、労働基準法に基づく勤務区分、支給割合等
を設定したものである。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 008
職員人件費（時間外勤務手当）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（時間外勤務手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 009

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（休日勤務手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

休日勤務手当の趣旨に則り、労働基準法に基づく勤務区分、支給割合等を
設定したものである。

　職員人件費（休日勤務手当）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

宿日直手当の趣旨に則り、労働基準法に基づく勤務区分、支給割合等を設
定したものである。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 010
職員人件費（宿日直手当）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（宿日直手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 011

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（管理職員特別勤務手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

管理職員特別勤務手当の趣旨に則り、支給区分、支給額等を設定したもの
である。

職員人件費（管理職員特別勤務手当）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

期末手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給割合を設定したもの
である。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 012
職員人件費（期末手当）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（期末手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 013

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（勤勉手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

勤勉手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給割合等を設定したも
のである。

職員人件費（勤勉手当）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

寒冷地手当の趣旨に則り、支給区分、支給額等を設定したものである。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 014
職員人件費（寒冷地手当）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（寒冷地手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給与
制度を維持、確保していく必要がある。今後も、社会一般の情勢の動向を考慮し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 015

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（退職手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本市人事委員会勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

退職手当の趣旨に則り、支給区分、支給割合等を設定したものである。

職員人件費（退職手当）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

法令に定められた基準により、手当を支給するものである。

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令に基づき国が実施する子育て支援策の一環であり、手当の支給に係る
手続きについては市が実施する事業である。

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 01201001 － 016
職員人件費（子ども手当）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（子ども手当）
※平成21年度までは児童手当

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 引き続き関係法令等に基づく適正な事業運営を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

法令等により定められた事業である。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
職員人件費の性質上、職員を雇用している限り必要となる事業であり、事業主の負担率なども法律により定められている。
また、埼玉県市町村共済組合の共済費の率についても、共済組合会の議決、総務省の告示等をもって正式決定されている。
事務事業としては、今後も継続すべき事業であるが、事務改善を行なうことでコストの削減を目指す。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

正規職員の健康保険については、全国健康保険協会管掌健康保険、国民
健康保険等があるが、共済組合員であるため統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01201001 － 017

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

雇用保険法第68条
労働保険の保険料に関する法律第2条、第15条～21条

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（共済費）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1624責任者 問い合わせ先松本　政之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

職員の医療保険、年金、福利厚生、公務災害に関係する事業であり、地方公
務員等共済組合法第116条により事業主として支出することが定められている

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

職員の医療保険、年金、福利厚生、公務災害に関係する事業であるため、職
員が不安なく働くことができる。そのため、よりよい市民サービスを提供するこ
とができる。

左記として判断した根拠

市の職員の人件費であるから、市が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

掛金・負担金を納めることにより、医療費等の短期給付、年金の長期給付等
が受けられるため。

左記として判断した根拠

共済組合へ支払う際の掛金・負担金の集計等については、民間に委託した
システムを使用している。

　事務改善

・職員の給与から控除した共済掛金と、さいたま市が負担する共済負担金を、埼玉県市町村職員共済組合へ支払う。
・臨時職員の給与から控除した社会・雇用保険料と、さいたま市が負担する臨時職員分負担金を厚生労働省・労働局へ支払う。
・地方公務員災害補償基金へ、さいたま市の負担金を支払う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

業務を行う時期、業務量等に応じた臨時的任用職員の配置により、人件費を
抑制し、効率的な市民サービスを提供している。

左記として判断した根拠

民間会社に委託することにより、当該臨時的任用職員の身分上の取扱いが
不安定なものとなり、また、委託による労働者の雇用問題等が発生し、市とし
て管理運営上、あるいは、業務遂行上支障をきたすことになる。

　事務改善

実施すべき内容は各都市とも同じであり、同等のレベルである。

　地方公務員法及び地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、季節的に繁忙となる業務、産休、育児休業等により正規職員
が欠けた場合の代替業務等に対し、市民サービスを提供する上で、その都度必要に応じ、期間を限って臨時職員を配置している。

市政の円滑な運営と正規職員の生活の調和を図る上で不可欠な事業である
と判断した。

左記として判断した根拠

身分上の取扱いの観点から民間に委託することは不可能である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が臨時職員を雇用し、その労働の対価として支出している
事業である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８（８２９）１６２３責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育総務課

臨時職員等管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

臨時職員等管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
地方公務員法第22条
地方公務員の育児休業等に関する法律第6条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19048001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

代替制度についての検討は可能だが、費用、身分等総合的に判断すると現
制度が適している。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
全庁的にワークライフバランス（仕事と家庭の調和）を推進するため、職員の育児休業等の代替や一時的に繁忙となる業務において、臨
時職員を期限を定めて雇用することは、必要かつ最も効果的な手法であり、引き続き継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　教育委員会事務局の運営は、本市教育行政を推進する上で必要な業務であるため継続とする。
　なお、業務の内容・手法について精査し、今後改善の余地が無いか検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　教育行政を円滑に執行するため必要な事業であり、費用対効果を満たして
いる。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　教育委員会事務局の円滑な運営のための業務

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

事務局運営事業（教育総務課）

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 19041001 － 013
事務局運営事業（教育総務課）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　管理部　教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　教育委員会事務局の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　教育委員会事務局内における各種事務であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　連絡を緊密にし、相協力して教育行政の進展を図っている。

左記として判断した根拠

　各市の教育委員・教育長を構成員とした団体であるため。

　事務改善

　各関東指定都市が加入している。

　指定都市教育委員・教育長協議会等の教育団体への負担金支出

　各市との意見交換及び情報収集など教育行政推進に寄与するため必要で
ある。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1620責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育委員会事務局　管理部　教育総務課

教育団体等補助事業（教育総務課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

教育団体等補助事業（教育総務課）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19043501 － 014

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
  平成21年度まで市と重複加入していた団体については、退会することとした。
　なお、他の団体については次年度への繰越金がある場合は、負担金の見直しを求めていくものとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他所管で用務、調理業務は実施されていないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　小学校における用務、調理業務は、学校教育行政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。なお、調理、用務担当職員が定年退
職した場合、再任用職員を配置してもなお欠員が生じた学校については、民間に委託することとしている。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

安心で安全な学校の環境整備、学校給食の提供を行うため、必要な役割を
担っているため。

左記として判断した根拠

用務、調理担当職員が定年退職した場合、再任用職員を配置してもなお欠
員が生じた学校について、民間に委託している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

小学校の用務、調理業務を担当する職員の人事管理に関する経費

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

小学校管理運営事業（教育総務課）

０４８（８２９）１６２３責任者 問い合わせ先教育総務課

コード 19102001 － 000
小学校管理運営事業（教育総務課）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

雇用保険法

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

小学校における用務、調理業務は、学校教育行政の円滑な運営を図る上で
必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

児童にとって安心で安全な学校の環境整備、学校給食の提供を行うため、用
務業務、調理業務が必要と考えるため。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

児童にとって安心で安全な学校の環境整備、学校給食の提供を行う必要が
あるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

実施すべきサービス内容は、各市とも同じであり、同レベルである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

安心で安全な学校の環境整備、学校給食の提供を行うため、必要な役割を
担っているため。

左記として判断した根拠

用務、調理担当職員が定年退職した場合、再任用職員を配置してもなお欠
員が生じた学校について、民間に委託している。

　事務改善

実施すべきサービス内容は、各市とも同じであり、同レベルである。

中学校の用務、調理業務を担当す職員の人事管理に関する経費

中学校における用務、調理業務は、学校教育行政の円滑な運営を図る上で
必要な事業である。

左記として判断した根拠

生徒にとって安心で安全な学校の環境整備、学校給食の提供を行う必要が
あるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

生徒にとって安心で安全な学校の環境整備、学校給食の提供を行うため、用
務業務、調理業務が必要と考えるため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８（８２９）１６２３責任者 問い合わせ先松本　政之所管部署 教育総務課

中学校管理運営事業（教育総務課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

中学校管理運営事業（教育総務課）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19162001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他所管で用務、調理業務は実施されていないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　中学校における用務、調理業務は、学校教育行政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。なお、調理、用務担当職員が定年退
職した場合、再任用職員を配置してもなお欠員が生じた学校については、民間に委託することとしている。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他所管で用務業務は実施されていないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　高等学校における用務業務は、学校教育行政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。なお、用務担当職員が定年退職した場
合、再任用職員を配置してもなお欠員が生じた学校については、民間に委託することとしている。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

安心で安全な学校の環境整備を行うため、必要な役割を担っているため。

左記として判断した根拠

用務担当職員が定年退職した場合、再任用職員を配置してもなお欠員が生
じた学校について、民間に委託している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

高等学校の用務業務を担当する職員の人事管理に関する経費

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

高等学校管理運営事業（教育総務課）

０４８（８２９）１６２３責任者 問い合わせ先松本　政之

コード 19240201 － 000
高等学校管理運営事業（教育総務課）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

高等学校における用務業務は、学校教育行政の円滑な運営を図る上で必要
な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

生徒にとって安心で安全な学校の環境整備を行うため、用務業務が必要と
考えるため。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

生徒にとって安心で安全な学校の環境整備を行う必要があるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

実施すべきサービス内容は、各市とも同じであり、同レベルである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

教育委員会事務局の財務管理・運営に必要な事業である

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

教育委員会事務局の財務管理・運営に必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

教育委員会事務局の財務管理・運営に必要な事業である

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

事務局運営事業

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

コード １９０４２０ － ０００
事務局運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育委員会事務局の円滑な運営を目的として、局内の予算、決算等の取りまとめや学校財務事務の管理、支援を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 教育委員会事務局の財務管理・運営に必要な事業であり継続とするが、今後は業務改善や類似事業との統合を含め検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

予算が削減される中で、最少の経費で財務管理・運営を行っている

左記として判断した根拠

財務管理・運営については、事業の性質上職員が直接行うものである

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

教育委員会事務局の財務管理・運営に必要な事業であり、現時点では統合
不可能である

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
教育委員会事務局の管理運営に必要な事業であるが、市長部局で類似の事業を実施しているため一元管理することも可能であることか
ら、今後は統廃合を含め検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

一元管理を図るため市長部局へ統合することも可能である
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード １９０４３０ － ０００

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

共通用物品購入管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

共通用物品購入管理運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

教育委員会事務局の事務の遂行に必要な事業である
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

教育委員会事務局の事務の遂行に必要な事業である

左記として判断した根拠

教育委員会事務局の管理運営に必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ウ

予算が削減される中で、最少の経費で管理運営を行っている

左記として判断した根拠

事務の遂行に必要な事業の性質上職員が直接行うものである

　事務改善

教育委員会事務局における円滑な事務執行に必要な物品の購入、管理等を目的として、局内の事務の遂行に必要な共通消耗品や
共通備品等の購入及び払い出しを行うほか、教育委員会所管施設の火災保険にかかる事務及び廃棄備品の処理を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

小学校の管理運営に必要な事業である

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の管理形態が異なるため単純に比較はできないが、小学校の管理運
営に必要な事業であることから同レベルと考えられる

有効性

根拠

小学校の管理運営に必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

行政財産の目的外使用

根拠法令

実施方法

妥当性

小学校管理運営事業

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

コード １９１０３０ － ０００
小学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

小学校１０２校の効率的な管理運営を図り、安全で衛生的な教育環境を維持することを目的として、学校の維持管理・運営に必要な
消耗品や校用備品等の購入、光熱水費の支払いや施設修繕、機械警備等管理業務委託などを行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 小学校１０２校の管理運営に必要な事業であり、今後も学校の要望や実情を踏まえ効率的な管理運営に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

シーリング等により毎年予算が削減される中で、各学校の要望を調査し最少
の経費で管理運営を行っている

左記として判断した根拠

学校に必要な物品等の購入に係る契約及び支出負担行為を行う業務につ
いては民間委託は不可能だが、機械警備や廃棄物処理等の業務について
は、民間委託している

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

小学校の管理運営に必要な事業である
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 小学校１０２校の学校教育に必要な事業であり、今後も学校の要望や実情を踏まえ拡大に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

小学校の学校教育に必要な事業である
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード １９１２２０ － ０００

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

各教科教材等整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

各教科教材等整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

小学校の学校教育に必要な事業である

左記として判断した根拠

小学校の学校教育に必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

シーリング等により毎年予算が削減される中で、各学校の要望を調査し最少
の経費で必要となる教材の購入を行っている

左記として判断した根拠

学校に必要な教材の購入に係る支出負担行為を行う事業のため不可能

　事務改善

平成２０年度の児童一人当たりの教材費は回答を得た２都市を含め３市中２
番目の水準である

小学校１０２校における教育効果を高めるため、学校教育上必要となる教材等を購入する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

中学校の管理運営に必要な事業である

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の管理形態が異なるため単純に比較はできないが、中学校の管理運
営に必要な事業であることから同レベルと考えられる

有効性

根拠

中学校の管理運営に必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

行政財産目的外使用

根拠法令

実施方法

妥当性

中学校管理運営事業

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

コード １９１６３０ － ０００
中学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

中学校５７校の効率的な管理運営を図り、安全で衛生的な教育環境を維持することを目的として、学校の維持管理・運営に必要な消
耗品や校用備品等の購入、光熱水費の支払いや施設修繕、機械警備等管理業務委託などを行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 中学校５７校の管理運営に必要な事業であり、今後も学校の要望や実情を踏まえ効率的な管理運営に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

シーリング等により毎年予算が削減される中で、各学校の要望を調査し最少
の経費で管理運営を行っている

左記として判断した根拠

学校に必要な物品等の購入に係る契約及び支出負担行為を行う業務につ
いては民間委託は不可能だが、機械警備や廃棄物処理等の業務について
は、民間委託している

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

中学校の管理運営に必要な事業である
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 中学校５７校の学校教育に必要な事業であり、今後も学校の要望や実情を踏まえ拡大に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

中学校の学校教育に必要な事業である
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード １９１８２０ － ０００

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

各教科教材等整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

各教科教材等整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

中学校の学校教育に必要な事業である

左記として判断した根拠

中学校の学校教育に必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

シーリング等により毎年予算が削減される中で、各学校の要望を調査し最少
の経費で必要となる教材の購入を行っている

左記として判断した根拠

学校に必要な教材の購入に係る支出負担行為を行う事業のため不可能

　事務改善

平成２０年度の生徒一人当たりの教材費は回答を得た２都市を含め３市中２
番目の水準である

中学校５７校における教育効果を高めるため、学校教育上必要となる教材等を購入する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本来は県が設置し実施すべき事業であるが、肢体不自由のある児童生徒に
対する特別支援教育の充実や利便性を図るため実施している事業である

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

設置している都市と管理形態が異なるため単純に比較はできないが、特別支
援学校の管理運営に必要な事業であることから同レベルと考えられる

有効性

根拠

特別支援学校の管理運営に必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

特別支援学校管理運営事業

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

コード １９６２２０ － ０００
特別支援学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

特別支援学校の効率的な管理運営を図り、安全で衛生的な教育環境を維持することを目的として、学校の維持管理・運営に必要な
消耗品や校用備品等の購入、光熱水費の支払いや施設修繕、機械警備等管理業務委託などを行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 特別支援学校の管理運営に必要な事業であり、今後も学校の要望や実情を踏まえ効率的な管理運営に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

シーリング等により毎年予算が削減される中で、学校の要望を調査し最少の
経費で管理運営を行っている

左記として判断した根拠

学校に必要な物品等の購入に係る契約及び支出負担行為を行う業務につ
いては民間委託は不可能だが、機械警備や廃棄物処理等の業務について
は、民間委託している

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特別支援学校の管理運営に必要な事業である
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮）・　　昭和５８年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
特別支援学校の学校教育に必要な事業であり、今後も学校の要望や実情を踏まえ、より教育効果を高めるため事業の充実、拡大に努
める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特別支援学校の学校教育に必要な事業である
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード １９６４１０ － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育財務課

特別支援学校教科教材整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

特別支援学校教科教材整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６３８責任者 問い合わせ先嶋澤　英雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮　）・　昭和５８年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

特別支援学校の学校教育に必要な事業である

左記として判断した根拠

特別支援学校の教育効果を高めるために必要な事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

シーリング等により毎年予算が削減される中で、学校の要望を調査し最少の
経費で必要となる教材の購入を行っている

左記として判断した根拠

学校に必要な教材の購入に係る支出負担行為を行う事業のため不可能

　事務改善

特別支援学校における教育効果を高めるため、学校教育上必要となる教材等を購入する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（　　　　　　１３年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

ク

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

点検後の
方向性

ア

ウ

　縮　小

見直し内容
庶務的事務については他課でも同様の事業を行っているが、統合しても効果が期待できないため継続とし、業務改善を検討する。施設
台帳の作成・管理については専用の電算システムを導入することで、事務量の縮減を図っている。なお２２年度中にシステムの更新が必
要となるが、契約にあたっては内容を精査しコスト削減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

台帳管理システムにより効率的な施設管理ができている。

左記として判断した根拠

平成２２年度の施設台帳管理システム更新に伴い、ソフトウェアの保守を業務
委託化する。
旅費や消耗品費の支出、協議会・研修の負担金の支出等、庶務業務につい
ては、業務委託にはなじまない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

他部署においても庶務業務を行っているが、人件費にかかるコストが少なく、
課内の業務を把握する必要もあることから、統合は業務の効率化につながら
ない。施設台帳管理については他部署では実施していない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

1.全部直営

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特定財源

2.一部委託

事務局運営事業

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19042201 － 000
事務局運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

課の業務遂行にあたり必要となる事務のため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

課の効果的な運営のために必要な庶務事務、施設台帳の管理・作成等

　　有 　　無・

有効性

根拠

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

事業類型

事業開始年度

事業概要

　統廃合

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

課の業務遂行にあたり必要となる事務や施設台帳管理のため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他指定都市でも施設台帳管理をしており、同レベルのサービス水準である。

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　事務改善

他の関東地方指定都市においても、同様の維持管理業務を行っている。
　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

学校施設の良好で安全な状態を保つにはなくてはならない事業であり、費用
に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

点検業務、保守管理業務、修繕業務、剪定業務など大部分は委託済み。

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

根拠特定財源

市立小学校の管理は学校設置者である市の責務であり、市で責任を持って
実施すべき事業。

法令により点検が義務付けられているもの及び根拠法令はないが、良好で安
全な施設の状況を保つために欠くことのできない事業。

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

行政財産使用料に関する条例・事務手数料条例　　無・　　有

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　　年度）

根拠法令に基づく法定点検及び維持管理業務、及び根拠法令はないが、良好で安全な施設の状況を保つために欠くことができない
維持管理業務。

3.全部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

4.補助金 5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）2.一部委託

県との見直し協議が必要な事業（B)

事業開始年度

事業概要

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

実施方法

妥当性

メルクマール

事業類型

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

施設等維持管理事業（小学校）

施設等維持管理事業（小学校）

事務事業名

事業名

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

根拠法令

コード 19106501 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校施設は教育活動に合わせた維持管理が必要であり、他の市有施設との
一体的管理体制になじまない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

見直し内容
本事業は、法律により義務付けられた法定点検を含んでおり、また小学校教育の多様なニーズに対応し、安全安心な施設を確保してい
くためにも計画的に修繕を行い、施設の維持管理に努める必要があることから継続とするが、一層の業務効率化、費用の縮減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（平成18年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

ク

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

点検後の
方向性

ア

ウ

　縮　小

見直し内容
地球温暖化対策や緑化の促進についての意識啓発にも有効であり、より効率的な実施方法等を検討しながら、事業計画どおりに継続
する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

教員と児童が設置することでコストを抑えており、また、エネルギー削減、環境
教育への利用等様々な効果が望める。

左記として判断した根拠

学校の教員と児童が設置しているため、民間に委託するよりもコストを抑える
ことができており、委託の可能性は極めて低い。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

本市の他の部署で他の市有施設への緑のカーテン設置を行っており、統合
は可能であるが、事務量が移行するのみでコストダウンや効率化にはつなが
らないと判断する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

1.全部直営

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特定財源

2.一部委託

施設等維持管理事業（小学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19106501 － 002
緑のカーテン事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

ＣＯ２およびエネルギー費用の削減が見込める。
環境教育に利用し、子供たちの環境への意識を高めることは、省エネルギー
型社会構築の一助となる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　）

緑のカーテンを導入することにより、室内の冷房使用が抑制され、結果としてＣＯ２を削減し環境への負荷を低減する。
また、児童の環境教育の教材として利用する。

　　有 　　無・

有効性

根拠

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

事業類型

事業開始年度

事業概要

　統廃合

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

設置者であるさいたま市が校舎の維持管理の一環として実施すべき事業で
ある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の緑のカーテン実施校数は、横浜市0校、川崎市19校、千葉市0校、
相模原市0校であり、本市の実施校数（10校）は関東地方指定都市の平均実
施校数を上回っている。

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　事務改善

各都市の小学校の芝生化実績は、横浜市6校、川崎市7校、千葉市0校、相
模原市1校であり、本市の実績（７校）は他の関東地方指定都市を上回るサー
ビス水準である。

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

適切な維持管理によって芝生を良好な状態に保つことができる。

左記として判断した根拠

芝生維持管理について、専門知識及び技術が必要なため業務を委託して実
施しているが、これ以上の委託は難しい。

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

根拠特定財源

学校設置者であるさいたま市が校庭の維持管理の一環として整備する必要
があるため。

芝生を適切に維持管理することによりCO2削減など地球温暖化対策に資す
ることとなる。また環境教育、砂塵防止等の面からも必要である。

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

　　無・　　有

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

校庭等に整備される芝生の維持管理を行う。芝生化により運動能力の向上及び怪我の減少が見込まれ、環境教育の教材としても利
用することができる。また、砂塵防止や気温上昇の抑制効果も期待できる。

3.全部委託

平成１３年５月１日以後（　平成１５年度　）

4.補助金 5.その他（地域住民　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）2.一部委託

県との見直し協議が必要な事業（B)

事業開始年度

事業概要

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

実施方法

妥当性

メルクマール

事業類型

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

施設等維持管理事業（小学校）

校庭芝生化事業

事務事業名

事業名

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

根拠法令

コード 19106501 － 003

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立学校の芝生化は本事業のみである。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

見直し内容
適切な維持管理により、芝生を長期にわたって保全することが、教育面だけでなく環境面からも必要であるが、
地域社会との連携による維持管理システムの構築により維持管理状況の向上を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　年度）

ク

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

点検後の
方向性

ア

ウ

　縮　小

見直し内容
　学校施設の適正な維持管理は設置者である市の責務であり、老朽化した既存施設を安全かつ快適に長期にわたって利用するために
は事業の継続が必要である。事業の継続にあたり改善策として、限られた予算の範囲内での効率的な改修に努めることとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

　老朽化した学校施設を改築よりも低コストで実現可能な改修を行うことにより
長期利用を図る事業であり、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　現在委託している部分以外は学校との連絡・調整や工事等、委託になじま
ない事業である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

　学校施設以外の公共施設についても老朽化に伴う改修は行われている
が、事業を統合しても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

1.全部直営

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特定財源

2.一部委託

各校営繕事業（小学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19141001 － 001
各校営繕事業（小学校）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金要綱・地方財政法

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

　児童が安全かつ快適な環境で学習するために必要な学校施設の改修を行
う事業であり、市民のニーズは高い。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

良好な学習環境を確保するため、市立小学校の老朽化した校舎、体育館、プール等の改修事業等を行う。
※　校庭芝生化事業、太陽光発電設備設置事業は除く。

　　有 　　無・

有効性

根拠

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

事業類型

事業開始年度

事業概要

　統廃合

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市立小学校の管理は学校設置者である市の責務であり、児童の安全・安心
に係る学校施設の改修を国や県、民間等に委託することは妥当ではない。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　主として施設の老朽化に伴う改修工事であり、他の関東指定都市でも同様
の水準であると考える。

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　事務改善

各都市の小学校の芝生化実績は、横浜市6校、川崎市7校、千葉市0校、相
模原市1校であり、本市の実績（７校）は他関東指定都市を上回るサービス水
準である。

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

気温上昇抑制・環境教育への取り入れ・体育活動の活発化・砂塵防止等、多
様な効果がある。

左記として判断した根拠

現在委託している部分以外は学校との連絡・調整や工事等、委託になじまな
い事業である。

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

根拠特定財源

学校設置者であるさいたま市が校庭の維持管理の一環として整備する必要
があるため。

芝生化に伴うCO2削減により地球温暖化対策に資することとなる。また環境
教育、砂塵防止等の面からも必要である。

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、
安全・安心な学校づくり交付金要綱、地方財政法

　　無・　　有

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

校庭等の芝生化整備を行う。芝生化により運動能力の向上及び怪我の減少が見込まれ、環境教育の教材としても利用することができ
る。また、砂塵防止や気温上昇の抑制効果も期待できる。

3.全部委託

平成１３年５月１日以後（　平成１５年度　）

4.補助金 5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）2.一部委託

県との見直し協議が必要な事業（B)

事業開始年度

事業概要

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

実施方法

妥当性

メルクマール

事業類型

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

各校営繕事業（小学校）

校庭芝生化事業

事務事業名

事業名

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

根拠法令

コード 19141001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立学校の芝生化は本事業のみである。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

見直し内容
公共施設の緑化推進は、地球規模の環境問題への取り組みとして必要であるため、今後も継続して毎年２校程度の校庭芝生化を実施
する。引き続き、事業実施方法等改善を検討しながら業務を進めていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託

特定財源

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

⇒
　終　了

　継　続

地球温暖化対策や環境教育に資する事業として、また、改正省エネ法により学校についてもエネルギー使用の合理化対策が必要であ
るため、今後も業務改善を行いながら継続して実施する。

　縮　小

　移　管

　廃止又は凍結

キ

ク

見直し内容

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

根拠

１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

2.一部委託

　　有 　　無・

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

学校設置者であるさいたま市が、学校環境整備の一環として整備する必要が
あるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

事業類型

地球温暖化などの環境に配慮した学校環境整備を推進するため、小学校に太陽光発電設備を整備する。太陽光により発電した電力
は学校内に供給し、余剰電力は売電する。

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営

各校営繕事業（小学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19141001 － 003
太陽光発電設備設置事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金要綱、地方財政法、

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

太陽光発電設備を設置することにより、ＣＯ２及びエネルギー費用の削減が
見込める。環境教育に利用し、児童たちの環境への意識を高めることは、省
エネルギー型社会構築の一助となる。。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

左記として判断した根拠

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）

有効性

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

各都市の太陽光設置校数は、横浜市２７校、川崎市１１校、千葉市３校、相模
原市９校であり、本市の設置校数（５校）は関東地方指定都市の実施校数平
均を下回っている。

ク

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本事業は、環境教育に利用する等のため学校施設へ設置するものであり、類
似する事業はない。

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

エネルギー費用の削減、児童への環境教育への利用等様々な効果が望め
る。

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

現在委託している部分以外は、学校との連絡・調整や工事等、委託になじま
ない事業である。

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

効率性

イ

エ

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　事務改善

公立学校施設（小・中学校）の耐震化率は、千葉市59.8%、横浜市92.0%、川
崎市94.3%、相模原市100%となっており、本市（51.5%）は他の関東地方指定
都市を下回っている。（数値は文部科学省報道発表平成21年4月1日現在）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

施設の安全性が確保されており、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

耐震診断・補強実施設計については業務委託を行っている。その他の事務
については業務委託にはなじまない。

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

根拠特定財源

学校教育法第５条により、学校の管理及び経費は設置者が負担することとさ
れており、設置者である本市が実施すべき事業である。

小学校施設は児童が一日の大半を過ごす場であり、災害時には住民の避難
場所ともなるため、早急に耐震化を完了し安全性を確保する必要がある。

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金交付要綱、地方財政法

　　無・　　有

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　平成７年度）

校舎等の耐震診断を実施し、必要に応じて補強設計・補強工事を行い、学校施設の安全性確保と校舎等の保全を図る。

3.全部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

4.補助金 5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）2.一部委託

県との見直し協議が必要な事業（B)

事業開始年度

事業概要

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

実施方法

妥当性

メルクマール

事業類型

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

耐震補強事業（小学校）

耐震補強事業（小学校）

事務事業名

事業名

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

根拠法令

コード 19143001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

施設の耐震化は他部署においても実施しているが、学校は施設数が多く、ま
た学校との調整や耐震化以外の工事等との調整も必要となるため、事業統
合を行っても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

見直し内容
学校施設の耐震化は喫緊の課題であるため、今後も重点項目として事業を継続し平成２４年度末に耐震化を完了させる。事業の実施に
あたっては、複数の工事を１つの契約にまとめるなどコストの削減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

ク

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

点検後の
方向性

ア

ウ

　縮　小

見直し内容
美園小学校の建設については将来を見据えた事業計画に基づき実施しており、予定どおり建設に向けて業務改善を進めながら事業を
継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

適正規模の学校が整備されることにより、良好な学習環境が確保されることと
なるため、費用対効果を満たしていると考える。

左記として判断した根拠

整備内容を決定するためには教育委員会事務局内の複雑な調整が必要で
あり、また大規模な公共工事の発注もあるため、これ以上の民間委託は不可
能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

1.全部直営

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特定財源

2.一部委託

小学校新設校建設事業

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19143501 － 000
小学校新設校建設事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金交付要綱、地方財政法

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

新設校を建設することにより、周辺校の規模適正化を図ることができるととも
に、地域の教育環境の充実を図ることができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

浦和東部地区のまちづくりに伴う人口増に対応して新設小学校を整備する。

　　有 　　無・

有効性

根拠

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

事業類型

事業開始年度

事業概要

　統廃合

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令により市は、その区域内の児童を就学させるため、必要な小学校を設置
しなければならないとしているため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

小学校設置基準（省令）、小学校施設整備指針（文部科学省作成）により、新
設校の施設整備水準は決められている。
他の関東指定都市には見られない過剰な設備等の計画も無い。

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　事務改善

国の施設整備指針の水準を満たすよう設計を行っている。また他の関東地方
指定都市と同様、増改築事業を行う際、可能な範囲で太陽光や雨水利用等
エコに配慮しているが過度な設備投資は行っておらず同レベル程度である。

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

改築により耐震性を確保するとともに、バリアフリー化・環境等に配慮した施
設整備が実現できる。

左記として判断した根拠

施設整備の長期計画作成作業においては他局課との調整等や市の長期的
視点が必要でありこれ以上の委託は難しい。

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

根拠特定財源

補強困難な危険建物の解消は設置者であるさいたま市が実施すべき事業で
ある。

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により耐震改修の努力義務が課
せられている。耐震性の低い建物であり児童・教職員等の安全確保及び災
害時に避難場所となる施設整備は市民に必要な事業である。

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金交付要綱、地方財政法

　　無・　　有

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

耐震補強での改修が困難な小学校校舎の改築事業。
浦和別所小学校の校舎１棟が、耐力度調査の結果、補強不可能と判定されたため、校舎の改築事業を実施する。

3.全部委託

平成１３年５月１日以後（平成１３年度）

4.補助金 5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）2.一部委託

県との見直し協議が必要な事業（B)

事業開始年度

事業概要

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

実施方法

妥当性

メルクマール

事業類型

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

小学校校舎増改築事業

小学校校舎増改築事業

事務事業名

事業名

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

根拠法令

コード 19144001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立小学校の増改築事業については他局課所管では行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

見直し内容
浦和別所小学校について、事業計画どおり、平成22年度より改築工事に着手し、平成23年度には改築校舎の供用開始予定とする。
安全対策等に留意しつつ、業務を進める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　縮　小

　統廃合

法令により、学校の管理及び経費は設置者が負担することとされているため、
設置者である本市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

全普通教室への空調機の設置は他の関東地方指定都市では川崎市のみで
行なわれている

有効性

近年の地球温暖化による夏季の著しい気温の上昇の中、良好な教育環境を
整備することは必要である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

4.補助金

　本市においては、良好な学習環境を保つことにより、児童の集中力の向上等を目的として、全普通教室に空調機を設置している。費
用の平準化を図る為１０年間のリース契約となっており、現在はその支払いと保守業務等の維持管理を実施し、また、学級が増加した
小学校に空調機を追加設置している。

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業類型

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

空調整備事業（小学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19144501 － 000
空調整備事業（小学校）

事業開始年度

事業概要

1.全部直営

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

2.一部委託

左記として判断した根拠６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

　　有 　　無・

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

平成１３年５月１日以後（　　平成１8年度　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

特定財源

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

空調設置による教育的効果の数値化は困難であるが、夏季に冷房を行なうこ
とにより良好な学習環境を保つことができている。

左記として判断した根拠

現在委託している部分以外は、リース料の支払い、増加教室への空調施設
の設置など、委託にはなじまない事業である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

ア

ウ

左記として判断した根拠

根拠

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他で同様の事業は行なわれていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

　継　続

点検後の
方向性

見直し内容
本事業は、よりよい学習環境維持のため必要な事業であり、学級編制等への対応については既存設備の有効活用を図ることとし、事業
を継続する。

キ

ク

⇒
　終　了

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託

ク

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
本事業は、法律により義務付けられた法定点検を含んでおり、また中学校教育の多様なニーズに対応し、安全安心な施設を確保してい
くためにも計画的に修繕を行い、施設の維持管理に努める必要があることから継続とするが、一層の業務効率化、費用の縮減に努める。

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

点検後の
方向性

ア

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校施設は教育活動に合わせた維持管理が必要であり、他の市有施設との
一体的管理体制になじまない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

効率性

有効性

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

－ 001

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

施設等維持管理事業（中学校）

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

2.一部委託 4.補助金

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

　　有

19166501

実施方法

施設等維持管理事業（中学校）

事務事業名

事業名

1.全部直営

メルクマール

事業類型 県との見直し協議が必要な事業（B) 根拠法令

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　　年度）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

左記として判断した根拠

根拠特定財源 行政財産使用料に関する条例、事務手数料条例

妥当性

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令に基づく法定点検及び維持管理業務、及び根拠法令はないが、良好で安全な施設の状況を保つために欠くことができない
維持管理業務。

法令により点検が義務付けらているもの及び根拠法令はないが、良好で安全
な施設の状況を保つために欠くことのできない事業。

左記として判断した根拠

市立中学校の管理は学校設置者である市の責務であり、市で責任を持って
実施すべき事業。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　無・

ク

⇒ ク

学校施設の良好で安全な状態を保つにはなくてはならない事業であり、費用
に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

点検業務、保守管理業務、修繕業務、剪定業務など大部分は委託済み。

　事務改善

他の関東地方指定都市においても、同様の維持管理業務を行っている。

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小 　拡　大

　終　了

　継　続

オ

カ

キ

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　縮　小

　統廃合

設置者であるさいたま市が校舎の維持管理の一環として実施すべき事業で
ある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の緑のカーテン実施校数は、横浜市0校、川崎市16校、千葉市0校、
相模原市0校であり、本市の実施校数（0校）は関東地方指定都市の平均実
施校数を下回っている。

有効性

ＣＯ２およびエネルギー費用の削減が見込める。
環境教育に利用し、子供たちの環境への意識を高めることは、省エネルギー
型社会構築の一助となる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

4.補助金

緑のカーテンを導入することにより、室内の冷房使用が抑制され、結果としてＣＯ２を削減し環境への負荷を低減する。
また、生徒の環境教育の教材として利用する。

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業類型

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

施設等維持管理事業（中学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19166501 － 002
緑のカーテン事業

事業開始年度

事業概要

1.全部直営

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

2.一部委託

左記として判断した根拠６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

　　有 　　無・

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

特定財源

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

教員と生徒が設置することでコストを抑えており、また、エネルギー削減、環境
教育への利用等様々な効果が望める。

左記として判断した根拠

学校の教員と生徒が設置しているため、民間に委託するよりもコストを抑える
ことができることから、委託の可能性は極めて低い。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

ア

ウ

左記として判断した根拠

根拠

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署で他の市有施設への緑のカーテン設置を行っており、統合
は可能であるが、事務量が移行するのみでコストダウンや効率化にはつなが
らないと判断する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

　継　続

点検後の
方向性

見直し内容
地球温暖化対策や緑化の促進についての意識啓発にも有効であり、より効率的な実施方法等を検討しながら、事業計画どおりに継続
する。

キ

ク

⇒
　終　了

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託

ク

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　年度）

２　事業の点検

３　見直しの方向性

左記として判断した根拠

見直し内容
学校施設の適正な維持管理は設置者である市の責務であり、老朽化した既存施設を安全かつ快適に長期にわたって利用するためには
事業の継続が必要である。事業の継続にあたり改善策として、限られた予算の範囲内での効率的な改修に努めることとする。

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校施設以外の公共施設についても老朽化に伴う改修は行われているが、
事業を統合しても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

左記として判断した根拠

　事務改善

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

コード 19201001 － 001

効率性

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金要綱・地方財政法

根拠法令

実施方法

妥当性

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1632責任者 問い合わせ先所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

各校営繕事業（中学校）

メルクマール

事業類型

各校営繕事業（中学校）

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

原　　修

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

有効性

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

主として施設の老朽化に伴う改修工事であり、他の関東指定都市でも同様の
水準であると考える。

根拠特定財源

3.全部委託2.一部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

生徒が安全かつ快適な環境で学習するために必要な学校施設の改修を行う
事業であり、市民のニーズは高い。

左記として判断した根拠

市立中学校の管理は学校設置者である市の責務であり、生徒の安全・安心
に係る学校施設の改修を国や県、民間等に委託することは妥当ではない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

老朽化した学校施設を改築よりも低コストで実現可能な改修を行うことにより
長期利用を図る事業であり、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

現在委託している部分以外は学校との連絡・調整や工事等、委託になじまな
い事業である。

良好な学習環境を確保するため、市立中学校の老朽化にした校舎、体育館、プール等の改修事業等を行う。
※　校庭芝生化事業、太陽光発電設備設置事業は除く。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　縮　小

　統廃合

学校設置者であるさいたま市が校庭の維持管理の一環として整備する必要
があるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の中学校の芝生化実績は、横浜市：２校、川崎市：０校、千葉市：０
校、相模原市：０校であり、本市の実績（0校）は、他の関東地方指定都市と同
レベル以下のサービス水準である。

有効性

芝生化に伴うCO2削減により地球温暖化対策に資することとなる。また環境
教育、砂塵防止等の面からも必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

4.補助金

校庭等の芝生化整備を行う。芝生化により運動能力の向上及び怪我の減少が見込まれ、環境教育の教材としても利用することができ
る。また、砂塵防止や気温上昇の抑制効果も期待できる。

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業類型

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

各校営繕事業（中学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19201001 － 002
校庭芝生化事業

事業開始年度

事業概要

1.全部直営

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

2.一部委託

左記として判断した根拠６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

　　有 　　無・

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

平成１３年５月１日以後（　平成２２年度　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

特定財源

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

気温上昇抑制・環境教育への取り入れ・体育活動の活発化・砂塵防止等、多
様な効果がある。

左記として判断した根拠

現在委託している部分以外は学校との連絡・調整や工事等、委託になじまな
い事業である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

ア

ウ

左記として判断した根拠

根拠

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立中学校の校庭芝生化は本事業のみである。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

　継　続

点検後の
方向性

見直し内容
公共施設の緑化推進は、地球規模の環境問題への取り組みとして、必要であるため、今後も継続して毎年２校程度の校庭芝生化を実
施する。引き続き、事業実施方法等改善を検討しながら業務を進めていく。

キ

ク

⇒
　終　了

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託

ク

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
地球温暖化対策や環境教育に資する事業として、また、改正省エネ法により学校についてもエネルギー使用の合理化対策が必要であ
るため今後も業務改善を行いながら継続して実施する。

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

点検後の
方向性

ア

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本事業は環境教育に利用するなどのため、学校施設へ設置するものであり、
類似する事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

効率性

有効性

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

－ 003

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

各校営繕事業（中学校）

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード

平成１３年５月１日以後（平成21年度）

2.一部委託 4.補助金

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

　　有

19201001

実施方法

太陽光発電設備設置事業

事務事業名

事業名

1.全部直営

メルクマール

事業類型 県との見直し協議が必要な事業（B) 根拠法令

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

左記として判断した根拠

根拠特定財源
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金要綱、地方財政法

妥当性

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地球温暖化などの環境に配慮した学校環境整備を推進するため、中学校に太陽光発電設備を整備する。太陽光により発電した電力
は学校内に供給し、余剰電力は売電する。

太陽光発電設備を設置することによりCO2及びエネルギー費用の削減が見
込める。環境教育に利用し、生徒たちの環境への意識を高めることは、省エ
ネルギー型社会構築の一助となる。

左記として判断した根拠

学校設置者であるさいたま市が、学校環境整備の一環として整備する必要が
あるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　無・

ク

⇒ ク

エネルギー費用の削減、生徒への環境教育への利用等様々な効果が望め
る。

左記として判断した根拠

現在委託している部分以外は学校との連絡・調整や工事等、委託になじまな
い事業である。

　事務改善

各都市の太陽光設置校数は横浜市2校、川崎市3校、千葉市１校、相模原市
2校であり、本市の設置校数（１校）は関東地方指定都市の実施校数平均を
下回っている。

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小 　拡　大

　終　了

　継　続

オ

カ

キ

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　縮　小

　統廃合

学校教育法第５条により、学校の管理及び経費は設置者が負担することとさ
れており、設置者である本市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

公立学校施設（小・中学校）の耐震化率は、千葉市59.8%、横浜市92.0%、川
崎市94.3%、相模原市100%となっており、本市（51.5%）は他の関東地方指定
都市を下回っている。（数値は文部科学省報道発表平成21年4月1日現在）

有効性

中学校施設は生徒が一日の大半を過ごす場であり、災害時には住民の避難
場所ともなるため、早急に耐震化を完了し安全性を確保する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

4.補助金

校舎等の耐震診断を実施し、必要に応じて補強設計・補強工事を行い、学校施設の安全性確保と校舎等の保全を図る。

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業類型

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

安全・安心な学校づくり交付金交付要綱、義務教育諸学校等の
施設費の国庫負担等に関する法律、地方財政法

根拠法令

実施方法

妥当性

耐震補強事業（中学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19202001 － 000
耐震補強事業（中学校）

事業開始年度

事業概要

1.全部直営

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　平成７年度）

2.一部委託

左記として判断した根拠６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

　　有 　　無・

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

特定財源

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

施設の安全性が確保されており、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

耐震診断・補強実施設計については業務委託を行っている。その他の事務
については業務委託にはなじまない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

ア

ウ

左記として判断した根拠

根拠

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

施設の耐震化は他部署においても実施しているが、学校は施設数が多く、ま
た学校との調整や耐震化以外の工事等との調整も必要となるため、事業統
合を行っても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

　継　続

点検後の
方向性

見直し内容
学校施設の耐震化は喫緊の課題であるため、今後も重点項目として事業を継続し平成２４年度末に耐震化を完了させる。事業の実施に
あたっては、複数の工事を１つの契約にまとめるなどコストの削減に努める。

キ

ク

⇒
　終　了

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託

ク

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
事業計画どおり、平成22年度より改築工事に着手し、平成2４年度には改築校舎の供用開始予定とする。
安全対策等に留意しつつ、業務を進める。

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

点検後の
方向性

ア

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立中学校の増改築事業については他局課所管では行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

効率性

有効性

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

－ 000

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

中学校校舎増改築事業

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード

平成１３年５月１日以後（　平成２０年度）

2.一部委託 4.補助金

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

　　有

19202501

実施方法

中学校校舎増改築事業

事務事業名

事業名

1.全部直営

メルクマール

事業類型 県との見直し協議が必要な事業（B) 根拠法令

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

左記として判断した根拠

根拠特定財源
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
安全・安心な学校づくり交付金交付要綱、地方財政法

妥当性

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

耐震補強での改修が困難な中学校校舎の改築事業。
与野西中学校の特別教室棟が、耐震診断の結果、補強不可能と判定されたため、校舎の改築事業を実施する。

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により耐震改修の努力義務が課
せられている。耐震性の低い建物であり児童・教職員等の安全確保及び災
害時に避難場所となる施設整備は市民に必要な事業である。

左記として判断した根拠

補強困難な危険建物の解消は、設置者であるさいたま市が実施すべき事業
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　無・

ク

⇒ ク

改築により耐震性を確保するとともに、バリアフリー化・環境等に配慮した施
設整備が実現できる。

左記として判断した根拠

施設整備の長期計画作成作業においては他局課との調整等や市の長期的
視点が必要でありこれ以上の委託は難しい。

　事務改善

国の施設整備指針の水準を満たすよう設計を行っている。また他の関東地方
指定都市と同様、増改築事業を行う際、可能な範囲で太陽光等エコに配慮し
ているが過度な設備投資は行っておらず同レベル程度である。

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小 　拡　大

　終　了

　継　続

オ

カ

キ

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　縮　小

　統廃合

法令により、学校の管理及び経費は設置者が負担することとされているため、
設置者である本市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

全普通教室への空調機の設置は他の関東地方指定都市では川崎市のみで
行なわれている。

有効性

近年の地球温暖化による夏季の著しい気温の上昇の中、良好な教育環境を
整備することは必要である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

4.補助金

　本市においては、良好な学習環境を保つことにより、生徒の集中力の向上等を目的として、全普通普通に空調機を設置している。費
用の平準化を図る為１０年間のリース契約となっており、現在はその支払いと保守業務等の維持管理を実施し、また、学級が増加した
中学校に空調機を追加設置している。

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業類型

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

空調整備事業（中学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19204001 － 000
空調整備事業（中学校）

事業開始年度

事業概要

1.全部直営

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

2.一部委託

左記として判断した根拠６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

　　有 　　無・

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

平成１３年５月１日以後（　　平成１８　年度）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

特定財源

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

空調設置による教育的効果の数値化は困難であるが、夏季に冷房を行なうこ
とにより良好な学習環境を保つことができている。

左記として判断した根拠

現在委託している部分以外は、リース料の支払い、増加教室への空調施設
の設置など、委託にはなじまない事業である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

ア

ウ

左記として判断した根拠

根拠

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他で同様の事業は行なわれていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

　継　続

点検後の
方向性

見直し内容
本事業は、よりよい学習環境維持のため必要な事業であり、学級編制等への対応については既存設備の有効活用を図ることとし、事業
を継続する。

キ

ク

⇒
　終　了

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託

ク

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
学校施設の耐震化は喫緊の課題であるため、今後も重点項目として事業を継続し平成２４年度末に耐震化を完了させる。事業の実施に
あたっては、複数の工事を１つの契約にまとめるなどコストの削減に努める。

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

点検後の
方向性

ア

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

施設の耐震化は他部署においても実施しているが、学校は施設数が多く、ま
た学校との調整や耐震化以外の工事等との調整も必要となるため、事業統
合を行っても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

効率性

有効性

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

－ 000

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

耐震補強事業（高等学校）

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

2.一部委託 4.補助金

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

　　有

19402001

実施方法

耐震補強事業（高等学校）

事務事業名

事業名

1.全部直営

メルクマール

事業類型 県との見直し協議が必要な事業（B) 根拠法令

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市　　　　）・　　平成７年度）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

左記として判断した根拠

根拠特定財源 住宅・建築物安全ストック形成事業補助金交付要綱、地方財政法

妥当性

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

校舎等の耐震診断を実施し、必要に応じて補強設計・補強工事を行い、学校施設の安全性確保と校舎等の保全を図る。

高等学校施設は生徒が一日の大半を過ごす場であり、災害時には住民の避
難場所ともなるため、早急に耐震化を完了し安全性を確保する必要がある。

左記として判断した根拠

学校教育法第５条により、学校の管理及び経費は設置者が負担することとさ
れており、設置者である本市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　無・

ク

⇒ ク

施設の安全性が確保されており、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

耐震診断・補強実施設計については業務委託を行っている。その他の事務
については業務委託にはなじまない。

　事務改善

21年度末現在の市立高校の耐震化状況は、千葉市１３棟中9棟（約69%）、横
浜市40棟中29棟（約72％)、川崎市は24棟中17棟（70.8%）が耐震性有となっ
ており、本市（67.6%）は下回っている。なお相模原市は市立高校なし。

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小 　拡　大

　終　了

　継　続

オ

カ

キ

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

単独校調理場の整備は、児童・生徒により充実した食の指導を実施するとい
う市の方針に基づき取り組んでいる事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

すべての市立小・中学校に単独校調理場の整備を進めているのは本市のみ
である。

有効性

根拠

身近な給食を通して児童・生徒の食への意識を高め、きめ細やかな食の指
導を実施するために必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、
安全・安心な学校づくり交付金交付要綱、地方財政法

根拠法令

実施方法

妥当性

給食施設整備事業

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19581701 － 000
給食施設整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

各学校（地域）の特色を生かした給食の実施及び給食を活用したきめ細かい食の指導を充実させることを目的とし、学校給食センター
から給食の提供を受けている学校に単独校調理場（給食室）を整備する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

効率性

特定財源

見直し内容 市立小中学校全校においてより充実した食の指導を実施するため、今後、規模や設備について見直しを図りつつ、事業を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

単独校調理場の整備による教育的効果の数値化は困難であるが、整備済み
の学校における保護者を交えた会議等では高い満足度を得ている。

左記として判断した根拠

　移　管

イ

　廃止又は凍結

1.全部直営 2.一部委託

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校給食センターからの給食の提供を継続するという措置もあるが、既設の
センターの老朽化を考慮すると不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

施設の計画的な整備においては、他局課との調整等や市の長期的視点が必
要であり民間委託はこれ以上は困難である。

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・平成１２年度）

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
本事業は、法律により義務付けられた法定点検を含んでおり、また特別支援教育の多様なニーズに対応し、安全安心な施設を確保して
いくためにも計画的に修繕を行い、施設の維持管理に努める必要があることから継続とするが、一層の業務効率化、費用の縮減に努め
る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校施設は教育活動に合わせた維持管理が必要であり、他の市有施設との
一体的管理体制になじまない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　事務改善

　終　了

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19624501

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型 県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1632責任者

－ 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

施設等維持管理事業（特別支援学校）

施設等維持管理事業（特別支援学校）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

安全・安心な学校づくり交付金要綱、行政財産使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

問い合わせ先原　　修所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　）・　　　　　　　　　　　　年度）

3.全部委託

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

根拠法令に基づく法定点検及び維持管理業務、及び根拠法令はないが、良好で安全な施設の状況を保つために欠くことができない
維持管理業務。

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

4.補助金1.全部直営

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

他の関東地方指定都市においても、同様の水準の維持管理業務を行ってい
ると考える。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

法令により点検が義務付けられているもの及び根拠法令はないが、良好で安
全な施設の状況を保つために欠くことのできない事業。

左記として判断した根拠

県が実施すべき事業ではあるが、教育環境の向上を図るため設置したもので
あり、設置者の責務として市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⇒ ク

学校施設の良好で安全な状態を保つにはなくてはならない事業であり、費用
に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

保守点検業務など大部分は委託済み。

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　継　続

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

設置者であるさいたま市が校舎の維持管理の一環として実施すべき事業で
ある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の緑のカーテン実施校数は、横浜市0校、川崎市3校、千葉市0校、相
模原市0校であり、本市の実施校数（0校）は他の関東地方指定都市の平均
実施校数を下回っている。

有効性

根拠

ＣＯ２およびエネルギー費用の削減が見込める。
環境教育に利用し、子供たちの環境への意識を高めることは、省エネルギー
型社会構築の一助となる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

施設等維持管理事業（特別支援学校）

048-829-1632責任者 問い合わせ先原　　修

コード 19624501 － 002
緑のカーテン事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

緑のカーテンを導入することにより、室内の冷房使用が抑制され、結果としてＣＯ２を削減し環境への負荷を低減する。
また、生徒の環境教育の教材として利用する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

効率性

特定財源

見直し内容
地球温暖化対策や緑化の促進についての意識啓発にも有効であり、より効率的な実施方法等を検討しながら、事業計画どおりに継続
する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

教員と生徒が設置することでコストを抑えており、また、エネルギー削減、環境
教育への利用等様々な効果が望める。

左記として判断した根拠

　移　管

イ

　廃止又は凍結

1.全部直営 2.一部委託

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署で他の市有施設への緑のカーテン設置を行っており、統合
は可能であるが、事務量が移行するのみでコストダウンや効率化にはつなが
らないと判断する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

学校の教員、生徒が設置しているため、民間に委託するよりもコストを抑える
ことができることから、委託の可能性は極めて低い。

平成１３年５月１日以後（平成２２年度　　）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
学校施設の適正な維持管理は設置者である市の責務であり、老朽化した既存施設を安全かつ快適に長期にわたって利用するためには
事業の継続が必要である。事業の継続にあたり改善策として、限られた予算の範囲内での効率的な改修に努めることとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校施設以外の公共施設についても老朽化に伴う改修は行われているが、
事業を統合しても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　事務改善

　終　了

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19401001

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型 県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1632責任者

－ 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

各校営繕事業（高等学校）

各校営繕事業（高等学校）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方財政法

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

問い合わせ先原　　修所管部署 教育委員会事務局　学校施設課

2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市・大宮市　　　）・　　　　　　年度）

3.全部委託

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

良好な学習環境を確保するため、市立高等学校の老朽化にした校舎、体育館、プール等の改修事業等を行う。
※　校庭芝生化事業、太陽光発電設備設置事業は除く。

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

4.補助金1.全部直営

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

主として施設の老朽化に伴う改修工事であり、他の関東指定都市でも同様の
水準であると考える。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

生徒が安全かつ快適な環境で学習するために必要な学校施設の改修を行う
事業であり、市民のニーズは高い。

左記として判断した根拠

市立高等学校の管理は学校設置者である市の責務であり、生徒の安全・安
心に係る学校施設の改修を国や県、民間等に委託することは妥当ではない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⇒ ク

老朽化した学校施設を改築よりも低コストで実現可能な改修を行うことにより
長期利用を図る事業であり、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

本事業については、学校との連絡・調整や工事等、委託になじまない事業で
ある。

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　継　続

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

97



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立高等学校の管理運営については、市が実施すべき事業と考えます。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

市立高等学校については、千葉市、横浜市、川崎市が設置しております。

有効性

根拠

市立高等学校については、さいたま市立学校設置条例に基づき、設置され
ています。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

高等学校管理運営事業

048-829-1644責任者 問い合わせ先川本　明

コード 19340101 － 000
高等学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市立高等学校４校の入学料・授業料の管理等、事務局にて一元管理するもの

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 学校単独で管理しづらい事項等を一元化して処理することにより、事務の効率化、経費の節減を図ることができる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市立高等学校の管理運営にあたり、必要な費用と考えます。

左記として判断した根拠

市立高等学校の管理運営については、民間委託をする性格のものではない
と考えます。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高等学校４校それぞれで管理するよりも、本庁において一括管理するこ
とにより、経費の節減を図ることができます。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和１５年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　少子化傾向のなか、人口の流入が続く本市においては、今後も学校の新設に伴う通学区域の再編や学校の適正化に関連した特定地
域の設定等が想定され、地元の意見を受け審議する必要があるため。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19042501 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 学校教育法施行令第5条2項及び第6条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部学事課

通学区域検討事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

通学区域検討事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1644責任者 問い合わせ先川本　明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮･与野･浦和　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　           　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

　適正な通学区域の設定及び通学区域制度の弾力的運用による地域の要望に応じた、特定地域の設定などの対応を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部学事課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
学校教育法施行令第1条～第3条、第5条～第9条、第21条、第
25条

実施方法

妥当性

就学事務事業

048-829-1644責任者 問い合わせ先川本　明

コード 19045501 － 000
就学事務事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　入学・転学事務、指定校変更･区域外就学事務及び学齢簿の編成事務を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　法令により義務付けられている事務であり、住民基本台帳システムとの連動により各区役所・支所での手続きが完了し、個別に相談を
必要とする場合のほかはワンストップとなり保護者の負担を軽減できている。今後も円滑に業務が行われるように検討しつつ継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和･大宮･与野　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
外国人学校は私立学校振興助成法に基づく国の助成制度が適用されないため、学校運営や施設管理に係る経費について、保護者の
負担が大きい。この事業は、そうした保護者の負担を軽減するものであり、継続した実施が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

保護者に対する教育費支援として就学援助制度があるが、義務教育の円滑
な実施を図るため、原則として市立小中学校に在籍する児童生徒を対象とし
ており、各種学校に在籍する場合を対象としていない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19046001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

外国人学校就学補助事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

外国人学校就学補助事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1647責任者 問い合わせ先川本　明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、与野市）・　　　　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

外国人学校は私立学校振興助成法に基づく国の助成制度が適用されない
ため、学校運営や施設管理に係る経費について、保護者の負担が大きい。こ
の事業は、そうした保護者の負担を軽減するものである。

左記として判断した根拠

外国人学校に在籍する児童生徒の保護者の教育費負担を軽減する事業とし
ては、他の機関で実施しているものがない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

授業料として支払った経費を対象として補助を行うもので、保護者の教育費
負担を軽減している。

左記として判断した根拠

　事務改善

川崎市のみで同様の制度で実施している。

外国人学校に在籍する児童生徒の保護者へ補助金を交付し、経済的負担の軽減を図る。なお、この事業における外国人学校とは、
学校教育法第１３４条の規定に基づく許可を受けた各種学校のうち、義務教育相当年齢の児童生徒を教育するものをいう。
補助金の額…学齢児童１人につき年額２万円、学齢生徒１人につき年額４万円

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

(独)日本学生支援機構や埼玉県、各大学等において、奨学金や入学一時金
の貸付を実施している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

高校奨学金については、横浜市、川崎市、千葉市は給付で、相模原市は貸
付で実施している。大学奨学金については、川崎市のみが貸付で実施して
おり、横浜市は平成21年度から新規貸付の募集を停止している。

有効性

根拠

景気の低迷や雇用情勢の悪化により、家庭の経済的な理由により貸付を希
望する生徒・学生が年々増加しており、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例
さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例施行規則

根拠法令 教育基本法第４条第３項

実施方法

妥当性

入学準備金・奨学金貸付等事業

048-829-1647責任者 問い合わせ先川本　明

コード 19046501 － 001
入学準備金・奨学金貸付事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学ぶ意欲がありながら、経済的な理由で高校・大学への修学が困難な生徒・学生に対し、入学準備金又は奨学金を無利子で貸し付
ける。
入学準備金貸付額…高校２０万円以下、大学４０万円以下／奨学金貸付額…高校月額１万５千円、大学月額２万５千円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
景気の低迷や雇用情勢の悪化により、家庭の経済的な理由により貸付を希望する生徒・学生が年々増加している。高校授業料の無償
化が実施されても、入学金や教科書代、修学旅行費などの負担が大きい。また、(独)日本学生支援機構の奨学金だけでは学費を支払
えないなど、この事業に対する需要がつきることはなく、継続した実施が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

社会経済情勢の悪化により、貸付希望者が年々増加している。

左記として判断した根拠

金融機関と連携した方式（預託や利子補給）とすることで、事務負担の軽減と
コストの削減が可能と考える。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

経済情勢の悪化により回収がままならないケースが増えているが、口座振替
の勧奨、債権回収対策課との連携、法的措置の実施などにより、収入未済額
の圧縮に努めている。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

母子・寡婦福祉資金貸付制度と勤労者支援資金融資制度において教育資
金の貸付を行っているが、資格要件や審査基準が異なるため、これらの制度
を利用できない場合がある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
生計中心者を交通事故で失い、経済的に厳しい状況となった家庭の教育費負担を軽減するものであるが、制度の見直しを含めて継続
した事業の実施が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市で実施している事業に、当該事業と類似目的又は類似内容のものはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19046501 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

入学準備金・奨学金貸付等事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

交通遺児等奨学金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1647責任者 問い合わせ先川本　明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市　　　　　　　　　　）・　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

生計中心者を交通事故で失い、経済的に厳しい状況となった家庭の教育費
負担を軽減するものである。

左記として判断した根拠

埼玉県交通安全対策協議会における援護金の給付、(財)交通遺児育成基
金における育成給付金、(財)高速道路交流推進財団における修学資金の給
付など、他の機関において同様又は類似の事業を実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

月額２千円（年額２万４千円）の奨学金の給付であるが、交通遺児等を養育
する家庭の教育費負担を軽減している。

左記として判断した根拠

民間へ委託することによりコスト削減が図られる事業ではない。

　事務改善

横浜市は交通遺児見舞金事業を平成１７年度までで終了。川崎市は１人あ
たり月額３千円の災害遺児等福祉手当を支給。千葉市は１人あたり月額４千
５百円の交通遺児手当を支給。相模原市は同様の制度なし。

交通事故により両親のいずれかが死亡し、又は心身に著しい障害がある状態となった場合に、その遺児等を養育する保護者に対し、
遺児等１人あたり月額２千円の奨学金を支給する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校教育法第１９条において、市町村は、経済的な理由で子どもを就学させ
ることが困難な保護者に対し、必要な援助を与えなければならないとされてい
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

認定所得基準について、本市は生活保護基準の１．３倍としているが、横浜
市、川崎市、千葉市はいずれも１．０倍、相模原市は１．５倍としている。

有効性

根拠

経済的な理由で子どもを就学させることが困難な保護者へ必要な援助を行
い、義務教育の円滑な実施を図るものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律

根拠法令 学校教育法第１９条

実施方法

妥当性

教育扶助事業

048-829-1647責任者 問い合わせ先川本　明

コード
19123001
19183001

－
000
000教育扶助事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

経済的な理由で、小・中学校へ通う子どもの学用品の購入や給食費の支払いが困難な保護者に対し、それらの費用の一部を援助す
る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
経済情勢の悪化に伴い、経済的な理由により就学援助を必要する保護者が年々増加しているが、認定基準や支給内容の見直しを検討
し、継続した事業の実施が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

制度の周知徹底に努め、援助が必要な保護者に対し有効に利用していただ
いている。

左記として判断した根拠

民間へ委託することによりコスト削減が図られる事業ではない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

当該事業は保護者が子どもを就学させるための教育費の支援であり、養育費
を支援するための手当とは異なり、類似目的又は類似内容のものはない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　１３年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他部署においても庶務業務を行なっているが、人件費にかかるコストが少な
く、課内の業務を把握する必要もあることから、統合は業務の効率化につな
がらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 事務の遂行上必要なものであるが、運営上についても改善を図りながら継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

旅費や消耗品費の支出、庶務業務については、業務委託には馴染まない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

事務局を管理運営するとともに、他市の調査統計・広報等の情報交換及び連絡調整を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

事務局運営事業

048-829-1644責任者 問い合わせ先川本　明

コード 19042501 － 001
事務局運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学事課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

課の業務遂行にあたり必要となる事務のため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

旅費については、条例で定められている。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

課が管理運営するうえで、必要となる経費である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

政令指定都市との主管課長会議に出席するために必要であり、同レベルの
サービス水準である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　学校教育の水準の維持向上は、教職員の資質によるところが大きいことから、他業種へ優秀な人材が流出することを防ぐことが必要不
可欠であることからも一般の公務員と比較し、必要な優遇措置が講じられているところである。今後も人事委員会勧告や報告を尊重し、
適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

学校教育の水準の維持向上を図るためには、優秀な人材を確保することが
不可欠であることからも支出が必要な事業である。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

職員人件費（教員特別手当）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

職員人件費

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 01201001 － 018
職員人件費（教員特別手当）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
・学校職員の給与に関する条例第１２条の９
・学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育
職員の人材確保に関する特別措置法第３条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令等に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

教員特別手当の趣旨に則り、優秀な人材を確保し、学校教育の水準の維持
向上に資することを目的とし、支給額を設定したものである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

著しく危険、不快、不健康な業務や、その他困難な業務等に従事する職員に
対し、その勤務の特殊性に鑑み支出が必要な事業である。

左記として判断した根拠

　事務改善

特殊勤務手当の趣旨に則り、勤務の特殊性を考慮し、支給額を設定したもの
である。

職員人件費（特殊勤務手当）

市政の円滑な運営を図る上で必要な事業である。

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

法令等に基づき市が職員に対し労働の対価として支出している事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己所管部署 教職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費（特殊勤務手当）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
・学校職員の給与に関する条例第１０条
・学校職員の特殊勤務手当に関する条例第２条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01201001 － 019

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で、給与上特別な考慮を必要とし、かつその
特殊性を給料で考慮することが適当でないと認められるものに従事する職員に対し、その勤務の特殊性に応じて支給する手当であり、
職務給的性格を有するものである。今後も、国の動向等に注視し、適正かつ公平な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市教育委員会が任命権者となり、さいたま市立小・中・特別支援学校
の教員として採用するため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他政令市でも同様に実施している。

有効性

根拠

公平・公正･厳正に実施することにより、より良い教員を市内小・中・特別支援
学校に配置することができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

事務局運営事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19042701 － 001
教員採用選考試験事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

小・中・特別支援学校の教員の募集、広報活動を行うとともに教員採用選考試験を公平･公正・厳正に実施し、資質の高い教員を確
保する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

教員採用選考試験の募集内容、実施要項などを広く一般や大学に広報するため、パンフレット等の充実を図る。（ＤＶＤ作成、携帯サイト
の活用等）また、大学説明会の拡大、大学との連携を図り教員志願者向け講座等を開設するなどし、さらに質の高い教員を確保する。
（コラボしている大学）

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

さいたま市の学校教育を担う質の高い教員を安定的に確保することで学校教
育の充実に役立っている。

左記として判断した根拠

適性検査の判定及び実施要項の印刷等について民間委託を実施している。
また、面接試験員については一部民間人を起用している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

選考方法の違いがあるので、人事委員会との統合はできない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　平成１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

校長を対象にした研修を実施することで、校長の意識、対応力の向上を図
る。

左記として判断した根拠

法律に照らした適切な判断をもらうため、弁護士相談業務について委託して
いる。

　事務改善

県、他の政令市においては、弁護士等を含めた学校支援チームを作り、学校
における種々の問題に対応している。

学校で発生する種々の問題に対し、法律に照らした適切な判断を下して対応することを可能とし、円滑で速やかな解決を助けることに
より、学校と保護者や地域の方々との関係をよりよいものとする。

学校で発生する種々の問題に法律的に適切に判断・対応することができない
場合、学校運営に支障をきたすため。

左記として判断した根拠

弁護士等を含めた学校支援チームを作り、学校における種々の問題に対応
している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　平成２０年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事務局運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校法律問題解決支援事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

「学校運営の推進に資する取組の推進（教員の勤務負担軽減等）」実施（公募）要領

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19042701 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

即時即応が求められる学校現場で、速やかに問題解決をするため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
学校で発生する数々の問題に対し、法律に照らした適切な判断をし対応することにより、適切な学校運営を行うことができる。また、教職
員の負担を軽減し、学校を支援するために継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

庶務的な業務は各課にあるが、実情に応じて、各課ごとに運営するのが効率
的である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 教職員課の業務を運営していく上で必要な経費であるため、事務の効率化を図りながら継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

課の実情に応じ、適切に予算を執行することにより、効率的に課の運営がで
きている。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教職員課の各業務を円滑かつ適切に運営する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

事務局運営事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19042701 － 003
事務局運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

課の業務のための、庶務的な経費は市が負担するべきである。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

課の運営等に必要な経費である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

左記として判断した根拠

　事務改善

政令市移行時に埼玉県との申し合わせによる事業である。
教職員人事給与管理システムは市立小・中・特別支援学校の県費負担教職員の人事情報、給与情報を管理し、法改正や仕様変更
等に対応させるものである。

左記として判断した根拠

県費負担教職員の給与に関しては埼玉県の条例を適用しているので、埼玉
県と同じ制度のシステムを維持、管理している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事務局運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

教職員人事給与管理システム維持管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19042701 － 004

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
教職員人事給与管理システムを埼玉県の条例改正等制度変更に対応させるために委託費用が発生している。埼玉県で使用しているシ
ステムを借用してデータを管理していけば委託費用が削減できるので、システムの維持、管理について埼玉県と協議する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　１５　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

近郊・同規模の市と情報交換できる機会は他にはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
政令指定都市で組織する教育団体への加入は、情報交換等の場としては大変重要であり、学校経営の充実、学校管理職員等の資質
の向上には欠かせないため、効果を検証しながら引き続き事業を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

教育上の諸問題、教育事業の情報交換ができた。

左記として判断した根拠

市立小・中学校の校長、教頭等による組織のため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市立小・中学校の校長、教頭等が加入する政令指定都市で組織する教育団体を活性化し、また、本市校長会、教頭会等と他の教育
団体との交流を促すため、負担金を支出するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

教育団体等補助事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19044001 － 001
校長会等補助事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

校長が他市の先進的な取組に触れる機会を持つことは、学校運営において
大変貴重である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

校長、教頭等の職務に基づく組織のため、市が負担する。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校経営の充実、学校管理職員等の資質の向上のため必要である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各政令市加入している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ウ

個に応じたきめ細かな指導を展開することができ、学習効果が上がっている。

左記として判断した根拠

採用事務については、公平公正な観点から有能な人材を確保し、指導の充
実を図る必要があるため、職員が直接実施したほうが、よりよい効率性が保た
れる。

　事務改善

基礎学力の向上ときめ細かな指導の充実を図り、児童一人ひとりの理解や習
熟度に応じた学習を行うため、市独自にサポート臨時教員補助員を配置して
いる。

市立小学校における基礎学力の向上ときめ細かな指導の充実を図り、児童一人ひとりの理解や習熟度に応じた学習を行うため、少人
数指導サポート臨時教員補助員を配置する。

児童一人ひとりの理解や習熟の程度に応じた学習に対する市民（保護者）の
ニーズは高く、市民（保護者）に必要な事業である。

左記として判断した根拠

市立学校の運営上のことであることから、市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１４年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

小学校管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

少人数指導サポート事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

退職教員等人材活用事業費補助金交付要綱
労働保険の保険料の徴収等に関する法律

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19104001 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

職制に応じて統合できるものは、統合する。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
学校に配置されている臨時職員や非常勤職員の必要性を検証し、他課で配置されている臨時職員や非常勤職員と統合し、効率化を図
る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課で採用している臨時職員とは、職制が異なっている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 児童の読書活動や学習情報の収集・活用の支援など、費用対効果が充分に得られているため、引き続き事業を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

読書好きな子どもの割合が全国や大都市の平均よりも高くなっている。

左記として判断した根拠

学校図書館司書採用事務については、公平公正な観点から有能な人材を確
保し、指導の充実を図る必要があるため、職員が直接実施したほうが、よりよ
い効率性が保たれる。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

児童の読書活動を推進するため、読み聞かせや学習情報の収集・活用を支援し、学校図書館を計画的に活用した多様な指導の展
開を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

小学校管理運営事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19104001 － 002
学校図書館司書配置事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

労働保険の保険料の徴収等に関する法律

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

本市では、「子ども読書活動」を推進しており、学校図書館の一層の充実が
必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

学校教育の充実を図るためだが、法令により義務付けられているものではな
い。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立学校の運営上のことであることから、市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

「子ども読書活動」の充実のために、市独自に学校図書館司書を全校配置し
ている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

質の高い教員の育成、授業の質の維持に役立っている。

左記として判断した根拠

教員の配置について民間委託は不可能。

　事務改善

他の政令市においても同様の非常勤講師の配置がある。

市立小学校の教員が研修等により勤務できない場合に、非常勤講師や臨時職員を配置する。

初任者研修非常勤講師、妊娠体育代替非常勤講師、小学校体育専科常勤
講師等等、配置されないと子どもの授業に支障をきたすため。

左記として判断した根拠

欠員が生じないよう配置し、滞りなく授業を行うため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

小学校管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

非常勤講師等配置事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19104001 － 003

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他に教員配置の事業を実施している部署なし。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 市立小学校の教員が研修、病休、産休等により勤務できない場合に、非常勤講師や臨時職員を配置するため引き続き実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

平成１３年５月１日以後（平成１４年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

職制に応じて統合できるものは、統合する。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
学校に配置されている臨時職員や非常勤職員の必要性を検証し、他課で配置されている臨時職員や非常勤職員と統合し、効率化を図
る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

個に応じたきめ細かな指導を展開することができ、学習効果が上がっている。

左記として判断した根拠

採用事務については、公平公正な観点から有能な人材を確保し、指導の充
実を図る必要があるため、職員が直接実施したほうが、よりよい効率性が保た
れる。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市立中学校における基礎学力の向上ときめ細かな指導の充実を図り、生徒一人ひとりの理解や習熟度に応じた学習を行うため、少人
数指導サポート臨時教員補助員を配置する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

中学校管理運営事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19164001 － 001
少人数指導サポート事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

退職教員等人材活用事業費補助金交付要綱
労働保険の保険料の徴収等に関する法律

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

生徒一人ひとりの理解や習熟の程度に応じた学習に対する市民（保護者）の
ニーズは高く、市民（保護者）に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立学校の運営上のことであることから、市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

基礎学力の向上ときめ細かな指導の充実を図り、生徒一人ひとりの理解や習
熟度に応じた学習を行うため、市独自にサポート臨時教員補助員を配置して
いる。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

読書好きな生徒の割合が全国や大都市の平均よりも高くなっている。

左記として判断した根拠

学校図書館司書採用事務については、公平公正な観点から有能な人材を確
保し、指導の充実を図る必要があるため、職員が直接実施したほうが、よりよ
い効率性が保たれる。

　事務改善

「子ども読書活動」の充実のために、市独自に学校図書館司書を全校配置し
ている。

生徒の読書活動を推進するため、学習情報の収集・活用を支援し、学校図書館を計画的に活用した多様な指導の展開を図る。

本市では、「子ども読書活動」を推進しており、学校図書館の一層の充実が
必要である。

左記として判断した根拠

市立学校の運営上のことであることから、市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

学校教育の充実を図るためだが、法令により義務付けられているものではな
い。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

中学校管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校図書館司書配置事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

労働保険の保険料の徴収等に関する法律

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19164001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課で採用している臨時職員とは、職制が異なっている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 生徒の読書活動や学習情報の収集・活用の支援など、費用対効果が充分に得られているため、引き続き事業を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

欠員が生じないよう配置し、滞りなく授業を行うため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の政令市においても同様の非常勤講師の配置がある。

有効性

根拠

初任者研修非常勤講師、妊娠体育代替非常勤講師、中学校免許教科外担
任解消非常勤講師等、配置されないと生徒の授業に支障をきたすため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

中学校管理運営事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19164001 － 003
非常勤講師等配置事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市立中学校の教員が研修等により勤務できない場合に、非常勤講師や臨時職員を配置する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 市立中学校の教員が研修、病休、産休等により勤務できない場合に、非常勤講師や臨時職員を配置するため引き続き実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

質の高い教員の育成、授業の質の維持に役立っている。免許教科外解消非
常勤講師については、授業時数の少ない教科の県費教員を定数上配置でき
ない小規模校を対象適正な指導を確保するために必要な措置である。

左記として判断した根拠

教員の配置について民間委託は不可能。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他に教員配置の事業を実施している部署なし。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　平成１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
さいたま市幼児教育センターの研究実践園として付属幼稚園を運営するにあたり、他の私立幼稚園の状況をふまえ、保育のみならず相
談、研究活動の充実を図りながら臨時職員を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立幼稚園は市内に１園のみであるため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19303001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

労働保険の保険料の徴収等に関する法律

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

幼稚園管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

幼稚園管理運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

幼児教育センターの事業として、幼児教育の指標等を全家庭に配布する等
行っている。また、保護者に対して教育相談活動も行っており、その実践園と
しての付属幼稚園の運営に臨時職員の配置は不可欠であるため。

左記として判断した根拠

付属幼稚園は幼児教育の実践園としての位置付けであり、その運営は市が
実施すべきであり、臨時職員の配置が不可欠であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

保育だけではなく、広く教育相談や研究活動を行っているため。

左記として判断した根拠

民間（人材派遣等）でも可能かと思われるが、コスト削減は不可能であると思
われるため。（任用には免許状保有が条件となる。）

　事務改善

千葉市、川崎市、横浜市には市立幼稚園ないため。

さいたま市立幼児教育センター付属幼稚園において、教育活動の向上と充実した活動を行い、さらに研究活動を行うため臨時職員を
配置し運営にあたる。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

安定的で充実した学校運営を実施していくうえで、教職員の健康維持は必要
であり、そのための健康診断は市が実施するべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の政令市でも同様に実施している。

有効性

根拠

教職員の健康維持と疾病の早期発見のため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
労働安全衛生法第66条、学校保健安全法第15条、学校保健安
全法施行規則第12条、13条、14条

実施方法

妥当性

教職員健康診断事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19586001 － 000
教職員健康診断事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

法令に基づき定期健康診断、、ＶＤＴ業務特殊健康診断、重症心身障害者等介護従事者特殊健康診断（養護学校教職員対象）、胃
検診、教員採用前健康診断、有機溶剤・特定化学物質取扱者健康診断（法定）、Ｂ型肝炎予防接種（養護教諭対象）（法定外）等を
実施し、教職員の健康維持と疾病の早期発見を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
安定的で充実した学校運営を実施していくうえで、教職員の健康維持は必要であり。任命権者の責務として引き続き事業を実施してい
く。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

職員の健康の保持増進に寄与しているため。

左記として判断した根拠

専門機関でなければ実施不可能なため。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

教職員を対象とした健康診断であるため、統合は不可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
厚生制度を企画し実施する責任は、本来任命権者が負うところであり、。公立学校共済組合が実施する人間ドック等の健診事業に対し
て補助金を交付することにより、その責務を果たしている。また、県内他市町村との間に、職員の健康維持に対する取組に格差が生じる
ことの無いよう、引き続き事業を実施していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

法令に基づき教職員健康診断を実施しているが、それと比較して人間ドック
は、検査項目が多く高度で精度の高い検査が可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19044001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　教職員課

教育団体等補助事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

公立学校共済組合補助事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　15　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

職員の健康保持のために実施している事業だが、法律で義務付けられてい
るものではない。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

教員が児童・生徒及び保護者に対し、教育活動を円滑かつ効率的に推進す
るためには、教員自身の健康保持が重要である。

左記として判断した根拠

地方公共団体は、職員の保健、元気回復、その他厚生に関する事項につい
て実施しなければならない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

教員の健康が保たれることにより、円滑かつ効率的な学校運営がなされてい
る。

左記として判断した根拠

　事務改善

他市では、市の互助会による人間ドックを受診している。

さいたま市立学校の教職員が加入する、公立学校共済組合埼玉支部に負担金を支出するもの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立高等学校の設置者はさいたま市である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各政令市における市立高等学校の教育実践は、専門高校などもあり多様で
ある。

有効性

根拠

市立高等学校の教育活動の充実のため、非常勤講師の配置は必要。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　教職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

高等学校管理運営事業

048-829-1650責任者 問い合わせ先宮田　正己

コード 19241001 － 000
高等学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市立高等学校に、学校の特色を生かしつつ、生徒の興味、関心、能力に応じた学習を行うため、非常勤講師を配置する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
高い専門性が求められる高等学校においては、専任の教員だけで教科指導や部活動指導を行うことは難しい状況にある。今後も、生徒
の興味・関心・能力に応じて、将来の目標に合わせて自ら選択できる教育課程を編成するため、引き続き実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

入試において他の県立高校と比較して高い志願倍率となっており、学校教育
全般に係る生徒の満足度も88.1%と高い。費用対効果を満たしていると考え
る。

左記として判断した根拠

公立高等学校非常勤講師の民間委託は他に実施例がないと考える。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高等学校における非常勤講師の配置に係る類似事業は見当たらない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

埼玉県では、「逆上がり調査」及び「縄跳びチャレンジ」を実施している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東の政令市では、各市の実態に応じた体力向上事業を実施しているが、
「なわとび」「逆上がり」の２つに特化しての推進は、本市独自のものである。

有効性

根拠

運動する場や空間、遊ぶ仲間が希薄とされ、運動習慣が少なくなっている状
況から、身近な運動を通して子どもの体力の向上を図ることは必要性の高い
事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 003
なわとび・逆上がりプロジェクト

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

各学校におけるなわとびや鉄棒（逆上がり）の取組を推進し、児童一人ひとりが運動に親しむ習慣をはぐくみ、体力の向上を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 長なわ８の字跳びへの参加グループの増加や逆上がり成就率の向上を目指し、今後も効果的に推進していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

児童一人ひとりが運動に親しむ習慣を身に付け、体力向力が図られることが
期待される。

左記として判断した根拠

小学校での取組を中心に推進していくため、民間委託は不可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　22年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
体育授業サポーター、理科支援員、学習支援ボランティア、自然の教室補助員、日本語指導員及び教職員課と指導２課の臨時職員や
非常勤職員と統合し、効率化を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19060501 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

業務委託契約書

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

理科支援員配置事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　２１年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

平成２１年度に理科支援員を配置した市立小学校１０２校のうち、本事業につ
いて「とてもよかった」と回答する学校が７５校、「よかった」と回答する学校が２
４校あり、全体で９７％の学校が本事業の効果を評価している。

左記として判断した根拠

埼玉県でも実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ウ

児童の学習意欲の向上、一層の安全確保等の効果が認められた。

左記として判断した根拠

事業の性格上、民間委託は難しい。

　事務改善

他の政令市でも実施指定している。

小学校の理科の授業における観察、実験の時間を十分に確保し、一人ひとりの興味・関心や習熟の程度に応じた支援を図るなどし
て、理科教育の一層の充実を図るため、小学校５・６年生の理科の授業において、授業の準備や学習指導の補助などを行う理科支援
員を配置する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
学校教育法４２条・４３条及び学校教育法施行規則６６条・６７
条・６８条

実施方法

妥当性

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード １9060501 － 005
学校評価システム推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

各学校が、自校の教育活動その他の学校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るとともに評価結
果を広く保護者等に公表していく。
教育委員会では、結果を取りまとめ関係各課に情報提供するとともに、学校への訪問の際に活用している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 自己評価については、学校教育法及び学校教育法施行規則によりその実施、公表が義務付けられている。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（１９年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
学校の教育活動を充実させるために、学校図書館司書等の研修会を通してネットワーク便で運搬する本の冊数を増やすなど、学校図書
館教育の充実に努め、児童生徒の読書活動を一層支援していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部署で類似の事業をやっていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード １9060501 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校図書館の充実事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　平成１９年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

資源共有ネットワークをより有効に活用するためには、市立小・中学校全校で
の連絡会が必要である。

左記として判断した根拠

さいたま市独自の取組。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

市立小・中学校での実践が充実しており、情報交換することで、有効な手立
てが共有されている。

左記として判断した根拠

図書運搬業務を民間に委託している。

　事務改善

関東指定都市において、「学校図書館資源共有ネットワークシステム」はな
い。

心豊かでたくましい児童生徒を育成するため、市立図書館と各学校の図書館を結ぶネットワーク便を運行し、学校図書館を学習・情
報センター及び読書センターとして計画的・積極的に活用する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

埼玉県で実施

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

川崎市、千葉市で大学生などの学習支援ボランティアをやっているが、他の
政令市では実施していない。

有効性

根拠

小・中・特別支援学校の児童生徒に、きめ細かい個別指導、支援等を行うた
め。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 007
大学連携コラボレーション推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

大学と連携し、学生による児童生徒への学習支援などの教育ボランティア活動や、大学教授等を講師とした教育研修会、学生への
キャリア教育等を実施し、教員の資質の向上と学校教育の充実を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 学習支援ボランティアについては他のボランティアとの統合等の改善を図り、大学との連携を一層推進する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市立幼・小・中・特別支援学校１６１校中１３０校から２３５名の希望があり、学
校における期待が高い。

左記として判断した根拠

事業の性格上、民間委託は難しい。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

小学校体育授業サポーター・理科支援員
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 児童の好奇心の向上、望ましい職業観の育成に効果が認められるため、小学校から幼稚園・中・特別支援学校へも派遣を拡大する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

・「自分発見！」チャレンジさいたまがあるが、さいたま市にゆかりのある、文化
芸術及びスポーツの分野でのトップアスリートが、学校に講師として来てくれ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19060501 － 008

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

夢工房　未来くる先生　ふれ愛推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　21年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

子どもたちの好奇心を伸ばすとともに、市への愛着を深めさせたり、キャリア
教育の一環として、望ましい勤労観や職業観を育成するため。

左記として判断した根拠

市にゆかりのある講師を派遣することにより、児童生徒の市に対する愛着を深
めることができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

児童の好奇心の向上、望ましい職業観の育成に効果が認められる。

左記として判断した根拠

市への愛着を深め、経費を節減して実施するためには、派遣会社等での実
施は難しい。

　事務改善

市独自に市立小学校全校に講師を派遣している。

子どもたちの好奇心を伸ばし、市への愛着を深め、キャリア教育の一環として、望ましい勤労観や職業観を育成するため、文化・芸術
及びスポーツの分野におけるトップレベルの実績をもつ講師を派遣する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

児童生徒の教科書については、国が無償措置をしているが、教師用の教科
書及び指導書は市で予算措置を行う必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東地方の政令市においても、教科書及び教師用指導書の配布を実施して
いる。

有効性

根拠

学校教育法第３４条により、「教科書を使用しなければならない。」と規定され
ている。また、指導の充実のため、教師用の教科書及び指導書は必須であ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会科副読本有償頒布

根拠法令

実施方法

妥当性

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 010
学習指導要領改訂に伴う整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

小中学校が適切な教育課程の編成・実施ができるようにするとともに、新学習指導要領の趣旨を徹底するため各種資料を作成し、適
切な教育課程の編成と実施を推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 平成２３年度は小学校用教科書採択に伴い学校で使う指導書や教材をすべて入れ替える必要があるため、事業を拡大する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

さいたま市小・中学校教育課程編成要領を全小・中・特別支援学校に配布す
るとともに、全小・中学校の教諭が教育課程説明会に参加することで、各学校
の教育課程の編成を支援している。

左記として判断した根拠

取りまとめは教育委員会が行うが、教科書と教師用指導書の配布について
は、教科書供給所及び教科書取次ぎ書店が行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　２０年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 プランの効果を検証し、事業のより効果的な実施方法を研究していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市内の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19060501 － 009

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学びの向上さいたまプラン推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（18年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

今般の学力向上を望む社会情勢から、市民（児童生徒）の確かな学力の向
上に対するニーズは高く、市民に必要な事業である。

左記として判断した根拠

市民（児童生徒）の実態等に即した学力向上の事業を展開できる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

事業の周知を図るための配布物等を職員が自ら作成することにより、最小の
費用で最大の効果を生み出している。

左記として判断した根拠

事業の周知を図るための配布物等を職員が自ら作成したほうがコストが安く、
効率もよい。

　事務改善

関東地方の４つの指定都市においては、各都市の実態等に即した事業を展
開している。

児童生徒の確かな学力の向上を目指した「知」に関する教育のプラン「学びの向上さいたまプラン」を策定し、「指導内容・方法の工夫
改善」「教員の指導力の向上」「教育条件・教育環境の整備」を柱とした様々な施策を展開している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校教育の一環として開催する大会であるため、類似事業との統合は不可
能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 より一層安全な大会運営と、児童生徒の意欲的な参加が図られるよう工夫していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

生徒の運動意欲や体力・技能の向上が図られている。

左記として判断した根拠

事業の性格上、民間委託は難しい。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

生徒の全国大会や関東大会の出場支援や、競技大会の安全で円滑な運営を実施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

各種競技大会事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 195465 － 000
各種競技大会事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

児童・生徒の体力向上、スポーツ振興を図る上で必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校教育の一環として開催する大会であるため、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても同様の事業を行っている

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

児童生徒の運動意欲や体力・技能の向上が図られている。

左記として判断した根拠

事業の性格上、民間委託は難しい。

　事務改善

関東指定都市でも実施している。

小学校体育・中学校体育の振興と児童生徒の体力向上を図るため、さいたま市小学校体育連盟・中学校体育連盟と連携し、事業を
実施する。

児童生徒の体力向上、教職員の指導力向上、スポーツ振興を図る上で必要
である。

左記として判断した根拠

さいたま市立小・中学校に勤務する教職員の指導力向上、在学する児童生
徒の体力向上のための事業である

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

事業を運営していく上で、体育連盟と連携していくことは必要である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

生涯スポーツ振興事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

生涯スポーツ振興事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 195438 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

教職員の指導力向上は、学校教育推進事業と統合が可能である。また、学
校教育の一環として開催する大会は、各種大会事業と統合が可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 体育連盟と連携の方法を改善しながら、事業を推進していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

指導２課では、特別支援教育に関する研究委嘱を行っている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
成果を共有することにより、学校の教育活動の充実を図るため、指導２課の特別支援教育研究等とあわせて効率的な運営に向けて統合
を検討していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

教師の指導力の向上、学校教育の充実に効果が認められる。

左記として判断した根拠

事業に性格上、民間委託は難しい。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校教育の一層の充実を図るために必要な研究の委嘱及び教職員研修等を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

研究奨励・研究委嘱事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19063501 － 000
研究奨励・研究委嘱事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
教育公務員特例法　第２１条及び２項。地方教育行政の組織及
び運営に関する法律　第２３条８項。

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

さいたま市立小・中・特別支援学校において、教職員の資質の向上と教育活
動の充実を図るためには、必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国や県が実施しているが、本市の学校教育の充実を図るために必要な事業
である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東地方の他の政令指定都市においても、同様の事業を実施している

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ウ

豊な自然の中で活動するjことで、心身ともに健全な児童生徒の育成に効果
が認められる。

左記として判断した根拠

舘岩自然の家、教育委員会指導１課、各小・中学校、文部科学省等と関連機
関と連携し、実施することが必要である。

　事務改善

他の政令市でも実施している。

豊な自然環境の中で、心身ともに健全な児童生徒の育成を図る事業である。

学習指導要領に記載された教育目的達成と保護者のニーズに応えるべく必
要な事業である。

左記として判断した根拠

学習指導要領に示された自然体験活動の充実のため、さいたま市独自の学
習活動を展開するため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・Ｓ４８　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

少年自然の教室推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

少年自然の教室推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19067501 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部署では、類似の事業をやっていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
舘岩少年自然の家の施設拡充等を通して、関係各課で分担している事務内容を見直し、効率的な実施の観点から事務の統廃合を検討
していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

本事業は、経費の一部を参加者の自己負担により、実施している。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、中学生の海外派遣事業に類似するものは行っていな
い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 生徒一人ひとりに目的意識をもたせるように活動内容を工夫し、国際交流親善が一層充実するようにする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

英語学習や国際理解への興味・関心の向上、国際交流及び国際親善の充
実に効果が認められる。

左記として判断した根拠

本事業に係る旅行手続きに関する業務については、民間委託を実施してい
る。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市立中学校生徒を海外の姉妹都市に派遣し、英語学習や国際理解への興味・関心を高め、国際交流及び国際親善の一層
の充実を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

生徒海外交流事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19066001 － 000
中学校国際交流事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

国際性豊かな人材の育成をねらいとする本事業は、学校や保護者、地域の
ニーズと時代の要請をとらえ、未来を見据えた事業と考えられる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

全市立中学校との連携を図り実施している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

指定都市でも事業を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ウ

帰国・外国人児童生徒の日本語指導等に効果が認められる。

左記として判断した根拠

各学校の国際教育を推進するためには、教育委員会の指導主事による研修
会が必要である。

　事務改善

市によっては、バイリンガルの指導員を派遣しているところもあるが、さいたま
市では、児童生徒の母語に対応した指導員の派遣は行っていない。

さいたま市立小・中学校に在籍する、日本語活用能力又は生活習慣に困難を伴うおそれがある帰国・外国人児童生徒に対し、日本
語指導員を派遣し、日本語指導等を行う。

さいたま市立小・中・特別支援学校の国際教育を推進するために必要な事業
である。

左記として判断した根拠

さいたま市における帰国・外国人児童生徒は年々増加していることから、各学
校において日本語指導をはじめとする国際教育を推進することが必要であ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

国際理解教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

日本語指導員派遣事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19066301 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市内の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
体育授業サポーター、理科支援員、学習支援ボランティア、自然の教室補助員、日本語指導員及び教職員課と指導２課の臨時職員や
非常勤職員と統合し、効率化を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　平成１７年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 国際教育主任研修会や姉妹校等交流の効果的な実施方法を検討し、さいたま市の国際教育の一層の充実・推進を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

研修会の実施により、国際教育主任に具体的な方法が周知され、各校での
国際教育・国際交流の活性化が認められた。

左記として判断した根拠

姉妹校等交流を継続して実施してきた学校もあり、これまでの交流関係を維
持しつつ事業を継続するには、民間に委託することは難しい。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市立小・中・特別支援学校の国際教育主任を対象とする研修会を実施するとともに、各学校の国際教育、姉妹校等交流を支
援し、さいたま市立小・中・特別支援学校における国際教育、国際交流等の充実を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

国際理解教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19066301 － 002
国際教育主任研修等推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

さいたま市の国際教育、国際交流の充実に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

さいたま市の国際教育、国際交流の充実に必要な事業である。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市の国際教育、国際交流の充実に必要な事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市では、国際理解主任研修会や国際教育に関する会議などを
実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

児童生徒・保護者・教師に対するアンケート調査の中で、本事業に対する評
価が高く、有効であるとの意見が多い。

左記として判断した根拠

さいたま市小・中一貫「英会話」は、さいたま市独自のカリキュラムのため民間
委託はなじまない。

　事務改善

英会話講師（JAT)の派遣は、他の関東指定都市では実施していない。

国際社会をたくましく豊かに生きる児童生徒の育成を目指し、小学校第５学年から中学校第３学年まで５年間を見据えた小・中一貫の
カリキュラムに基づいて、児童生徒の『英語によるコミュニケーション力」の育成を目指す。

さいたま市立小・中学校における児童生徒の「英語によるコミュニケーション
力」の育成を推進するために必要な事業である。

左記として判断した根拠

国や県では同様の事業を実施しておらず、「英語によるコミュニケーション力」
の育成のためには、市が独自に実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成22年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

英語教育充実推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

さいたま市小・中一貫「英会話」推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

雇用保険法

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19066501 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市内の他の部署で類似の事業は実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
外国人指導助手（ALT）、英会話講師（JAT）と連携して事業を行うことにより、効果的な実践がなされている。独自カリキュラムを研究し、
英語によるコミュニケーション力の育成に一層努めていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

138



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成22年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

保育料を検討していく。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

研究実践園は市内１園のみである。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 他市の保育料を研究しながら、付属幼稚園の運営面での円滑化を図り、教育活動を一層充実させる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

研究実践園として実施した調査研究や研修会は、幼児教育の振興に効果が
認められる。

左記として判断した根拠

本市の幼児教育に係る課題について研究実践するとともに、さいたま市学校
教育ビジョンの具現化を図るために、民間委託はなじまない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

幼児教育センター付属幼稚園の運営を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

幼稚園管理運営事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19303501 － 000
幼稚園管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市立幼児教育センター及び付属幼稚園条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

幼児教育の研究実践園として、さいたま市の私立幼稚園を含め、幼児教育の
振興には必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

民間の私立幼稚園はあるが、さいたま市独自の学校教育ビジョンの実現や幼
児教育の在り方についての研究実践を行うために必要である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

川崎市と相模原市のみ公立幼稚園がある。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ イ

研修会を実施することで、保幼小の円滑な接続に効果が認められる。

左記として判断した根拠

研究事業については、本市で実践している幼稚園等の教諭が取り組むことが
妥当であるため

　事務改善

他市等での実施がないため

幼児の家庭教育のための相談や幼児教育のための研修及び講座、調査及び研究を実施し、幼児教育の振興を図る。

今般の核家族化の振興による家庭教育の支援の必要性の視点から、市民の
幼児教育学級に対するニーズは高い。

左記として判断した根拠

幼児の家庭教育のための相談や幼児教育のための研修及び講座、調査及
び研究を実施し、幼児教育の振興を図るために必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

保幼小連携の在り方について研修の一部が、市立保育園保育士、市立小学
校教諭である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮市　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

幼稚園振興事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

幼稚園振興事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市幼児教育センター及び付属幼稚園条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19322001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業は行っていない
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 幼児教育の振興の充実を推進していくが、幼児教育相談事業については縮小を前提に見直す。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

地域の環境を教材化した環境学習資料は他にはなく、環境教育に必要な
資料を市が独自に作成することは必要である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても、学校環境緑化コンクールに参加している。

有効性

根拠

身近な地域を調べる活動を通して、家庭や地域との連携を深め、地域に根
ざし、地域から広がる環境教育を推進することは必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市リサイクル基金条例

根拠法令

実施方法

妥当性

環境教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19067001 － 000
環境教育推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

自然、社会及び人間に対する豊かな感受性をもち、よりよい環境づくりや環境保全に主体的な行動がとれる児童生徒の育成を図る
ため、学校や地域などの身近な環境を把握し、自然や地域社会との触れ合いを大切にしながら環境教育を積極的に推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 他部局等との連携を深め、より効果的な実施方法について研究していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

さいたま市立のすべての小・中学校に本資料を配付し、活用を図っている。

左記として判断した根拠

各学校の実態を把握する必要があり、民間委託すると趣旨を踏まえた事業
の実施ができない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他局において類似の事業を実施しているため、統合について研究していく。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ア

左記として判断した根拠

　事務改善

次代の日本を担う青少年を育成する教職員に、国際的視野に立った識見及び教職に対する誇りと自覚を高めさせることを目的として
設立された「井原氏教育振興基金」と「武井武氏教育振興基金」を、三市合併の際にさいたま市教育振興基金とし、この基金を基に教
員を海外に派遣する。

積立金としては必要ない。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

教育振興基金積立金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

教育振興基金積立金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市教育振興基金条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19066801 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 本基金について、他の基金に統合又は廃止を検討していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

部活動指導員については、県中学校スポーツエキスパート活用事業が認め
られないので、本事業のみである。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
体育授業サポーター、理科支援員、学習支援ボランティア、自然の教室補助員、日本語指導員及び教職員課と指導２課の臨時職員や
非常勤職員と統合し、効率化を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

部活動指導員を派遣することで、生徒の部活動への意欲や実技の向上が図
られている。

左記として判断した根拠

部活動指導員の選定については、地域の人材から各学校の校長が行い、よ
り学校教育に対しての理解と協力が必要となるため、民間委託は難しい。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

専門的指導力を備えた「部活動指導員」を派遣し、部活動の充実と振興を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 001
部活動指導員配置事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

部活動指導員については、各学校の要望が多く、昨年度は市立小・中・高等
学校に２５９名の指導員を派遣した。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

部活動指導員については、昨年度までは県中学校スポーツエキスパート活
用事業を活用したが、今年度はさいたま市への活用が認められなかった。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の政令市でも同様の事業を行っている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

143



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ウ

各学校から、児童の運動意欲の向上、運動時間・安全の確保等、体育授業
の活性化に結びついているとの報告も数多く届いており、配置要望も多い。

左記として判断した根拠

民間に委託するとコストが高くなる。

　事務改善

関東指定都市すべてで実施されている。

教員の指示のもと、体育実技の示範等を行い、体育授業の活性化と本市児童の体力向上を図る。配置を希望する学校に、予算の範
囲内において配置する。派遣については1日5時間、週１～5回の範囲とする。本年度より臨時職員として、直接雇用とした。

各学校から、児童の運動意欲の向上、運動時間・安全の確保等、体育授業
の活性化に結びついているとの報告も数多く届いており、配置要望も多い。

左記として判断した根拠

市の重点施策である「なわとび・逆上がりプロジェクト」の達成に向けて必要な
事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　１９　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

小学校体育授業サポーター配置事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19060501 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校への人的支援が多岐に渡って実施されているため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
体育授業サポーター、理科支援員、学習支援ボランティア、自然の教室補助員、日本語指導員及び教職員課と指導２課の臨時職員や
非常勤職員などと統合し、効率化を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

動物飼育をとおして、生命観を培い、責任と思いやりを養い、動物愛護の精
神を養うために必要な事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他政令市では実施していない。

有効性

根拠

動物飼育をとおして、生命観を培い、責任と思いやりを養い、動物愛護の精
神を養うために必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 011
学校飼育動物相談・巡回診察事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

適正な動物飼育環境整備等のため、学校飼育動物巡回診察や学校飼育動物飼育相談、学校飼育動物担当者研修会などを行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 関係諸団体等との連携強化により、一層効果的な実施を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

飼育環境が改善され、生命観を培うことや動物愛護の精神を養うことに効果
が認められる。

左記として判断した根拠

社団法人埼玉県獣医師会さいたま市支部と業務委託契約を締結した。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では類似事業をやっていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　大宮市　　　）・　　平成１０年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 各学校からの報告等を参考に、実施方法について研究を深め、見直しを進めていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立学校の教育活動として実施している事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19060501 － 012

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

音楽教育推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市・大宮市　　）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

学校教育の一環として実施するものであり、学校の設置者であるさいたま市
の責任である。

左記として判断した根拠

学校教育の一環として実施するものであり、学校の設置者であるさいたま市
の責任である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

市立学校すべての児童生徒が参加しており、児童生徒の豊かな情操教育を
はぐくむことに効果が認められる。

左記として判断した根拠

鑑賞教室については、教育活動の一環として実施されており、民間委託はな
じまない。

　事務改善

他の政令市では実施していない。

児童生徒の豊かな情操をはぐくむ等のため、小中合同音楽会や鑑賞教室、中学校吹奏楽部・小学校金管バンドの発表会などを実施
する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　２０　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署で、類似の事業はやっていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 小・中学校の理科教育に係る諸活動の充実を図るために効果的な物品を選択し、購入していくようにする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

各学校の実態に応じた備品が整備され、理科教育に係る諸活動の充実に効
果が認められる。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

理科教育振興法に基づき、小・中学校の理科教育に係る諸活動の充実を図るため、理科教育等設備整備費による備品を購入する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 013
理科教育設備等備品整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

理科教育振興法　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

理科教育に係る諸活動の充実に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

理科教育に係る諸活動の充実に必要な事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他政令市では実施していない。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

望ましい勤労観・職業観を育成することに効果が認められる。

左記として判断した根拠

事業の性格上、民間委託はなじまない。

　事務改善

各指定都市でも同様の事業が実施されている。

望ましい勤労観・職業観を育成するために中学生職場体験事業「未来（みら）くるワーク体験」の実施や、進路指導資料の作成などを
行う。

勤労観、職業観を育む事業である。

左記として判断した根拠

勤労観・職業観を育成するために必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　４市　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

キャリア教育推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19060501 － 014

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では類似の事業をやっていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 現在３～５日で実施している職場体験学習の事業の規模、方法及び安全について研究を進め、改善を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　４市　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 新学習指導要領に即して、児童・生徒指導要録等の表簿を作成し、各学校に配付していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校に備えるべき出席簿や児童・生徒指導要録等表簿を作成し、市立幼・小・中・特別支援学校に配付する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

学校教育推進事業

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 015
出席簿等表簿作成事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 学校教育法施行令３１条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

149



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

新体力テストの結果において、小学校低学年では数値が県平均よりも低いも
のの、義務教育９年間で県平均と同等又は上回っている。

左記として判断した根拠

集計業務を委託し、コスト削減を図っている。

　事務改善

他の政令市でも実施している。

新体力テスト集計、「さいたま市の学校体育」の作成を行い、活用することで、さいたま市の教科体育を充実させ、児童生徒の体力向
上を図る。

市立小・中・高等学校の体育主任の教員に、さいたま市立学校体育の目標
や課題を提示し、各学校の体育担当に内容の周知を図り、さいたま市の教科
体育の充実を期すために必要な事業である。

左記として判断した根拠

さいたま市立小・中・高等学校の設置者であるさいたま市は、実施する責任が
ある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

体力向上推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19060501 － 016

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

全市立小・中・高等学校の体育主任を対象にした研修会は、本事業のみで
ある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
新体力テストの集計結果の活用方法や市の体育指導方針を生かした授業について研究を深め、体力向上や安全管理に生かし、事業を
継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校教育の一環として実施される活動を支援するものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市において同様の事業を実施している。

有効性

根拠

人間性の豊かさや教養の増進を図るため必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

学校教育推進事業

048-829-1656責任者 問い合わせ先小林俊雄

コード 19060501 － 017
学校間文化・運動活動交流推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

文化部全国大会派遣補助や中学校演劇連盟活動支援等により、児童生徒の部活動及び学校間交流の充実を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 児童生徒の部活動及び学校間交流について研究を深め、交流活動の一層の充実を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

関東・全国大会に出場した学校の支援を行い、人間性の豊かさや教養の増
進を図る上で有効である。

左記として判断した根拠

保護者負担の軽減をするための事業である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校教育の一環として実施される活動を支援するものであり、類似事業との
統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　４市　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 事業全体を見直し、各事業のあり方について研究し、一層の充実を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立小・中・特別支援学校の児童生徒を対象とした市の美術展は、本事業の
みである。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19060501 － 018

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

学校教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

教科等学習指導支援事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1656責任者 問い合わせ先小林俊雄

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　４市　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

県児童生徒美術展さいたま市地区展については、児童生徒の表現活動に触
れる機会として重要な役割を果たしている。

左記として判断した根拠

学校教育の一環として実施するものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

県児童生徒美術展さいたま市地区展や硬筆展などを実施することで、教科
等学習の充実に効果が認められる。

左記として判断した根拠

県児童生徒美術展さいたま市地区展については、教育活動の一環として実
施されており、民間委託はなじまない。

　事務改善

特別活動指導用リーフレットは千葉市や相模原市では実施していない。

教科等学習の充実を図るため、県児童生徒美術展さいたま市地区展・硬筆展・発明創意くふう展の開催、道徳教育資料集・特別活動
指導用リーフレットの作成・配布などを行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

次代の学校教育を実施するうえで必要な事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各指定都市で実施されている。

有効性

根拠

次代の学校教育を実施するうえで必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　指導1課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

学校教育推進事業

048-829-1656責任者 問い合わせ先小林　俊雄

コード 19060501 － 019
教育実習受入事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育実習の円滑で効果的な実施を図るため、必要な支援を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 教育実習の受け入れ方法、実施方法について、各大学や関係課と連携を図りながら研究し、事務改善を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

教育実習連絡協議会など、大学関係者から高い評価を得ている。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　１９　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　４市　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

埼玉県においても同様の事業を実施しているが、県の事業はさいたま市の児
童生徒や保護者は対象になっていないため市で実施すべき事業。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市において、同様の事業を実施している。

有効性

根拠

平成21年度に教育相談室で受けた延べ相談件数は約17,500件となってい
る。保護者や教職員の教育相談室に対するニーズは高い。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

教育相談推進事業

048-829-1665責任者 問い合わせ先野口　　浩

コード 190680 － 001
教育相談・教育相談室運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内に在住・在学する幼児から高校生及びその保護者を対象として、学校（園）生活にかかわる様々な相談を受けている。学校と連
携しながら児童生徒への支援方法を教職員に助言している。面接相談、電話相談及び訪問相談を行っている。現在、市内に４つの
教育相談室を設置してる。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
教育相談員が受持つ相談件数は年々増加している。現状では、市立教育相談室の設置場所が、市北東部
（岩槻区）及び南東部（緑区）になく、今後、設置を検討していきたい。「しあわせ倍増プラン2009」にも位置付け
られており、拡大したい。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

平成21年度に教育相談室で受けた相談延べ回数は約17,500件となってい
る。保護者や教職員の教育相談室に対するニーズは高い。

左記として判断した根拠

保護者等に経済的な不安を感じることなく、いつでも気軽に相談できる体制
づくりは市が実施すべきことである。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立中学校内にさわやか相談室があるが、相談者の対象が違うために、統合
は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
不登校児童生徒は様々な課題を抱えており、相談と指導の一体化を図りつつ、個別に丁寧な指導・支援が必要である。また、適応指導
教室に入室する児童生徒も増加傾向にあるため、「しあわせ倍増ﾌﾟﾗﾝ2009」にも位置付けられているとおり、指導員等の拡大が必要であ
る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署において、類似の事業は実施されていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190680 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

教育相談推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

適応指導教室運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1665責任者 問い合わせ先野口　　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

平成２０年度の本市の不登校児童生徒数は１，２５５人となっている。不登校
児童生徒が学校に復帰するために、本人、保護者、学級担任の適応指導教
室の対するニーズは高い。

左記として判断した根拠

埼玉県内では、各市町単位で設置しているため、本市でも設置すべき教室
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

平成２２年度に適応指導教室に入室した多くの児童生徒が、指導員の丁寧
な指導のもと学校に行くことができるようになった。

左記として判断した根拠

不登校児童生徒の支援を行うためには、身近な地域に施設があることが必要
であり、市民に費用面の負担をかけずに民間に委託することは困難である。

　事務改善

関東指定都市においても同様の教室を設置している。

 　学校に登校することができない市内在住・在学の小・中学生で、教育相談室の相談を継続的に行い、適応指導教室に通うことで学
校に復帰する可能性が見込まれるものを対象に、個々のもつ悩みを適切に把握し、集団生活への適応力や社会性を回復し、学校に
登校することができるように支援を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

小・中学生保護者、学校の教職員などのニーズが高いため、実施すべき事
業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東指定都市においても同様の相談員を配置している。

有効性

根拠

小・中学生、保護者ともに相談件数が年々増加し、市民のニーズは高まって
いるため、市民にとって必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

教育相談推進事業

048-829-1665責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 190680 － 003
さわやか相談員配置事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

全市立中学校５７校に配置されたさわやか相談員が児童生徒または保護者等との相談に応じるとともに、学校、家庭及び地域と連携
し、健全な児童生徒の育成を図っている。さらに、校区内の小学校の要請にも応え、児童や保護者の相談にも応じている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
小・中学生、保護者ともに相談件数が年々増加し市民のニーズは高まっている。それに応えるため、「しあわせ倍増ﾌﾟﾗﾝ
2009」に基づき、さわやか相談員の人数を増員し、配置拡大する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

学校の中の相談員として児童生徒及び保護者が気軽に相談できるために必
要である。

左記として判断した根拠

児童生徒及び保護者との信頼関係の構築から相談活動がはじまるため、毎
年民間委託により相談員が変わることは相談活動に支障をきたす。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

スクールカウンセラーは資格、勤務日数、役割ともに異なるので、類似事業は
なし

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
不登校の改善を図るために需要が増加しているため、小学校の配置も工夫して継続する必要がある。「しあわ
せ倍増プラン2009」に位置づけられている事業である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

メルクマール

コード 190680 － 004

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

教育相談推進事業

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

左記として判断した根拠

根拠法令

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営

スクールカウンセラー等活用事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1665責任者 問い合わせ先野口　　浩

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

2.一部委託

事業概要

実施方法

事業類型

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】

妥当性

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

臨床心理に関して高度な専門的な知識・経験を有するスクールカウンセラー
が、児童生徒の心の問題への解決・解消に必要であり、児童生徒、保護者か
らの需要も増えている。

左記として判断した根拠

小・中学校の保護者及び教職員からの需要も増えているため市が実施すべ
き事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

学校の中の相談員として教職員及び保護者が気軽に、より専門的な立場か
らのカウンセリングや指導･助言を受けることができ、効果が上がっている。

左記として判断した根拠

臨床心理に関して高度な専門性が必要であり、継続したカウンセリングを行う
ためには、毎年民間委託により相談員が変わることは相談活動に支障をきた
す。

　事務改善

関東指定都市においても同様の事業を実施している。

 いじめ、不登校等の児童生徒の心の問題の重要性にかんがみ、教職員又は保護者への指導助言及び児童生徒のカウンセリングを
行い、健全な児童生徒の育成を図るため、臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有するスクールカウンセラー(臨床心理士）
を、全市立中学校（57校）に配置している。小学校については、スクールカウンセラー１人当たり1～2校を担当している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立の学校への支援が必要なこと、県も同様の事業があるが、対象外であ
る。地域にすぐに相談できる場があることでニーズに対応しやすい。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても同様の事業を実施している。

有効性

根拠

相談件数は年々増加して、市民のニーズも増している。発達障害等の理解・
啓発もすすみ、保護者や学校からのニーズも高まっている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

教育相談推進事業

048-829-1665責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 190680 － 005
教育相談推進事業（特別支援教育相談センター運営）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

発達障害を含む障害等により特別な教育的支援を要するさいたま市内の児童・生徒の教育に関する相談を行う。未就学児の就学や
発達に関わる面接相談や学校への訪問相談を継続的に行い、保護者や学校とともに個々の教育的な課題を見つけ、支援の方針を
立てる。また、課題に応じて、医療や福祉等の関係機関を紹介したり、ケース会議を行う等、連携して支援にあたる。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

相談ケースの増加により、相談員数の増加や相談室の新設を図ることで早期支援、継続した支援を充実させる
ことができる。平成24年開校予定の新設特別支援学校内に設置する相談センターの施設設備の充実、相談員
の確保、平成25年予定の現市立特別支援学校の整備に伴う、現相談センターの整備を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

継続的な保護者との相談、学校との相談を行っていくなかで、子どもが学校
生活に適応していくケースが増加している。学校も、特別支援教育相談セン
ターと連携しながら、子どもの特性の理解や支援体制が向上してきている。

左記として判断した根拠

保護者等に経済的な不安を感じることなく、いつでも気軽に相談できる体制
づくりは市が実施すべきことである。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特別支援教育に関わる相談に特化している相談室であり、統合は不可能で
ある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 高校教育の底上げを図り、質の高い特色ある学校をつくるとともに、さいたま市の将来を担う人材を育成するために必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190610 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第１項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

学校教育・中高一貫教育

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

市立高等学校将来構想検討

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-166３責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市立高等学校に質の高い特色を持たせ、教育力を向上させることで市民の
教育に対する期待に一層応えるため。

左記として判断した根拠

さいたま市が設置する学校であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

学校の教育力の向上は、市民サービスの向上に繋がる。

左記として判断した根拠

検討委員のメンバーに民間人を起用し、広い視点から将来構想を検討してい
る。

　事務改善

関東指定都市立の高等学校においても特色化が進められている。

・「特色ある学校づくり」計画案に基づき、各学校で将来構想を検討し、平成２４年度までにまとめる。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

159



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

負担金については、昭和４７年に埼玉県内全市町村長の賛同を得ている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

定時制高校及び通信制高校で学ぶ生徒のために必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 高等学校の定時制教育及び通信教育振興法第３条

実施方法

妥当性

学校教育・中高一貫教育

８２９－１６７１責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 190610 － 002
定通教育補助事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

県内約１万名の生徒が学ぶ定時制高校及び通信制高校を、魅力ある教育の場として充実させるための補助事業。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 負担金の効果的な活用と最大限の費用対効果が達成されるよう、振興会に要望しながら継続させる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

定時制及び通信制の高等学校の教育活動の充実に貢献している。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
さいたま市教育委員会が、独自に入学者選抜を実施することはコスト面から難しく、埼玉県教育委員会と合同で実施することで大幅なコ
スト削減を図っている。今後もより一層の効率化をはかりつつ継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190610 － 003

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 学校教育法施行規則第９０条第５項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

学校教育・中高一貫教育

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

高校入学者選抜事務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

８２９－１６７１責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

さいたま市立高等学校志願者の入学適性を測るために必要である。

左記として判断した根拠

県立学校を所管する埼玉県をはじめ、市立高等学校を持つ川口市、川越市
も実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

埼玉県教育委員会と合同で実施することで効率化を図り、コスト削減に結び
ついている。

左記として判断した根拠

　事務改善

市立高等学校を持つ横浜市、川崎市及び千葉市においても実施している。

さいたま市立高等学校入学者選抜に係る学力検査の実施事務。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市が設置者の学校であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市立の高等学校においても、同様の事業を実施している。

有効性

根拠

学校の教育力向上には、市民の高いニーズがある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第１項、第
５項、第６項

実施方法

妥当性

学校教育・中高一貫教育

８２９－１６７１責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 190610 － 004
授業力向上事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

公開授業と研究協議を活用し、教員の授業力を向上させる事業。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 教員の授業力向上は、生徒の学力向上に繋がる。内容や方法を吟味しながら継続させる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市立高等学校全体の教育力の向上に寄与するため。

左記として判断した根拠

教員の研修に、大学教授等を招聘しているため。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校の学習指導に関する事務は、教育委員会の職務権限であるため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　平成２０年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

162



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
現在でも人気の高い浦和中学校（平成２２年度選抜倍率１１．４倍）であるが、質の高い特色ある中高一貫教育校づくりを継続させること
で、市民のニーズに応えていく。また、浦和中学校で実践された教育の成果を、市内他の中学校に普及させることで、市全体の中学校
教育の向上を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

さいたま市立の中高一貫教育校は浦和中学校１校である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190610 － 005

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

学校教育法第71条
学校教育法施行規則第114条及び第115条
学校教育法施行規則第９０条第５項
さいたま市教育委員会事務局組織規則　第３条指導2課第19号

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

学校教育・中高一貫教育

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

中高一貫教育推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

８２９－１６７１責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

公教育の充実を図ることは、市教育行政の責務である。

左記として判断した根拠

さいたま市が設置する学校であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

浦和中学校で実践している教育活動の成果を、市内他中学校に提供してい
る。

左記として判断した根拠

教育活動の一部で民間人の講師を招聘し、実施している。

　事務改善

関東指定都市立の中高一貫教育教より、高い教育水準である。

さいたま市立浦和中学校の特色ある教育活動の実施及び入学者選抜適性検査の実施に係る事業。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

文部科学省でも地域や学校に対して研究委嘱を行っているが、市の特別支
援教育の状況や学校の実態に応じた研究委嘱を市が行う必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各自治体とも研究委嘱事業を行っている。

有効性

根拠

特別支援教育に関する教育体制、教育内容の充実に向けて研究委嘱し、教
育の質の向上を図る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　指導２課　

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

特別支援教育推進事業

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口浩

コード 190630 － 001
特別支援教育研究委嘱

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

特別支援教育推進に向けて、教育体制、教育方法について市内小中学校に研究を委嘱する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
成果を共有することにより、学校教育の充実を図るとともに、指導２課の研究奨励・研究委嘱事業等と併せて実施することを検討してい
く。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

研修成果を数値に表すことは困難であるが、研究成果を紙上発表や研究発
表回等を通して、多くの教諭や学校と共有することができ、効果的である。

左記として判断した根拠

市立学校における教育に関する研究であり、各学校がさいたま市及び自校の
実態に応じて課題を設定し、主体的に研究を推進するものであり、民間への
委託はそぐわない。。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立学校への研究委嘱については他課でも実施しており、統合することが可
能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
法令に基づく事業であり、事務の適正化を図りつつ特別支援学級に就学する児童生徒の保護者の経済的負担の軽減を図るため、継続
とする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

生活保護事業等の類似の事業があるが、国の定める要綱により補助対象が
限定されており、他の事業と統合することはできない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190630 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　指導２課　

特別支援教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

特別支援教育就学奨励費補助事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため
の事業であるため。

左記として判断した根拠

国が予算の範囲内において、経費の2分の１を負担し、市が実施する事業で
ある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者の経済的負担の軽減を図ること
ができている。

左記として判断した根拠

民間で本事業を実施することはできない。

　事務改善

国の定める要綱による事業であり、関東指定都市でも同様に事業を行ってい
る。

要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱を踏まえ、特別支援学級に在籍する児童生徒の保護
者の経済的負担を軽減するため、経費の一部を補助することで特別支援教育の普及奨励を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国や県、民間は実施していないので、上肢が不自由な児童生徒も音楽の授
業に参加できるよう市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他関東指定都市では実施していない。

有効性

根拠

上肢に障害のある児童生徒の音楽学習の機会を確保するために必要。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　指導２課　

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

特別支援教育推進事業

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口浩

コード 190630 － 003
改良笛貸与事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

上肢に障害があり、通常の縦笛等が使用できない児童生徒に対して、障害の状況に応じて改良を施した縦笛を必要な期間貸与す
る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
対象となる児童の増減等、また改良の内容によって要する費用が異なる。障害のある児童生徒の学習において必要性の高いものなので
拡大写本貸与を統合したうえで、継続して実施する。
平成１９年度　１件（８８，２００円）、平成２０年度０件、平成２１年度３件（７６，６５０円）

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

改良縦笛を貸与することにより、上肢に障害のある児童に音楽学習の機会を
補償することができる。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

拡大写本賃与事業と統合可能
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和区　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
視力等に障害のある児童生徒にとって必要な図書である。必要額については今後の状況に応じて検討する必要があるが、改良笛貸与
と統合して実施する。
平成１９年度０件、平成２０年度０件、平成２１年度１件（７，８００円）

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

改良縦笛貸与事業と統合可能
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190630 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　指導２課　

特別支援教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

拡大写本貸与

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

視力障害の児童生徒が学習活動を実施するのに必要な副読本を拡大した
図書である。

左記として判断した根拠

国や県、民間ではさいたま市民に対して副読本の拡大を実施していない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ウ

拡大写本の貸与により、視力に障害のある児童へ学習の支援になっている。

左記として判断した根拠

民間で行うことはない。

　事務改善

他関東指定都市では実施していない。

視力に障害がある児童生徒に対して、教科書以外の教材の拡大写本を貸与する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

特別支援教育の振興のために市の立場から補助するものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市では実施していないところがある。

有効性

根拠

特別支援教育推進にあたり、特別支援教育に関連する学校や団体に対して
振興を目的とした補助は必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　指導２課　

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

特別支援教育推進事業

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口浩

コード 190630 － 005
特別支援教育関係補助金等

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

特別支援学校等の特別支援教育推進に係る事業を補助するための負担金等である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
特別支援学校の負担金については、各学校の運営上の必要性もあり、こちらの判断のみで打ち切ることはできないが、平成２１年度新設
の上尾かしの木特別支援学校のように後援会費を求めない学校も出てきている。各学校とも協議の上、縮小する方向で検討していく必
要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

特別支援学校等に通う児童生徒に対するより充実した教育支援、教育環境
の実現を図ることができる。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特別支援学校等を補助する事業は本事業のほかには行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和、大宮）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

イ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
特別支援教育推進に向けて、障害の特性を理解し、多様な児童生徒の実態に応じた支援を具現化できる資質を高めるための人材育成
が必要とされている。特に教育委員会の指導主事、特別支援教育を推進する職員等については、専門性が要求されているため、研修の
効果を検証しながら継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

研修会への参加については他にも類似の事業があるが、特別支援教育対象
であるため、他事業とは統合することは不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190610 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部

学校教育・中高一貫教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

特別支援教育関係研修事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

特別支援教育の推進に向けて、研修会への参加や研修成果の共有化は必
要な事業である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

さいたま市の特別支援教育を推進する指導主事や教員の資質の向上を図る
ことで、さいたま市全体の特別支援教育の充実を図る。

左記として判断した根拠

市教育委員会及び特別支援教育指導者の養成・資質向上について市が実
施すべきことである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

研修会への参加を通して資質の向上が図られている。

左記として判断した根拠

　事務改善

他の関東指定都市も同様に研修等を推進している。

特別支援教育について国や各自治体の最新の情報や先進的な取組に関する研修に教育委員会の指導主事が参加し、その内容を
各学校へ広めたり、さいたま市立養護学校の研修の成果を市の特別支援教育推進に活かすことを通して、市全体の教員の特別支援
教育に係る資質の向上を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立小中学校の特別支援教育の充実を図るために市が実施すべき事業で
ある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各指定都市がそれぞれ、特別支援教育推進を図る事業を推進している。

有効性

根拠

児童生徒一人ひとりに対し、教育的ニーズに応じたきめ細やかな指導や支援
を行うことが求められており、各小中学校における特別支援教育推進体制の
充実は必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

特別支援教育を推進するために、特別支援コーディネーターの研修会を充
実させ、児童生徒への指導力の向上を図ることは必要な事業である。

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

特別支援教育推進事業

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 190630 － 007
学校支援事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

各学校の特別支援教育推進体制の充実を図り、一人ひとりの児童生徒に対し、きめ細やかな指導や支援を行うことにより、一層充実し
た学校生活をおくることができるようにすることを目的とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜主
要事業＞　・支援ファイル、啓発資料等の作成配布　　　・特別支援教育コーディネーター研修会の実施　等

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

・特別支援教育推進を図るために、研修会の充実が必要不可欠である。また、特別支援教育の啓発を図る上でリーフレット等を作成する
必要がある。それぞれの内容について、充実させ継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

特別支援教育リーフレット及びパンフレットの配布により、学校及び関係機
関、保護者に特別支援教育の理解啓発を図っている。

左記として判断した根拠

特別支援教育コーディネーター研修会は、教員の特別支援教育に関わる専
門性や資質の向上を図るためため、市教育委員会としての事業が必要であ
る。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

潤いファイルは、障害福祉課と連携して作成したものであり、今後も連携を図
りながらさらなる改善が必要である。（移行期に向けた改訂が必要）

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

170



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 就学相談のあり方や就学支援委員会の判断の生かし方など毎年見直しながら継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課所では、同様の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190630 － 008

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

特別支援教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

就学支援事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

児童生徒一人ひとりが生き生きとした学校生活を過ごし、持てる力を十分に
発揮できるよう、適正な就学を図るため。

左記として判断した根拠

学齢簿のある市町村が就学相談を実施することになっているため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

継続した相談を実施することで効果をあげている。

左記として判断した根拠

就学後の学校での支援や個人情報の管理を考慮し、民間への委託は不適
切である。

　事務改善

他の政令指定都市でも、同様の事業を行っている。

・学校教育法施行令第１８条の２を踏まえ、就学予定児童及び学齢児童生徒で、教育形態の変更希望があるものについて、本人の発
達や特性について把握し、一人ひとりが能力や可能性を最大限に伸ばせるよう、専門的知識を有するものの意見を聴き、本人にとっ
てもっともふさわしいと思われる教育について保護者と考える。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

・埼玉県教育委員会による担当者研修会より独立して、さいたま市としてより
実態に応じた研修会を行っている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

・他の関東指定都市も本事業を行っている。

有効性

根拠

・障害のある児童生徒に対し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育を行う
ことが求められており、特別支援教育の推進は必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

・特別支援教育の指導力向上のために必要な事業である。

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

特別支援教育推進事業

０４８－８２９－１６３３責任者 問い合わせ先野　口　　浩

コード 190630 － 009
特別支援学級管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

特別支援学級とは、教育上特別な支援を必要とする児童および生徒のために置かれた学級のことである。さいたま市では、小中学校
に「知的障害」「自閉症・情緒障害」「弱視」の学級を設置し、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導を行っている。適切な
指導を行うために、担当教員の指導力の向上を図る必要があり、特別支援学級担当者研修会、特別支援学級新担当者研修会を実
施している。

事業開始年度

事業概要

　　無・特定財源

見直し内容
・障害理解、児童生徒理解、保護者理解、特別支援教育の具体的な指導・支援方法の立案など、特別支援学級の担当者には高い資質
が求められるため、児童生徒の実態を踏まえた研修内容の改善充実を図り、教員の資質向上を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

・研修会に参加することにより、教員一人ひとりの指導力が向上し、教育的効
果を上げている。

左記として判断した根拠

・特別支援学級担当者研修会及び新担任研修会は、特別支援教育に関わる
教員の専門性や資質の向上を図るためため、市教育委員会としての事業が
必要である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

・本市の他部署では本事業は行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 年々増加する通級指導教室の充実のため、継続しながら充実させていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他部署では実施していない事業である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 190630 － 010

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

特別支援教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

通級指導教室管理運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　平成１７年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

特別支援教育指導者の資質向上のため必要な事業である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

障害のある児童生徒に対し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育を行う
ことが求められており、特別支援教育の推進は必要である。

左記として判断した根拠

埼玉県教育委員会による担当者研修会より独立して、さいたま市としてより実
態に応じた研修を行っている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

研修を通して、担当教員の指導の充実が図られている。

左記として判断した根拠

難聴・言語障害通級指導教室担当者研修会及び発達・情緒通級指導教室
担当者研修会は、特別支援教育に関わる教員の専門性や資質の向上を図
るため、市教育委員会としての事業が必要である。

　事務改善

他関東指定都市についても同様に通級指導教室の設置や指導の向上に取
組んでいる。

通級指導教室とは、通常の学級に在籍し、障害の程度が比較的軽い児童生徒に対して、週1単位時間から８単位時間を標準として指
導を行う教室。対象児童は、「難聴・言語」「発達・情緒」に障害のある児童生徒。
年々増加してる通級指導教室に通う児童生徒の指導充実のため、担当者への研修を通して通級指導の充実を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市では、他に実施している事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　平成２２年度の市全体の特別支援学級の設置率は、小学校２７％、中学校２５％と低い。障害のある子もない子も地域で学べるよう「し
あわせ倍増プラン2009」にある事業計画に基づき、設置を進める必要がある。通級指導教室（発達障害・情緒障害）については、現在小
学校４校、中学校１校に設置している。「市特別支援教育推進計画」に沿って、各区の小学校１校に設置を進める必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

新設することにより、障害のある児童生徒が地域の学校で学ぶことができる。

左記として判断した根拠

さいたま市の学校教育施設の整備であり、民間に委託することはそぐわない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

・障害のある児童生徒の実態や通学の安全利便性などを総合的に考慮し、特別支援学級の新設を進める。
・通常の学級に在籍する発達障害のある児童生徒の指導・支援を充実するため、各区の小学校に発達障害・情緒障害通級指導教室の新設を進
める。
・肢体不自由のある在籍児童生徒の増加により、現存の市立養護学校を増築する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

特別支援教育推進事業

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 190630 － 011
新設特別支援学級、新設通級指導教室、特別支援学校の増築

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

安全・安心な学校づくり交付金/特別支援学校校舎新増改築負担金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

障害のある児童生徒の増加の現状を踏まえ、障害のある子もない子も地域で
学べるよう設置を進める必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

特別支援教育の充実に向けて市が実施するべき教育環境の整備である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の間と指定都市についても、同様に特別支援教育に係る環境整備を行っ
ている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
特別支援学級に在籍する児童生徒には、個別に学習指導することが必要である。また、個別に指導する間、児童の活動を支援したり、
安全を確保したりするために、他の児童生徒の行動を見守り、担任を補助するものが必要である。未配置校への配置を含め、継続が必
要である。併せて、面接による採用の工夫改善を図り、補助員の資質の向上を図ることも必要と考える。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　同種の臨時職員はいるが、特別支援学級に特化した補助員の配置事業の
統合は不可能。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード －

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

臨時職員等管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

特別支援学級等補助員

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市・与野市　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　児童生徒一人ひとりに対し、きめ細やかな指導や支援を行うことが保護者か
ら強く求められており、特別支援学級補助員の配置は必要である。

左記として判断した根拠

　市立小中学校の特別支援学級等における授業を進める上で、学級の状況
に応じて市が配置することが妥当である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　特別支援学級等に在籍する児童生徒が、安全に、一人ひとりの教育的ニー
ズに応じたきめ細やかな指導を受けることができている。

左記として判断した根拠

　特別支援学級の補助員という特殊な職であるため、教育委員会が適切に任
用する必要がある。

　事務改善

　実施していない市がある。

特別支援学級等において、学級経営の改善を図るとともに、一人ひとりの児童生徒に対し、きめ細やかな指導や支援を行うために、
特別支援学級等補助員を配置する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 他課等で各学校に配置している臨時職員の目的と配置の仕方などについて総合的に整理し、再構築する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の臨時職員との統合を検討する。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード －

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

臨時職員等管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校・学級支援員配置事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　浩

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　１3　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　身体面や行動面で配慮を必要とする児童生徒及びいじめ、不登校、非行、
問題行動など生徒指導上の諸問題に関わる児童生徒を支援するために配
置することは必要である。

左記として判断した根拠

国では特別支援教育支援員という制度をつくり、週５日間全校配置を行って
きている。この財源は、地方交付税措置によるものである。さいたま市は不交
付団体であり、市独自で実施する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ウ

特別支援教育に関わる支援員は４月配置、生徒指導及び教育相談関係は
学校の実態に合わせた配置等、効率的に配置し、効果をあげている。

左記として判断した根拠

教育に関する職員であるため、市が直接採用、配置する必要がある。

　事務改善

他関東指定都市では、実施していない。

障害により特別な教育的支援が必要な児童生徒の在籍する学校及び学級、生徒指導上困難な状態が続いている学校及び学級に支
援員を配置し、学校及び学級の運営改善を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　通級による指導のための加配教員の人数は、国・県で決められており、それ
を上回る児童生徒のニーズに対応するため、市が実施している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他関東指定都市では実施していない。

有効性

根拠

　本事業の実施により通級指導教室の指導の効率化が図られたことによっ
て、通級による指導が必要で希望のあるより多くの児童生徒に指導を行うこと
ができた。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

臨時職員等管理事業

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　浩

コード －
通級指導教室補助員配置事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　年々増加している通級指導教室に通う児童生徒の指導の充実を図るため、教員免許等の資格を有する補助員を通級指導教室に
配置し、指導担当者の補助を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

　特別支援学級に在籍する児童生徒には、個別に学習指導することが必要である。また、個別に指導する間、児童の活動を支援したり、安全を確保し
たりするために、他の児童生徒の行動を見守り、担任を補助するものが必要である。未配置校への配置を含め、継続が必要である。併せて、面接によ
る採用の工夫改善を図り、補助員の資質の向上を図る。
平成２２年度　通級指導教室設置校１１校、平成２５年度までに１４校に増加

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

通級指導教室の効率的な指導、運営が可能となり、一人ひとりの児童生徒が
きめ細やかな指導を受けることができる。

左記として判断した根拠

特学補助員と言う特殊な職であるため、教育委員会が適切に任用する必要
がある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

同種の臨時職員はいるが、指導を補助するために教員免許の保有を条件と
しており他とはことなるため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　１７　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク
　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市が設置している学校の児童生徒のための事業であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市では、横浜市以外は肢体不自由特別支援学校を設置してい
ない。

有効性

根拠

さいたま市立養護学校に通う肢体不自由のある児童生徒がより、充実した学
習活動、学校生活を送るために必要な事業。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

臨時職員等管理事業

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩

コード －
介助員、医療介助員配置事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

・肢体不自由のある児童生徒が通う市立養護学校において、教育活動の補助にあたる介助員及び医療的配慮を要するものの補助に
あたる医療介助員を配置する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
特別支援教育の充実のため、かつ市立養護学校の児童生徒の増加が見込まれるため、介助のあり方を検討しながら、市立養護学校の
環境整備が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

介助員、医療介助員を配置することで、重度重複障害の児童生徒の介助や
医療的ケア等を安全に実施できる。

左記として判断した根拠

学校という教育現場で児童生徒に直接係る業務のため、市で任用し、指導す
る必要がある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立養護学校以外には、介助員、医療介助員を配置していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　大宮　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

医療との連携が充実し、肢体不自由のある児童生徒へのきめ細かな対応が
できている。

左記として判断した根拠

　事務改善

関東指定都市では、横浜市以外は肢体不自由特別支援学校は設置してい
ない。

・市立養護学校は肢体不自由の特別支援学校であり、児童生徒の通学バス運行が必要である。また、学校給食法第３条・第５条を踏
まえ給食の実施が必要であるため、その委託を行う。

特別支援教育の充実のために必要である。

左記として判断した根拠

さいたま市在住の児童生徒が通学できる埼玉県立肢体不自由特別支援学
校がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩所管部署 教育委員会事務局学校教育部指導2課

特別支援学校管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

養護学校管理運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 196240 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立養護学校は市内に１校である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 養護学校の児童生徒数が増加しており、スクールバスの増便や、給食提供の増加などの視点で見直していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮　　　　　　　　）・昭和58年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

現在、西区三橋に市立養護学校があるが、地理的な条件や施設の規模から
統合することはできない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
市南東部に住む児童生徒は、市外の県立特別支援学校へ長時間かけ通学している状況がある。「しあわせ倍増プラン２００９」に位置づ
けられているとおり、特別支援学校の改善と児童生徒が居住地の近くで教育が受けられるよう平成２４年に開校するため２３年度をもって
事業を終了する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

新設特別支援学校の設置により、市南東部に在住する肢体不自由の児童生
徒の長時間の通学による身体への負担を軽減することができる。

左記として判断した根拠

特別支援学校の運営や教育活動を民間に委託することは馴染まない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

肢体不自由のある児童生徒の増加、長時間をかけて通学している現状等があるため、市南東部に新設の特別支援学校を設置する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

特別支援学校新設校建設事業

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 196420 － 000
特別支援学校新設校建設事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

安全・安心な学校づくり交付金／特別支援学校校舎新増改築負担金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　指導２課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

さいたま市南東部に在住する肢体不自由児童生徒が、地域の学校で学ぶた
めに必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

現在、県立特別支援学校に長時間をかけてスクールバスで通学する児童生
徒の体への負担の軽減を図るために設置する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市で市立特別支援学校を設置していない市がある。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ウ

問題行動の防止や問題発生時の的確な対応に向けて、さいたま市立の各学
校の生徒指導体制の充実を目指して、講師の多くを指導主事等や学校現場
の管理職としており、最小の費用で効果を生み出している。

左記として判断した根拠

民間に委託すると、コストが増加する。

　事務改善

川崎市、相模原市、横浜市においては、同様の生徒指導担当の研修を実施
している。

いじめ問題、不登校、暴力、体罰の根絶をめざして、教育委員会では「一人ひとりを大切にし、信頼関係に立つ教育の推進運動」強化
期間を設定し、研究協議会（研修会）を実施するとともに、各学校では生徒指導体制を総点検し、研修会を実施する。

さいたま市においても、いじめ問題や不登校等の問題は依然として深刻であ
り、それらの問題の解消に向けて、各学校の生徒指導体制を充実させる必要
がある。

左記として判断した根拠

さいたま市を除く県内のすべての市において、埼玉県の施策として同様の事
業を実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和、大宮、与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　浩所管部署 教育委員会　指導２課

生徒指導総合計画事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

一人ひとりを大切にし信頼関係に立つ教育の推進運動
（生徒指導担当協議会）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 190620 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部局では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 「しあわせ倍増プラン2009」におけるあいさつ・礼儀の推進事業に事業を統合していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部局では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
地域ぐるみで非行問題行動を防いでいくためには、関係している団体や機関の連携を強化する必要があり、そのためには、継続して事
業を行なう必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

関係団体や地域が連携して非行、問題行動を未然に防ぐ気運を盛り上げて
おり、費用に見合った効果をあげている。

左記として判断した根拠

関係機関との連携が必要であり、本事業は民間に委託することはなじまな
い。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市内の小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等と、警察等の関係団体、保護者等が、一堂に会して（総会、地域の集い）
連携協力を一層深め、児童生徒の非行・問題行動を未然に防止するとともに、地域ぐるみの青少年の健全育成へ向けた気運を高め
るものである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

生徒指導総合計画事業

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　浩

コード 190620 － 002
さいたま市合同生徒指導委員会実施事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　指導２課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

地域ぐるみで子どもたちの健全育成を図ろうとする気運を高める機会を設け
ることは、非行・問題行動を抑止する上で、非常に重要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

春日部、川越、上尾、桶川、伊奈、狭山入間、東松山等、県内の他市におい
ても同様の事業は実施されており、さいたま市としても実施しべき事業であ
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市においては、同様の事業（生徒指導中央協議会）を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ イ

警察等の関係機関と学校と連携して児童生徒の問題行動等に対応し成果を
十分にあげるなど、費用に見合った成果をあげている。

左記として判断した根拠

個人情報等の関係もあり、市が実施する必要がある。

　事務改善

すべての指定都市で、実施されている。

市内７つの学校・警察連絡協議会を組織し、講話、協議、情報交換、街頭補導活動など、年４回全体会を実施し、学校と警察と児童
相談所が緊密な連絡協調のもとに児童生徒の非行等を未然に防止して健全な育成を図る。

学校だけでは対応できないケースもあり、警察等の関係機関と学校の連携は
必要と考える。

左記として判断した根拠

県内すべての地域に学警連はあり、さいたま市としても実施すべき事業であ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　浩所管部署 学校教育部　指導２課

生徒指導総合計画事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校・警察連絡協議会

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 190620 － 003

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
生徒指導上の問題は、多岐に渡り、依然として深刻な状況にあるなか、家庭、学校、地域等の個々の教育力では、十分ではなく、関係
諸機関が連携を深め、それぞれの機能や役割を生かした協働体制を確立しておくことが極めて重要である。事務内容等の簡素化を図
り、経費を削減して継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成１７年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

コミュニケーション能力を育成する系統的・組織的な取組は国や県では行な
われておらず、「人間関係プログラム」は全国に先駆けた先進的な取組とし
て、全国的に注目されている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
子どもの遊びや環境の変化、人と接する機会の減少等により、児童生徒のコミュニケーション能力の低下が指摘されている中、市では、本事業の取組を通じて、児童生徒
のコミュニケーション能力の育成に成果を挙げた。今後、教員研修の充実、補助資料の作成、ＰＴＡへの啓発活動など、工夫改善を図りながら、実施していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

「学級満足度調査」によると、本市の児童生徒は、全国の同学年の集団に比
べ、良好な人間関係の中で意欲的に学校生活を送っている結果が出てお
り、費用に十分見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

教育活動の一環であり、民間に委託することは、そぐわない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

  全さいたま市立学校の小学３年生から中学１年生において、①人間関係を構築する際に必要なスキルを学ぶ授業、②各教科の授
業をはじめとした様々な教育活動での直接体験を通してスキルの定着を図る、③学級の状況やプログラムの効果を把握するための調
査の３つからなる「人間関係プログラム」を実施し、スパイラル状に子どもたちの人間関係を構築する能力の育成を推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

生徒指導総合計画事業

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　　浩

コード 190620 － 004
「人間関係プログラム」事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 学校教育部　指導２課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市内３，０００人の児童生徒を対象に、人間関係に関する調査を実施した結果、人間
関係づくりに関わる課題を抱えていることが判明した。そこで、コミュニケーション能力
を育成すること、さいたま市の児童生徒にとって必要なことだと考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

コミュニケーション能力を育成する系統的・組織的な取組は国や県では行
なっておらず、さいたま市の取組は全国に先駆けた取組として先進的であ
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

川崎市など２市では、同様の取組を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

現在のいじめは、ネットいじめに代表されるように、その様態は陰湿かつ巧妙
化するなど、深刻な状況にある。さいたま市においても、いじめ問題は解消す
べき課題であり、展開するに値する事業である。

左記として判断した根拠

事業の性格から、民間委託はなじまない。

　事務改善

川崎市、相模原市、千葉市、横浜市ともに、いじめ問題に対する取組は実施
されている。

いじめ対策プロジェクトチームを設置し、いじめに対応するための教職員の研修やいじめ問題の解消を目指した取組を実施します。

学校におけるいじめ問題は、大きな社会問題であり、その解決は強く求めら
れており、市民にとって必要な事業である。

左記として判断した根拠

埼玉県でもいじめ問題に対する様々な事業は実施しており、さいたま市として
もいじめ問題の解消に向けた取組を展開する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1663責任者 問い合わせ先野口　浩所管部署 学校教育部　指導２課

生徒指導総合計画事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

いじめ対策プロジェクト事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 190620 － 005

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部局では行なっていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　いじめは、どの子どもにもどのクラスにもどの学校にも起こりうることが、国立教育政策研究所の調査で明らかになっている。教育に携わ
るものとしては、児童生徒が安心・安全な教育環境のもとで、心豊かな人間として成長していけるよう、支えていく義務があることから、い
じめ問題の対策として本事業は継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

最小の費用で、さいたま市立全小中学校で実施するなど最大の効果を生み
出している。

左記として判断した根拠

　事務改善

児童生徒の生活習慣向上のため、「一人ひとりを大切にし、信頼関係に立つ教育の推進運動」の一貫として、新たに、すべてのさいた
ま市立小・中学校で「あいさつ運動」を実施し、あいさつや礼儀を踏まえた言葉であふれる学校づくりを目指す。また、推進モデル校と
して、小学校１０校、中学校１０校を指定委嘱する。

お互いにあいさつをかわすことは、互いに信頼し、協力し合う良好な人間関
係づくりにつながり、子どもの豊かな心や規範意識をはぐくむ基礎となること
から、市民のニーズに沿っている。

左記として判断した根拠

全市立小・中学校の児童生徒の豊かな心を育成し、規範意識をはぐくむため
に、市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

８２９－１６６３責任者 問い合わせ先野口　浩所管部署 教育委員会　学校教育部　指導２課

生徒指導総合計画事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

あいさつ・礼儀

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 190620 － 007

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　「しあわせ倍増プラン２００９」で示しているように、あいさつを交わすことは、良好な人間関係づくりや児童生徒の豊かな心、規範意識を
はぐくむ基礎となる。さいたま市立の全小・中学校があいさつ運動を展開し、家庭や地域と連携しながら様々な活動にとりくむことは、人
づくり・社会づくりとして大切である。今後、研究校での実践例等をまとめ提供する方向ですすめる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市の事業として類似のものはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
教育の質の維持・向上のために、教職員等への研修は欠かせないものである。加えて、２２年度より、これまで埼玉県に委託していた養
護教諭および学校栄養職員等の経験者研修をさいたま市が単独で実施することとなったため、独自の研修方法を構築する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

教職員が研修を受けることによって、児童生徒に対して適切な支援・指導が
できるとともに、資質向上が図られている。

左記として判断した根拠

内部の人材を活用することが多いため、民間に委託するよりも、コストがかか
らない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　児童生徒の多様な健康課題を解決するために、教育公務員特例法の趣旨に基づいて、養護教諭や栄養教諭、学校栄養職員等の
初任者研修を始めとした年次研修や関係職員の現職研修を企画・運営する事業である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

健康教育指導事業

０４８－８２９－１６７９責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 19584001 － 001
研修事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

地方公務員法第３９条
教育公務員特例法21条、22条
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第45条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

教職員が研修を受けることによって、児童生徒に対して適切な支援・指導が
できる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

教職員が研修を受けることによって、児童生徒に対して適切な支援・指導が
できる。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

県でも実施しているが、さいたま市は対象外となっているため、市独自で実施
している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市と同様の事業を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

本事業によって、児童生徒のむし歯の保有数(DMF)は、着実に減少してい
る。

左記として判断した根拠

市立小・中・高・特別支援学校を164校を対象に、専門職による歯科保健事
業を民間委託で全面的に実施する場合、人件費・交通費等費用の莫大な増
が考えられる。

　事務改善

関東指定都市と同様の事業を実施している。

健康日本２１及びさいたま市ヘルスプラン２１において、歯の健康が目標として設定されている。これに基づき、児童生徒の生涯にわた
る歯・口の健康づくりを目指し、学校歯科保健活動を推進していくための事業である。

学童期における歯科保健事業は、生涯にわたる歯・口の健康の保持増進に
繋がり、健康寿命の延伸及び生活の質の向上の実現を目指す上で必要な事
業である。

左記として判断した根拠

県でも実施しているが、市では、「さいたま市ヘルスプラン21」に基づいて、児
童生徒の生涯にわたる歯・口の健康づくりを推進している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１６７９責任者 問い合わせ先新井　英人所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

健康教育指導事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

歯科保健事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19584001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学齢期における児童生徒を対象とした歯科保健事業は、本市内の他の部署
では、類似の事業は実施していない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
本事業の実施によって、着実な成果が見られているので、引き続き、むし歯予防などの児童生徒の生涯にわたる歯・口の健康づくりを推
進していく必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　17　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似するものはなく統合は不可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
  これまでも「学校安全ネットワーク」の拡充に努めてきたが、防犯ボランティアや警備員と連携して、地域全体の防犯力も高めながら学校
防犯体制を整備する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

防犯ボランティアや警備員を配置することによって、犯罪に対する抑止力を
高めていると考えられる。

左記として判断した根拠

警備員は、平成１８年１月より委託済。防犯ボランティアは、平成１７年から、地
域住民に協力を依頼している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

  防犯ボランティア活動の推進や「子どもひなん所１１０番の家」の設置、警備員の配置等に取り組み、学校の安全対策の充実、強化
を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

健康教育指導事業

０４８－８２９－１６７９責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 19584001 － 003
学校防犯体制整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

子どもを不審者等の犯罪から守るための事業であり、市民に必要な事業であ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

子どもを不審者等の犯罪から守るための事業は、市が実施すべき事業であ
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東の他政令指定都市との比較調査結果からも取り組みの水準は高レベル
である。学校警備員の配置については関東エリアではさいたま市のみ。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

朝食の欠食率が減少するとともに、食に関する関心が高まっている。

左記として判断した根拠

学校教育の一環として行っている事業なので、民間委託はなじまない。

　事務改善

関東指定都市と同レベルの事業を行っている。

　食育基本法や学校給食法の趣旨に則り、児童生徒が健全な食生活を自ら営むことができるための知識や能力等を発達段階に応じ
て総合的に身に付けさせるための事業である。

食の安全や食の重要性に関する知識や能力を児童生徒が身に付けること
は、市民にとって必要な事業である。

左記として判断した根拠

国や県でも、類似の事業を行っているが、市としても「さいたま市食育基本計
画」に基づいて実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

健康教育指導事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校における食育推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
食育基本法5条、6条
学校給食法10条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19584001 － 004

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校教育の中で、児童生徒に対するものであるため、他の一般市民に対する
事業とは異なる。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
さいたま市の未来を担う子どもたちが、豊かな人間性をはぐくみ、生きる力を身に付けていくためには、「食」が重要である。食育推進へ
の期待は大きく、実施にあたっては指導体制を充実させなくてはならず、さらに拡大して取り組む必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市教育総合ビジョンの基本構想「一人ひとりが生き生きと輝く個性を育む」達
成のための事業内容の一環である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市と同レベルの事業である。

有効性

根拠

児童・生徒が健康で生涯にわたり意欲的に学び続け、自己実現を図り主体的
に生き抜くための教育に必要な啓発事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

健康教育指導事業

０４８－８２９－１６７９責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 19584001 － 005
健康教育啓発事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

児童・生徒の健康課題について、教職員、保護者、地域に向けて啓発し、学校、家庭、地域、関係機関との連携を高めて学校健康教
育を推進していくための事業である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 指導内容、配布部数の検討を行ない引き続き事業を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

健康標語・健康カレンダー・学校健康必携等の作成、学校・家庭・地域への
配布による啓発活動をおこない健康教育推進の効果を満たしている。

左記として判断した根拠

学校教育の一環として行っているので、民間委託はなじまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

実際に学校で活用することが前提なので、他部署で行っている一般対象の
事業と統合することは困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

調理業務において民間委託化を推進するなど、民間活力の導入を積極的に
進めており、費用対効果は高いと判断する。

左記として判断した根拠

平成13年度から給食調理業務の民間委託化に着手し、平成22年4月現在で
市立の小・中学校全１５９校中８２校が調理委託校となった。今後も市職の調
理員の退職状況等を勘案しながら委託化を進めることで、事業の効率化を図
ることができると判断する。

　事務改善

小学校給食はすべての関東指定都市で実施だが、中学校給食は横浜市が
未実施、川崎市と相模原市がミルク給食のみの実施であり、本市は水準を超
えている。

単独校調理場（給食室）の維持管理および運営を行う。

義務教育における学校給食は、児童生徒の心身の健全な発達ならびに食に
関する正しい理解と適切な判断力を養う上で必要不可欠なものと考える。

左記として判断した根拠

学校給食法第4条等の規定により、義務教育諸学校の設置者の任務とされて
いるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（旧４市全て）・昭和26年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１６８０責任者 問い合わせ先新井　英人所管部署 教育委員会事務局学校教育部健康教育課

学校給食管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校給食管理運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19581001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似事業を実施している部署として、与野本町、岩槻の学校給食センターが
あるが、施設の老朽化や提供可能食数から判断して代替は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
単独校調理場（給食室）の全校整備化により、管理対象となる調理場も増加するため、事業費は拡大する方向だが、調理業務の民間委
託化などの取り組みにより、効率化を図ってまいりたい。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

192



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・平成12年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

単独校調理場ではなく、与野本町、岩槻の学校給食センターから引き続き給
食を提供するという代替措置もあるが、施設の老朽化や提供可能食数から判
断して不可能と考える。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 購入する物品の数などを精査し、事業費の縮減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

各学校で実施されているアンケートや試食会などの結果から、満足度の高い
事業と判断する。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

給食センターから給食の提供を受けている全市立小・中学校に単独校調理場（給食室）を整備する事業のうち、健康教育課の所管は
給食室内で使用する消耗品及び備品の購入費。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

給食施設整備事業（健康教育課）

０４８－８２９－１６８０責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 19581501 － 000
給食施設整備事業（健康教育課）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

岩槻学校給食センターの老朽化により、単独校調理場の整備は急務と考え
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校給食法第４条、第11条、第12条等の規定により、施設整備を含めた学校
給食の実施については義務教育諸学校の設置者（市）の任務とされ、国はそ
れに対し必要な補助を行うことができるとされているため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

小学校給食はすべての関東指定都市で実施だが、中学校給食は横浜市が
未実施、川崎市と相模原市がミルク給食のみの実施であり、本市は水準を超
えている。また、小・中すべて単独校化を目指しているのは本市のみ。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

経済的問題を抱えた家庭の児童・生徒も、安心して給食の提供を受けること
ができている。

左記として判断した根拠

　事務改善

関東指定都市は全て給食費扶助（全額）を行っている。

経済的理由等により就学が困難と認められる児童生徒の保護者に対し、給食費の援助を行う。

現在の時代背景（景気低迷や雇用状況の悪化など）から必要性はより高まっ
ていると考える。

左記として判断した根拠

国や県、民間で同趣旨の事業が実施されていることはなく、学校教育法第１９
条の規定からも、市が必要な援助を行うべきと考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（旧4市全て）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１６８０責任者 問い合わせ先新井　英人所管部署 教育委員会事務局学校教育部健康教育課

準要保護児童生徒給食援助事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

準要保護児童生徒給食援助事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19582001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市における類似事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 経済・雇用状況などの時代背景や他の関東指定都市の実施状況からみて現制度を継続すべきと考える。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

県立校でも同様に実施しているが、市立校については市が実施すべきであ
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東地方の４つの指定都市においても、同様の事業を実施している。

有効性

根拠

児童生徒の健康管理及び健康の保持増進のため、学校に保健室を設置す
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 学校保健安全法第３条第１項及び第７条

実施方法

妥当性

学校保健事業

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 19583001 － 001
学校保健室運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校保健安全法に基づき、児童生徒が健康で有意義な学校生活を送ることが出来るよう、学校に保健室を設置しこの運営を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 保健室運営について、コスト削減に努めるとともに、備品等の購入方法について改善しながら事業を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

児童生徒の健康管理及び保持増進には不可欠な事業であり、物品等の不足
により緊急対応できない危険性も考慮すると、最小の費用で最大の効果を生
み出している。

左記として判断した根拠

本事業は公立の小・中学校に対し行う事業であり、そもそも民間委託にはな
じまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市内の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 引き続き、児童生徒が健康的かつ快適な学校生活が送ることができるよう水質検査等の環境検査事業を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の施設においても同様の検査を実施しているが、統合は不可能である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19583001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
学校教育法第１２条
学校保健安全法第５・６条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

学校保健事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校環境衛生検査事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

健康的で快適な生活を送るため必要である。

左記として判断した根拠

県立校でも同様に実施しているが、市立校については市が実施すべきであ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

費用対効果として、児童生徒が安心して学校生活を送ることができる。

　事務改善

他市においても、同様の検査を実施している。

児童生徒が、健康で快適な学校生活を送ることができるよう、学校保健安全法に基づく学校環境衛生基準が維持できるよう、水質検
査等の環境検査を実施する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

各市・県・指定都市で学校保健会が組織されているが、本市でも市立学校に
おける学校保健の調査研究が必要。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各指定都市においても同様の組織が設置されている。

有効性

根拠

学校保健の調査研究を通して、児童・生徒の指導に活用している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

学校保健事業

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 19583001 － 003
学校保健会関連事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校教育における保健衛生の研究や普及発展を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 学校教育における保健衛生の研究及び普及発展のため、今後も引き続き実施していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

児童・生徒を取り巻く環境が変化している中、様々な問題を共有することがで
き、指導等に役立てている。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

197



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
各種健康診断等を実施することにより、児童生徒の健康状況を的確に把握し、心身共に健康的な学校生活が送れるように今後も事業の
継続をする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19585001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 学校保健安全法第１１条～第１４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

児童生徒健康診断事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

児童生徒健康診断事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

さいたま市立学校の児童・生徒を対象に学校保健安全法に基づく各種健康診断等を実施する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校教育法第１９条において、市町村は、経済的な理由で子どもを就学させ
ることが困難な保護者に対し、必要な援助を与えなければならないとされてい
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市はすべて実施している。

有効性

根拠

経済的な理由で医療費を支出することが困難な要保護及び準要保護世帯へ
医療費を援助することは必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

学校保健安全法

根拠法令
学校教育法第１９条
学校保健安全法第２４条

実施方法

妥当性

要保護準要保護児童生徒医療費援助事業

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 16587001 － 000
要保護準要保護児童生徒医療費援助事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

経済的理由で、政令に定められた疾病治療に対する医療費を支出することが困難な要保護及び準要保護児童生徒の保護者対し、
学校教育法及び学校保健安全法に基づき医療費を援助する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
経済的理由で医療費を支出することが困難な要保護及び準要保護児童生徒の保護者への負担を軽減するため、子育て支援医療費助
成制度とは分けて、今後も事業を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

制度の周知徹底に努め、援助が必要な保護者に対し有効に利用していただ
いている。

左記として判断した根拠

民間へ委託することによりコスト削減が図られる事業ではない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本制度は高校在学中までを対象としているが、中学卒業前までの準要保護
保護世帯の児童生徒は、市の実施している子育て支援医療費助成制度等に
おいても、通院に係る本人負担分は無料となっている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
学校管理下における災害に対し、災害を受けた児童・生徒の救済を同制度により図り、学校教育の円滑な実施に資するため今後も継続
して行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19588001 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市学校災害救済基金条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

学校災害救済制度事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校災害救済制度事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井英人

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮市　）・平成６年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

学校管理下で発生した事故により児童生徒が負傷、疾病等をした場合に、本
制度において保護者の負担を軽減することは必要性が高い。

左記として判断した根拠

同様の制度はあるが、さいたま市が設置した学校災害給付金に基づくもの。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

給付を受けることにより、保護者の負担が軽減される。

左記として判断した根拠

民間においても同様の制度があるが、民間で実施する以上に手厚い制度と
なっている。

　事務改善

さいたま市独自の制度であり、他市では実施していない。

学校管理下において発生した事故により児童生徒が負傷、疾病等をした場合に、学校災害救済制度において、保護者の負担を軽減
することをことを目的とする。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

設置者である市が救済制度に加入することが前提の制度である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

全国共通の事業である。

有効性

根拠

児童生徒が学校管理下の事故で負傷、疾病等をした場合、保護者の負担を
軽減することは必要性が高い。

5.その他（　独立行政法人による事業　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

独立行政法人　日本スポーツ振興センター法

根拠法令

実施方法

妥当性

学校災害救済制度事業

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人

コード 19588001 － 002
日本スポーツ振興センター事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校管理下における事故により児童生徒が負傷、疾病等をした場合に、保護者の負担を軽減することを目的とする。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 学校管理下で被災した児童生徒の保護者への負担を軽減するため、引き続き必要な給付を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市、保護者とも少ない掛金で医療費を超える給付を受けることができる。

左記として判断した根拠

民間においても同様の制度があるが、民間で実施する以上に手厚い制度で
ある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　全市　　　）・　　S６０年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 引き続き効率のよい運用を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では類似事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19589001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市学校災害救済基金条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　健康教育課

学校災害救済基金積立金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校災害救済基金積立金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１６７８責任者 問い合わせ先新井　英人

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　）・平成６年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

基金の預託にあたり、効率のよい運用を行うことで、学校災害救済制度の円
滑な運営が図れる。

左記として判断した根拠

学校災害救済制度に基づく基金を効率よく運用する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

効率のよい運用を行う。

左記として判断した根拠

　事務改善

他市では実施していない。

市立幼、小、中、高等学校及び特別支援学校において、学校の管理下で発生した児童生徒の事故災害を救済するための基金積立
に係る預金利子

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立小・中学校等の教職員の資質・能力の向上のための環境整備は市で実
施すべき事業であると考える。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市、川崎市、千葉市、相模原市には同様の施設が設置されている。

有効性

根拠

教職員の資質・能力の向上のための研修が支障なく円滑に実施されることは
市民にとって必要な事業であると考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例、さいたま市道路占用料徴収条例、労
働保険の保険料の徴収等に関する法律

根拠法令

実施方法

妥当性

教育研究所管理運営事業

048-838-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

コード 19081101 － 001
さいたま市立教育研究所管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

研究所で開催される教職員の研修会や各種会議が円滑に実施できるよう、適正に施設・設備等の維持管理業務を遂行する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
警備員による夜間警備を、夜間機械警備に切り替えて対応しているが、警備員の勤務時間をさらに短縮するなどの検討を行い、経費の
削減を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

教職員が勤務時間後も研修できる拠点施設として必要不可欠な運営を行っ
ている。利用率も高くさらに増加傾向を示している。

左記として判断した根拠

警備、清掃、設備管理等について管理業務委託を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市では類似事業は行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

イ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
市独自の学習状況調査をさらに充実させていくため、「生活に関する調査」は引き続き実施し、学力や生活習慣等との関連も分析しなが
ら情報を学校に積極的に提供していく。さらに、本市の児童生徒の学力や学習状況等の課題をより詳細に把握し、教育指導の改善に資
する調査とするため市の学習状況調査についてさらに検討していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市独自の学習状況調査については、教育研究所が所管となっており、類似
事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19081101 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

教育研究所管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学習状況調査事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-838-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１７年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

学習状況調査を実施することで、市の教育施策の検証を行うと共に児童生徒
の学力や学習状況の課題を明らかにして、教育指導の改善に役立てる。

左記として判断した根拠

平成２２年度全国学力・学習状況調査における希望利用方式、埼玉県学習
状況調査などが類似の事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

児童生徒一人ひとりの確かな学力の向上を図るため、調査結果からわかる、
自分の学力や学習状況を知らせる。また、学校に対しては、教育活動におけ
る具体的な指導方法について示している。

左記として判断した根拠

教科部会により、調査問題の作成や調査結果の分析を行っているが、部員は
教育委員会から委嘱した市内小中学校の教員に委嘱しており、児童生徒の
実態や指導の実践を鑑みて研究していることが重要であり、民間委託は不適
と判断する。

　事務改善

市独自の学習状況調査の結果については、これまで３年間の国の調査結果
も加味して、教科ごとの部会で分析・検討を重ね、調査結果や学習方法及び
生活習慣等についての情報をWeb上や刊行物で提供している。

本市独自の「さいたま市小・中学校学習状況調査」は、今年度で6年目になる。調査実施に当たっては、「調査委員会」を組織する。委
員会は、各教科部会を開催し、調査問題の作成と調査結果の分析を行う。また、平成19年度から始まった全国学力・学習状況調査と
合わせて、調査結果について詳細な分析を行い、研修会の開催や刊行物等によって、指導方法の改善について各学校に提言する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市のほとんどの学校が毎年、研究発表等を行っており、その際に提
供される学習指導案や研究紀要などが重要な資料となっている。本事業で、
それらを適正に管理し、有効に活用することを推進する。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

日々の教育指導や授業実践に役立つ図書及び各学校の研究発表における
学習指導案や研究紀要などを揃え、検索して即時入手できるシステムとなっ
ている。また、指導主事が授業作りや指導方法の助言も行っている。

有効性

根拠

児童生徒に確かな学力を育成するためには、学校における日々の授業の質
を高めることが重要であり、その授業を担う教員の授業力を支援する事業で
ある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

教育研究所管理運営事業

048-838-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

コード 19081101 － 003
カリキュラムサポートセンター事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

・教員の授業づくりや研修に生かせる、教育図書及び各学校の学習指導案や研究紀要などを取り揃え、図書資料室等の利用促進を
図る。また、教員の教材開発や授業作りの相談に対応し、具体的な指導方法や資料等の活用の仕方などについて助言する。
・全国の教育研究所や指定都市教育委員会との連携を密にし、教育指導の方法等についての研究協議の充実を図り、学校教育の
資質向上のための情報収集を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
市立小・中、特別支援学校等で行われた研究授業等の優れた資料を積極的に収集しているが、さらに「授業の達人の授業」や各学校で
行った「研究発表の指導案」等についても、迅速に集約・整理して学校現場へ情報発信していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

カリキュラムサポート事業の利活用は、毎月述べ１００人を超えている。教員の
世代交代も進む中、相談機能も備えた本事業は、特に若手教員の指導力向
上に寄与していると捉えている。

左記として判断した根拠

市内１５９校約5000人の教員のための情報発信及び研究成果物等の相互交
流をより充実させる事業として、常に各学校の情況や市の施策等を鑑みて事
業を進めていく必要があるので民間委託は不適と判断する。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

膨大な数の学習指導案や研究紀要等を適正に管理し、有効な活用を推進
することができる類似事業は、ないと判断する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１７年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
教職員研修会実施後には、その都度評価を行い、研修会をより実効性のあるものに改善してきており、研修会参加者の９割以上が目標
を達成できたと回答している。今後も、研修会実施後の実効性等についての「アンケート・研修効果測定」をきめ細かく行い、研修内容を
さらに改善しながら事業を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

教職員研修を体系的に実施していることから、類似事業がないため統合等は
不可能であると判断した。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19081101 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

教育研究所管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

教職員研修事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-838-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

市立小・中学校等の教員研修を計画・実施する事業なので、公費支出の妥
当性はあると判断した。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市立小・中学校等の教員の資質・能力の向上を図る事業であり、市民にとっ
て必要な事業であると考える。

左記として判断した根拠

教職員研修は、国や県等でも行っているが、さいたま市採用の小・中教員に
ついては、原則として市で実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

研修会実施後の受講者対象アンケートや研修効果測定の結果等が良好で
あることから、費用対効果を満たしていると判断した。

左記として判断した根拠

教職員の識見を高め、視野の拡大を図るために、一部の研修会に民間の指
導者を招聘している。

　事務改善

政令指定都市対象の研修実施状況調査を行っており、その集計結果から関
東指定都市を上回るサービス水準を維持していると考える。

教育公務員特例法を踏まえ、市立学校等教職員を対象に、キャリアステージや学校の課題、教職員のニーズに対応した多様な研修
を実施し、教師としての強い使命感と教育に対する情熱を培い、豊かな人間性やより高度な専門的知識・技能を身に付け、教師として
の実践的な指導力の育成を図っている。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
教育公務員特例法第２３条、２４条
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第５８条２項

実施方法

妥当性

教育研究所管理運営事業

048-838-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

コード 19081101 － 005
教職員法定研修事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育公務員特例法第23条に基づく新規採用小・中学校教員等を対象とした初任者研修では、所属校における学校研修と教育研究
所等における機関研修を実施し、教師としての使命感を培うとともに実践的指導力の育成を図っている。教育公務員特例法第24条に
基づく採用１０年目の小・中学校教員等を対象とした１０年経験者研修では、学校研修と機関研修、また、民間企業での企業体験研
修を実施し、資質の向上とミドルリーダーの育成を図っている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
・さいたま市独自で採用する教員が年々増加し、それに伴い１０年経験研修該当教員の人数も年々増加してきている。他の研修会同
様、経費の見直しを行ったり、研修会後に研修会のアンケート調査や研修に関する効果測定を実施したりしながら、研修内容のさらなる
改善・充実を図り、事業を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

携帯・ネットアドバイザーによる携帯・インターネット安全教室は児童生徒の安全な生活のため今後も継続して行っていく。
また、現在、児童生徒が誹謗中傷等の事件に巻き込まれないよう学校非公式サイトの監視を行っているが、今後については、マニュアル
等も整備しながら各学校でも監視を行えるようにして、メディアリテラシー教育の充実を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校非公式サイトの監視活動を他部署において行っておらず、類似事業は
ないと考える。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19084101 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

埼玉県緊急雇用創出基金市町村事業費補助金交付要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

教育情報ネットワーク推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

メディアリテラシー教育推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-838-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　平成　21　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

児童生徒によるインターネット上の有害サイトへのアクセスや不適切な書き込
み、携帯電話のメールによる人間関係のトラブルが社会問題となっており、市
民に必要な事業と考える。

左記として判断した根拠

市立学校の非公式サイト（いわゆる学校裏サイト）の監視は、各学校・保護者・
地域の協力が必要であり、各学校の情報を収集しやすい市が実施すべき事
業と考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

企業の社会貢献事業と連携して、携帯・インターネット教室を実施し、児童生
徒のメディアリテラシーを高めることにより費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

非公式サイトの監視は高度な専門性を兼ね備えた業者に委託している。

　事務改善

関東指定都市ではまだ取り組んでいる市が少ない学校非公式サイトの監視
事業を行っているので、サービス水準は上回ると考える。

携帯・ネットアドバイザーを委嘱し、携帯・ネットアドバイザーを講師とした児童生徒・保護者・地域・教職員対象の「携帯・インターネット安全教室」
を市立小・中・特別支援学校で実施するとともに、市立小・中・高・特別支援学校の「学校非公式サイト」等の監視と削除要請を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立小・中・特別支援学校学校を対象とした事業であるため、市が実施すべ
きであると考える。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市では、すべての市で教職員一人1台のコンピュータの導入によ
る校務の効率化に取り組んでいることから、同レベルのサービス水準と考え
る。

有効性

根拠

教職員一人一人が児童生徒に向き合う時間を確保し教育の質を高めること
は、教育への関心とともに高まりを見せる公教育に対する市民の期待に応え
るものだと考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

教育情報ネットワーク推進事業

048-836-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

コード 19084101 － 002
教育の情報化推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　教職員一人一人が子どもとふれあう時間を増やし、児童生徒理解を深めたり学習の効果を高めたりするために、校務用コンピュータ
を教職員一人1台導入し、校務の効率化を図る。また、セキュリティを確保した職員室内のネットワークシステムを構築し、研修会等の
実施によりその効果的な運用を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
平成２１年度末に各学校に配置した校務用コンピュータを有効に活用するため、各学校担当者への研修会を実施し、効果的な利活用が
図れるようにしている。今後は各学校の優れた取り組みも積極的に学校や教職員にＰＲしながら、研修会をさらに充実させていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

校務用の教職員一人１台コンピュータを導入したことにより、会議資料の作成
や印刷にかかる時間、費用が軽減されているので費用対効果を満たしている
と考える。

左記として判断した根拠

機器の故障等による校務への影響を最小限に抑えるため、サーバ等の保守
は専門業者に委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立小・中・特別支援学校の教職員を対象とした情報化の取組であることか
ら、類似事業はないと考える。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
配置したICT機器を効果的に活用できるよう、研究校の実践やアンケート調査結果を参考にしながら業務を継続していく。また、効果的
な利活用については、機会あるごとに学校や教職員に積極的にPRしながら事業を進めていく。また、今後建築される予定の新設校への
ＰＣ配置や特別支援学校へのＰＣ配置についても研究しながら対応していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

教職員研修を体系的に実施していることや教育用イントラネットを一元管理し
ていること等から、類似事業はないと考える。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19084101 － 003

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　教育研究所

教育情報ネットワーク推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

情報教育の充実

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-838-0781責任者 問い合わせ先常見　昌弘

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

情報化に主体的に対応し、情報及び情報手段を適切に選択・活用できる能
力を育成することは重要であるため、児童生徒に必要であると考える。

左記として判断した根拠

市立小・中・特別支援学校を対象にした事業であるため、市が実施すべきで
あると考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

研修会実施後の受講者対象アンケートやICT機器活用状況調査の結果等か
ら費用対効果を満たしていると考える。

左記として判断した根拠

機器の故障等による授業等への影響を最小限に抑えるため、ICT機器の保
守は専門業者が行っている。

　事務改善

研修実施状況調査の結果及び文部科学省やIT戦略本部等の方針に基づき
ICT機器を整備していること等から、関東指定都市と同程度のサービス水準
であると考える。

市立小・中・特別支援学校において、ICTを効果的に活用した「分かる授業」の充実及び情報教育の推進を図る。併せて、児童生徒
及び教職員の情報活用能力を育成する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・昭和４８年度）

1.全部直営 2.一部委託

　統廃合後はコストが変動することが考えられますので、使用料の見直し等を
検討します。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

 旧市の施設を継続して利用していることから分散して所在しており、運営効
率の向上や受益差を解消させるためにも、施設の統廃合が必要です。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
 旧市の施設を継続して利用していることから分散して所在しており、運営効率の向上や受益差を解消させるためにも、施設の統廃合が
必要です

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　自然体験活動の達成度や、児童・生徒どうしの理解の深度について、利用
した団体の多くから高い評価を受けています。

左記として判断した根拠

　施設の維持管理業務のうち、既に多くを民間事業者に委託済みですが、職
員の交代による技術継承を円滑化させるためにも、より一層民間事業者の活
用を検討します。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　「自然に触れ」「自然に学び」「自然で鍛える」という理念に基づいて行われる自然体験活動や集団宿泊をとおして、自然との対話や
仲間との深いかかわり合いを体験し、児童・生徒の健全育成を図る舘岩少年自然の家及び赤城少年自然の家を、維持管理するため
の事業です。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

少年自然の家管理運営事業

0241-78-2311責任者 問い合わせ先川本　順一

コード 19462001 － 000
少年自然の家管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　舘岩少年自然の家

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　自然体験活動や集団宿泊をとおして、自然との対話や仲間との深いかかわ
り合いを体験し、児童・生徒の健全育成を図るために必要な事業です。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　独立行政法人国立青少年教育振興機構や埼玉県教育局などが類似した
事業を行っていますが、本市１６０校の規模を受け入れられるだけの収容能
力は到底ありません。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東地方の４つの指定都市においても、同様の事業が実施されています。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　自然体験活動の達成度や、児童・生徒どうしの理解の深度について、利用
した団体の多くから高い評価を受けています。

左記として判断した根拠

　小学校及び中学校学習指導要領を受けたさいたま市の教育課程編成要領
に基づいていますので、民間人が実施することは法令上差し支えます。

　事務改善

 関東地方の４つの指定都市においても、同様の事業が実施されています。

　学習指導要領に基づく自然体験活動の充実のため、都市部で生活するさいたま市の児童・生徒が、この施設を活用した多岐にわた
る野外活動をとおして、自然への畏敬の念、集団の一員として他者を思いやる心、規律ある態度等を育て、社会性・協調性をはぐくむ
ことを目的とした事業です。

　都市部で生活するさいたま市の児童・生徒が、自然への畏敬の念、集団の
一員として他者を思いやる心、規律ある態度等を育て、社会性・協調性をは
ぐくむために必要な事業です。

左記として判断した根拠

　さいたま市『子ども潤いプラン』の重点推進事業に位置づけられていること
からも、さいたま市が積極的に推進すべき事業です。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・昭和４８年度）

3.全部委託

0241-78-2311責任者 問い合わせ先川本　順一所管部署 教育委員会事務局　舘岩少年自然の家

少年自然の家野外活動事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

少年自然の家野外活動事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19463001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　さいたま市の他の部署では、類似の事業は実施していません。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　旧四市合併後は利用する学校数が激増したため、少年自然の家以外の保養施設も使用して対応していますが、施設環境による制約
が大きく影響し、活動による受益差が生まれています。こうした事象の改善を模索しながら、引き続き事業を継続させる必要があります。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（与野市　　　　　）・昭和４７年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

岩槻学校給食センターと同一事業内容であるが、給食室未整備の小中学校
が単独校調理場方式に移行後、岩槻学校給食センターの廃止が決定してい
るため、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　学校給食を岩槻区内の小中学校（22年度：5校）に提供。今後、自校給食方式に全て移行終了後、既存する小学校の自校給食室の老
朽化に伴う改修工事を行う期間中は、他の施設では学校給食を提供できないため、学校給食を提供するバックアップ施設として有効活
用を図るものです。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

児童生徒に対して、学校給食を通じて日常生活における食事について正し
い理解と習慣を養う。学校生活を豊かにし明るい社交性を養うなど生涯にわ
たる健全な食生活を営む判断力を養ううえでの教育的効果が高い。

左記として判断した根拠

調理業務の民間委託は、さいたま市の自校方式の一部の学校ですでに実施
しされており、直営の場合と遜色ない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

①学校給食法を踏まえて、学校教育の一環として学校給食を各小中学校に提供することにより、児童生徒に日常生活における食事
について正しい理解と習慣を養い、学校生活を豊かにし明るい社交性を養うために実施している。平成２２年度は、小学校４校（柏崎、
和土、新和、城南）と城南中学校の計５校に学校給食を提供する。（1,655食／日）②与野本町学校給食センターの施設の維持管理
を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

与野本町学校給食センター管理運営事業

０４８－８５４－３１７９責任者 問い合わせ先草野文夫

コード 19604001 － 001
与野本町学校給食センター管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例、雇用保険被保険者負担分

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　与野本町学校給食センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

学校教育の一環として実施しており、児童生徒に対する「食育」の役割を果た
している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校給食法及び学校給食法施行令により、施設、設備に要する経費並びに
給与その他の人件費は義務教育諸学校の設置者となっている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

小学校は、いずれの政令指定都市も学校給食を完全実施しているが、中学
校で、完全実施しているのは、千葉市とさいたま市である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ キ

必要最小限の費用で施設の維持管理を行っており、費用対効果は満たして
いる。ただし、他の用途に転用できない施設であるため、解体し跡地を公園と
して整備し有効活用することが決定されている。

左記として判断した根拠

機械警備により警備を行い、人間警備より費用を削減している。

　事務改善

平成１６年３月３１日に廃止した日進学校給食センターの管理を行う。

すでに廃止した施設であり、他の用途に転用できないため、安全管理上から
も解体し跡地を有効活用する必要がある。

左記として判断した根拠

市が設置した施設であり、施設の保全及び安全管理上、市が実施すべき事
業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　）・　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８５４－３１７９責任者 問い合わせ先草野文夫所管部署 教育委員会事務局　与野本町学校給食センター

旧日進学校給食センター管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

旧日進学校給食センター管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 19603001 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
同センターは、市の方針で自校給食方式の移行に基づき、平成15年度末で廃止。跡地の利活用について全庁的問題と捉え平成15年
12月に市に調整を依頼。平成21年2月、市から同センターの跡地活用は、「都市公園」として整備決定。今後、解体及び解体後等を含め
関係部署等と調整・協議をし事業を進めてまいります。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

エ

平成１３年５月１日以後（　平成２２年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
同センターは、市の方針で自校給食方式の移行に基づき、平成15年度末で廃止。跡地の利活用について全庁的問題と捉え平成15年
12月に市に調整を依頼。平成21年2月、市から同センターの跡地活用は、「都市公園」として整備決定。今後、解体及び解体後等を含め
関係部署等と調整・協議をし事業を進め、解体終了後、都市局へ用地を移管します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市が保有している土地の有効活用を図ることができる。

左記として判断した根拠

解体工事実施設計、解体工事、家屋事前事後調査について、専門性のある
業者に委託することにより、成果を低下させずコストを削減することが可能で
ある。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

旧日進学校給食センターを解体し、跡地を都市公園課に引継ぐ。都市公園課が今後、都市公園として整備していく。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

旧日進学校給食センター管理運営事業

０４８－８５４－３１７９責任者 問い合わせ先草野文夫

コード 19603001 － 002
旧日進学校給食センター解体工事事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　与野本町学校給食センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

すでに廃止した施設であり、他の用途に転用できないため、安全管理上から
も解体し跡地を有効活用する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市が設置した施設であるので、解体工事は市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

学校給食法及び学校給食法施行令により、施設、設備に要する経費並びに
給与その他の人件費は義務教育諸学校の設置者となっている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

小学校は、いずれの政令指定都市も学校給食を完全実施しているが、中学
校で、完全実施しているのは、千葉市とさいたま市である。

有効性

根拠

学校教育の一環として実施しており、児童生徒に対する「食育」の役割を果た
している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　学校教育部　岩槻学校給食センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例、雇用保険被保険者負担分

根拠法令

実施方法

妥当性

岩槻学校給食センター管理運営事業

０４８－７５７－５３５９責任者 問い合わせ先所長　関本　明

コード 19604501 － 000
岩槻学校給食センター管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

①学校給食法を踏まえ学校教育の一環として学校給食を各小中学校に提供することにより、児童生徒に日常生活における食事につ
いて正しい理解と習慣を養い、学校生活を豊かにし明るい社交性を養うために実施している。平成２２年度は、小学校９校（岩槻・太
田・川通・慈恩寺・河合・東岩槻・城北・上里・西原）中学校５校（岩槻・川通・慈恩寺・城北・桜山）の１４校に学校給食を提供する。
（6,868食／日）②岩槻学校給食センターの施設の維持管理を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 岩槻学校給食センター管轄の学校において、自校給食に切り替え終了した時点で閉鎖する予定である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

児童生徒に対して、学校給食を通じて日常生活における食事について正し
い理解と習慣を養う。学校生活を豊かにし明るい社交性を養うなど生涯にわ
たる健全な食生活を営む判断力を養ううえでの教育的効果が高い。

左記として判断した根拠

調理業務の民間委託は、さいたま市の自校方式の一部の学校ですでに実施
しされており、直営の場合と遜色ない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

与野本町学校給食センターと同一事業内容であるが、給食室未整備の小中
学校が単独校調理場方式に移行後、当学校給食センターの廃止が決定して
いるため、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　）・昭和４７年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

イ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

216



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は４校存在するが、それぞれ学校の特徴を生かしている。
本校は中高一貫教育校であり、他の高校との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
市立高校４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要がある。
事業の内容を精査し、民間委託が可能な業務に対して対費用効果を検討する。また、各学校において個々に行っている業務について、
本庁組織として一括処理することにより、経費の削減を図ることができないか等、事務組織のあり方を含めて検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の管理運営に要する事業で、教育活動に必要不可欠な事業であ
り、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

職員が実施すべき最小限必要な業務についてのみ職員が対応し、その他の
業務については民間委託により行う事は可能である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

高等学校の管理運営に要する経費で、消耗品費や光熱水費及び通信運搬費等が主なものであり、教育活動上に必要不可欠な事務
的経費である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

高等学校管理運営事業

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎

コード 19241501 － 000
高等学校管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例　・　さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　浦和高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市立高等学校は、「さいたま市学校設置条例」に基づき設置されており、市民
に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

高等学校は、国立・県立・私立とそれぞれ類似する施設が存在する。
ただし、市立高校として存続するのであれば、市が実施することになる。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

相模原市は市立高校が存在しないため、関東指定都市を上回るサービス水
準である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
事業の内容を精査し、民間委託が可能な業務及びその対費用効果を検討する。
また、施設保守管理委託等の契約事務及びその他の事務において、本庁組織として一括処理することにより、経費の削減を図ることが
できないか等、事務組織のあり方を含めて検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

各学校施設等の維持管理は、各学校において管理しなければならない為、
事業を統合することは困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19244001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　浦和高等学校

施設等維持管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

施設等維持管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市立高等学校は、「さいたま市学校設置条例」に基づき設置されており、市民
に必要な事業である。

左記として判断した根拠

市の施設維持管理は市で行うべきであり、市立高校として存続するのであれ
ば、市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

充実した教育環境の整備と生徒の安全性確保のための事業であり、費用に
見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

学校用務（校内清掃等）について、一部民間委託は実施済である。
職員が実施すべき最小限必要な業務についてのみ職員が対応し、その他の
業務については民間委託により行う事は可能である。

　事務改善

相模原市は市立高校が存在しないため、関東指定都市を上回るサービス水
準である。

充実した教育環境の整備と生徒の安全性を確保するために、学校施設の維持管理及び修繕、警備業務をはじめとした保守管理委託
等に要する経費である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本事業は、学校運営に必要な備品の購入であり、高等学校管理運営事業と
の統合は可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 高等学校管理運営事業との統合を検討する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の校用備品の購入に要する事業で、教育活動に必要不可欠な事
業であり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

職員が実施すべき最小限必要な業務についてのみ職員が対応し、その他の
業務については民間委託により行う事は可能である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校運営に必要な備品を整備する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

校用備品整備事業

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎

コード 19246501 － 000
校用備品整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　浦和高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市立高等学校は、「さいたま市学校設置条例」に基づき設置されており、市民
に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

高等学校は、国立・県立・私立とそれぞれ類似する施設が存在する。
ただし、市立高校として存続するのであれば、市が実施することになる。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

相模原市は市立高校が存在しないため、関東指定都市を上回るサービス水
準である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
市立４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要がある。
各学校において個々に行っている業務について、本庁組織として一括処理することにより、経費の削減を図ることができないか等、事務
組織のあり方を含めて検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は４校存在するが、本校は中高一貫教育を実施しており、他の高校
との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19261001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　浦和高等学校

クラブ活動等推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

クラブ活動等推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市立高等学校は、「さいたま市学校設置条例」に基づき設置されており、市民
に必要な事業である。

左記として判断した根拠

高等学校は、国立・県立・私立とそれぞれ類似する施設が存在する。
ただし、市立高校として存続するのであれば、市が実施することになる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

高等学校のクラブ活動に要する事業で、教育活動に必要不可欠な事業であ
り、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

職員が実施すべき最小限必要な業務についてのみ職員が対応し、その他の
業務については民間委託により行う事は可能である。

　事務改善

相模原市は市立高校が存在しないため、関東指定都市を上回るサービス水
準である。

クラブ活動の充実と生徒の健康な心身を育成するために必要な消耗品や備品を購入する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は４校存在するが、本校は中高一貫教育を実施しており、他の高校
との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
市立４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要がある。
各学校において個々に行っている業務について、本庁組織として一括処理することにより、経費の削減を図ることができないか等、事務
組織のあり方を含めて検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の教科教材に要する事業で、教育活動に必要不可欠な事業であ
り、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

職員が実施すべき最小限必要な業務についてのみ職員が対応し、その他の
業務については民間委託により行う事は可能である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

きめ細やかな学習指導の実践、進路や人生に役立つ幅広い知識を吸収できる環境を提供するため、各教科で必要な教材や、図書
室に備える図書を購入する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

各教科教材整備事業

８８６－２１５１責任者 問い合わせ先藤林　邦禎

コード 19265001 － 000
各教科教材整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　浦和高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市立高等学校は、「さいたま市学校設置条例」に基づき設置されており、市民
に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

高等学校は、国立・県立・私立とそれぞれ類似する施設が存在する。
ただし、市立高校として存続するのであれば、市が実施することになる。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

相模原市は市立高校が存在しないため、関東指定都市を上回るサービス水
準である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立高校として存続するのであれば、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市内の市立高校と比較して同レベルと思われる。
相模原市は市立高校は無し

有効性

根拠

市外生が約半数を占めているため、必ずしも市民に必要とはいえない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部浦和南高校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例、行政財産の使用料に関する条例

根拠法令 さいたま市立高等学校管理規則

実施方法

妥当性

高等学校管理運営事業

048-862-2568責任者 問い合わせ先原田　和明

コード 19242001 － 000
高等学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校管理運営に関し、円滑かつ効果的な学校運営を推進するための経費で、消耗品費や光熱水費及び通信運搬費等が主なもので
あり、教育活動上に必要不可欠な事務的経費である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
各学校で個別に行っている共通事務（同様な事務）を、本庁組織として一括集約するなど、事務組織を見直すことにより、経費の削減を
図ること図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の管理運営に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業で
あり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務については、職員が対応すべきであるが、消耗品・印刷物
等の発注・管理は民間委託でも可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は4校存在するが、それぞれの学校の特徴を生かし、様々な活動を
しているため、他の高校との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（ 浦和市・大宮市　　）・　　　   年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
各学校で個別に行っている共通事務（同様な事務）を、本庁組織として一括集約するなど、事務組織を見直すことにより、経費の削減を
図ること図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は4校存在するが、それぞれの学校の特徴を生かし、様々な活動を
しているため、他の高校との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19244501 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令
さいたま市学校設置条例
さいたま市立高等学校管理規則

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部浦和南高校

施設等維持管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

施設等維持管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-862-2568責任者 問い合わせ先原田　和明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（ 浦和市・大宮市　　）・　　　   年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市外生が約半数を占めているため、必ずしも市民に必要とはいえない。

左記として判断した根拠

市立高校として存続するのであれば、市が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

高等学校の管理運営に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業で
あり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務については、職員が対応すべきであるが、学校用務（校内
清掃等）については一部民間委託でも可能である。

　事務改善

関東指定都市内の市立高校と比較して同レベルと思われる。
相模原市は市立高校は無し

充実した教育環境の整備と生徒の安全性を確保するために、学校施設の維持管理及び不具合の修理、並びに校舎の老朽箇所等の
修繕、警備業務をはじめとする保守管理委託等に要する経費である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立高校として存続するのであれば、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市内の市立高校と比較して同レベルと思われる。
相模原市は市立高校は無し

有効性

根拠

市外生が約半数を占めているため、必ずしも市民に必要とはいえない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部浦和南高校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

校用備品整備事業

048-862-2568責任者 問い合わせ先原田　和明

コード 19247001 － 000
校用備品整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

学校内における校用備品（教室・職員室の机イス等）の購入、整備をすることにより、有効かつ適切に備品を活用し、より充実した教育
を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
各学校で個別に行っている共通事務（同様な事務）を、本庁組織として一括集約するなど、事務組織を見直すことにより、経費の削減を
図ること図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の管理運営に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業で
あり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務については、職員が対応すべきであるが、その他につい
ては民間委託でも可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は4校存在するが、それぞれの学校の特徴を生かし、様々な活動を
しているため、他の高校との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（ 浦和市・大宮市　　）・　　　   年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
各学校で個別に行っている共通事務（同様な事務）を、本庁組織として一括集約するなど、事務組織を見直すことにより、経費の削減を
図ること図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は4校存在するが、それぞれの学校の特徴を生かし、様々な活動を
しているため、他の高校との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19262001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部浦和南高校

クラブ活動等推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

クラブ活動等推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-862-2568責任者 問い合わせ先原田　和明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（ 浦和市・大宮市　　）・　　　   年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市外生が約半数を占めているため、必ずしも市民に必要とはいえない。

左記として判断した根拠

市立高校として存続するのであれば、市が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

高等学校の管理運営に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業で
あり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務については、職員が対応すべきであるが、その他につい
ては民間委託でも可能である。

　事務改善

関東指定都市内の市立高校と比較して同レベルと思われる。
相模原市は市立高校は無し

生徒を対象に、クラブ活動に必要な物品を整理し、充実したクラブ活動等が推進出来るよう、使用する消耗品や備品を購入する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市立高校として存続するのであれば、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市内の市立高校と比較して同レベルと思われる。
相模原市は市立高校は無し

有効性

根拠

市外生が約半数を占めているため、必ずしも市民に必要とはいえない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局学校教育部浦和南高校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

各教科教材整備事業

048-862-2568責任者 問い合わせ先原田　和明

コード 19266001 － 000
各教科教材整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

生徒を対象に、教材が整備された内容で各教科の授業を受けるために、各教科の教材及び図書室に図書等を購入する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
各学校で個別に行っている共通事務（同様な事務）を、本庁組織として一括集約するなど、事務組織を見直すことにより、経費の削減を
図ること図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の管理運営に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業で
あり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務については、職員が対応すべきであるが、その他につい
ては民間委託でも可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は4校存在するが、それぞれの学校の特徴を生かし、様々な活動を
しているため、他の高校との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（ 浦和市・大宮市　　）・　　　   年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

高校は国立・県立・私立があり、ほとんどの中学校卒業者は高校に進学して
いる。（学校教育法第２条　学校は、国、地方公共団体及び学校法人のみが
設置することができる。）

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

相模原市は市立高校が無いことから、関東指定都市内の市立高校と比較し
て同レベル以上と思われる。

有効性

根拠

市立高等学校は「さいたま市立学校設置条例」に基づいて設置されている。
生徒・保護者の信頼も厚く、概ね高い志願倍率を保っており、進学を希望す
る生徒も多いため必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　大宮北高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例、さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

高等学校管理運営事業

048-663-2912責任者 問い合わせ先山﨑　一夫

コード 19242501 － 000
高等学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

高等学校の管理運営に要する経費で、消耗品費や光熱水費及び通信運搬費、賃借料等が主なものであり、教育活動上に必要不可
欠な事務的経費である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
市立４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要がある。
各学校で個別に行っている共通事務（ごみ収集委託やパソコン・空調の賃貸借等）を、本庁組織(教育財務課等）にて一括集約するな
ど、事務改善をすることにより、経費の削減を図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

充実した教育環境の整備と生徒の安全性の確保のための事業であり、費用
に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

学校用務（校内清掃等）について、一部民間委託は可能であり、既に委託に
より実施しているものもある。最小限必要な業務について職員が対応し、その
他については民間委託により行うことは可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は４校存在し、それぞれの学校で「特色ある学校づくり」を推進して
おり、他の高校との統合は困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和３１年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
市立４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要がある。
各学校で個別に行っている共通事務（警備業務をはじめとする業務委託等）を、本庁組織(教育財務課または学校施設課）にて一括集
約するなど、事務改善をすることにより、経費の削減を図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は４校存在するが、学校ごとに施設の形態が異なるため他の高校と
の統合は困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19245001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　大宮北高等学校

施設等維持管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

施設等維持管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-663-2912責任者 問い合わせ先山﨑　一夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和３１年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市立高等学校は「さいたま市立学校設置条例」に基づいて設置されている。
生徒・保護者の信頼も厚く、概ね高い志願倍率を保っており、進学を希望す
る生徒も多いため必要である。

左記として判断した根拠

さいたま市が、市立高校として設置しているもので、市が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

充実した教育環境の整備と生徒の安全性の確保のための事業であり、費用
に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

学校用務（校内清掃等）について、一部民間委託は可能であり、既に委託に
より実施しているものもある。最小限必要な業務について職員が対応し、その
他については民間委託により行うことは可能である。

　事務改善

相模原市は市立高校が無いことから、関東指定都市内の市立高校と比較し
て同レベル以上と思われる。

充実した教育環境の整備と生徒の安全性を確保するために、学校施設の維持管理及び修繕、警備業務をはじめとした保守管理委託
等に要する経費である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

高校は国立・県立・私立があり、ほとんどの中学校卒業者は高校に進学して
いる。（学校教育法第２条　学校は、国、地方公共団体及び学校法人のみが
設置することができる。）

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

相模原市は市立高校が無いことから、関東指定都市内の市立高校と比較し
て同レベル以上と思われる。

有効性

根拠

市立高等学校は「さいたま市立学校設置条例」に基づいて設置されている。
生徒・保護者の信頼も厚く、概ね高い志願倍率を保っており、進学を希望す
る生徒も多いため必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　大宮北高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

校用備品整備事業

048-663-2912責任者 問い合わせ先山﨑　一夫

コード 19247501 － 000
校用備品整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教員用の机や生徒用のロッカー等の備品に要する経費で、高等学校の管理運営上、教育活動上に必要不可欠な事務的経費であ
る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

市立４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要があるが、管理運営事業と統合可能
である。
各学校で同様の物品を同時に購入する場合は、本庁組織（教育財務課）にて一括集約するなど、事務改善をすることにより、経費の削
減を図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の校用備品の購入等に要する事業で、教育活動上に必要不可欠
な事業であり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務について職員が対応し、内容によって民間委託は可能で
ある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本事業は、学校運営に必要な備品購入事業のため、管理運営事業に統合
することは可能である。なお、市立高校４校は、それぞれの学校で「特色ある
学校づくり」を推進しており、他の高校との統合は困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和３１年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
市立４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要がある。
各学校で同様の物品を同時に購入する場合は、本庁組織（教育財務課）にて一括集約するなど、事務改善をすることにより、経費の削
減を図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は４校存在し、各校ごとにクラブの活動状況は異なっているため、
他の高校との統合は困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19263001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　大宮北高等学校

クラブ活動等推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

クラブ活動等推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-663-2912責任者 問い合わせ先山﨑　一夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和３１年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市立高等学校は「さいたま市立学校設置条例」に基づいて設置されている。
生徒・保護者の信頼も厚く、概ね高い志願倍率を保っており、進学を希望す
る生徒も多いため必要である。

左記として判断した根拠

高校は国立・県立・私立があり、ほとんどの中学校卒業者は高校に進学して
いる。（学校教育法第２条　学校は、国、地方公共団体及び学校法人のみが
設置することができる。）

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

高等学校のクラブ活動に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業で
あり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務について職員が対応し、内容によって民間委託は可能で
ある。

　事務改善

相模原市は市立高校が無いことから、関東指定都市内の市立高校と比較し
て同レベル以上と思われる。

高等学校の部活動等に必要な備品、消耗品に要する経費で、部活動の活性化と進展を図ることに必要不可欠な事務的経費である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

高校は国立・県立・私立があり、ほとんどの中学校卒業者は高校に進学して
いる。（学校教育法第２条　学校は、国、地方公共団体及び学校法人のみが
設置することができる。）

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

相模原市は市立高校が無いことから、関東指定都市内の市立高校と比較し
て同レベル以上と思われる。

有効性

根拠

市立高等学校は「さいたま市立学校設置条例」に基づいて設置されている。
生徒・保護者の信頼も厚く、概ね高い志願倍率を保っており、進学を希望す
る生徒も多いため必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　大宮北高等学校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

各教科教材整備事業

048-663-2912責任者 問い合わせ先山﨑　一夫

コード 19267001 － 000
各教科教材整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

高等学校の授業に際して必要な教科教材の備品、消耗品に要する経費で、教育活動上に必要不可欠な事務的経費である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
市立４校がそれぞれ「特色ある学校づくり」を目指しており、事業としては、今後も継続していく必要がある。
各学校で同様の物品を同時に購入する場合は、本庁組織（教育財務課）にて一括集約するなど、事務改善をすることにより、経費の削
減を図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高等学校の授業に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業であり、
費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務について職員が対応し、内容によって民間委託は可能で
ある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校は４校存在するが、それぞれ学校の特徴を生かした授業を行って
おり、他の高校との統合は困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・昭和３１年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国・県・市および私立学校法人が高等学校教育を行っているが、公立高校へ
寄せる市民の期待は高く、さいたま市立高校４校はそれぞれ特色ある教育を
行っている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

千葉市・横浜市・川崎市においては市立高校を設置し、同様な運営を行って
いる。相模原市は市立高校を設置していない。

有効性

根拠

ＩＴ関連事業の充実や光熱水費の支払いなど高校運営の基礎的事業であり、
教育の質を向上させるために必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　大宮西高校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例、さいたま市授業料等徴収条例
施設光熱水費等負担金、地上デジタル放送改修事業（事業債）

根拠法令

実施方法

妥当性

高等学校管理運営事業

048-624-3412責任者 問い合わせ先原田　雅之

コード 19243001 － 000
高等学校管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

消耗品購入、光熱水費、賃借料、旅費、ＯＡパソコン賃貸借、ＬＡＮシステム賃貸借、普通教室エアコン賃借など、高等学校の管理運
営事業であり、教育活動上に必要不可欠な事務経費である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
高校の管理運営に関する基礎的事業である。光熱水費やパソコンの賃借料など必要不可欠の事業であり、教育の質を落とさないために
も継続が必要であるが、事務の一元化や見直しによりコスト削減、事務改善を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

豊かな人間形成に資する教育を行うための基礎的費用である。市立4高校の
市民満足度は７０～８０％と高い。

左記として判断した根拠

事務の一元化、業務の一部委託等を行いコスト削減を行うことは可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

光熱水費、賃借料な施設維持にかかわる支出が多く、統合不可能である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮市　）・　昭和３７年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
高等学校の修繕や施設の保守管理に関する事業である。予防安全の立場から、積極的な施設改修・修繕や、しっかりとした施設管理が
必要となっている。各学校で個別に行っている共通事務（同様な事務）を教育委員会の組織に集約するなど、事務組織を見直すことによ
り、経費の削減を図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

維持管理は各市立高校で迅速・緻密な対応が求められるため、現状では統
合は難しい。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19245501 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市授業料等徴収条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　大宮西高校

施設等維持管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

施設等維持管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-624-3412責任者 問い合わせ先原田　雅之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮市　）・　昭和３７年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

施設の老朽化が進む中、将来を見据え事故防止・予防安全の立場から、施
設改修を積極的に進めることが必要となっている。

左記として判断した根拠

国・県・市および私立学校法人が高等学校教育を行っているが、公立高校へ
寄せる市民の期待は高く、さいたま市立高校４校はそれぞれ特色ある教育を
行っている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

計画的に修繕を行うことで事故を未然に防いでいる。充実した教育環境の整
備と生徒の安全性確保のための事業であり、費用に見合った効果が出てい
る。

左記として判断した根拠

学校用務（校内清掃等）について、一部民間委託は実施済である。最小限必
要な業務について職員が対応し、その他については、民間委託により行う。

　事務改善

千葉市・横浜市・川崎市においては市立高校を設置し、同様な運営を行って
いる。相模原市は市立高校を設置していない。

高校教育の質を維持し、向上させるため、学校施設の各種営繕、改修工事および各種施設の保守管理委託等を行い、事故を未然に
防ぎ安全性を確保するもの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国・県・市および私立学校法人が高等学校教育を行っているが、公立高校へ
寄せる市民の期待は高く、さいたま市立高校４校はそれぞれ特色ある教育を
行っている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

千葉市・横浜市・川崎市においては市立高校を設置し、同様な運営を行って
いる。相模原市は市立高校を設置していない。

有効性

根拠

しあわせ倍増計画による市立高校４校の満足度は、８０～９０％であるが、より
高い満足度を目指すために校内備品等を積極的に整備・更新する必要があ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　大宮西高校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

校用備品整備事業

048-624-3412責任者 問い合わせ先原田　雅之

コード 19248001 － 000
校用備品整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

教育活動のため備品の整備充実・更新を行う事業。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 本事業は、高等学校管理運営事業との統合を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

備品を整備し、豊かな人間形成に資する教育を行っている。

左記として判断した根拠

事務の一元化、業務の一部委託等を行いコスト削減を行うことは可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学校運営に必要な備品の購入事業であり、高等学校管理運営事業との統合
が可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・　昭和３７年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
クラブ活動は高校教育の中でも豊かな人間性を育てるために必要とされる。備品・消耗品の一層の充実が必要である。各学校で個別に
行っている共通事務（同様な事務）を教育委員会の組織に集約するなど、事務組織を見直すことにより、経費の削減を図ることは可能で
ある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市立高校４校が、それぞれ各校の特徴を生かしクラブ活動推進事業を行って
いるため統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19264001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　大宮西高校

クラブ活動推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

クラブ活動推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-624-3412責任者 問い合わせ先原田　雅之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮市　　）・昭和３７年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

クラブ活動を通して豊かな人間性を育てるために備品・消耗品の充実が必要
である。

左記として判断した根拠

国・県・市および私立学校法人が高等学校教育を行っているが、公立高校へ
寄せる市民の期待は高く、さいたま市立高校４校はそれぞれ特色ある教育を
行っている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

高等学校のクラブ活動に要する事業で、教育活動上に必要不可欠な事業で
あり、費用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務については職員が対応し、その他については、民間委託
により行うことは可能である。

　事務改善

千葉市・横浜市・川崎市においては市立高校を設置し、同様な運営を行って
いる。相模原市は市立高校を設置していない。

クラブ活動のための消耗品・備品を整備し、生徒の社会性を高め、豊かな人間性をはぐくむ事業。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国・県・市および私立学校法人が高等学校教育を行っているが、公立高校へ
寄せる市民の期待は高く、さいたま市立高校４校はそれぞれ特色ある教育を
行っている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

千葉市・横浜市・川崎市においては市立高校を設置し、同様な運営を行って
いる。相模原市は市立高校を設置していない。

有効性

根拠

各科教材用の消耗品や図書を充実させることで、授業の水準を高めることが
できる。また、図書室の図書の充実は進路対策としても重要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　学校教育部　大宮西高校

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

各科教材整備事業

048-624-3412責任者 問い合わせ先原田　雅之

コード 19268001 － 000
各科教材整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

各教科用の消耗品および図書の購入や、図書室用の図書の充実を行う事業。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
図書の充実は豊かな人間性を育て人間性を向上させる。また、教科指導の水準の向上に役立ち、進路指導の重要な資料ともなる。今後
も一層の充実が必要である。各学校で個別に行っている共通事務（同様な事務）を教育委員会の組織に集約するなど、事務組織を見直
すことにより、経費の削減を図ることは可能である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

豊かな人間形成に資する教育を行うため図書や消耗品の充実は不可欠であ
る。

左記として判断した根拠

最小限必要な業務については職員が対応し、その他については、民間委託
により行うことは可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

教材整備は各市立高校で異なる対応が求められるため、現状では統合は難
しい。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　）・　昭和３７年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

「さいたま市生涯学習推進計画」の目標施策である「学習環境のユニバーサ
ルデザイン化」や「多彩な学習機会の提供」につながる事業であり、市が実施
すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他市においても、概ね同様の講座等は実施しているが、聴覚障害者のため
の講座については他市での事例は少ない。

有効性

根拠

講座の内容は、学校等の持つ人的・知的・物的資源を生かしたものであり、
高度化・多様化した市民の学習要求に対応したものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

生涯学習推進事業

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

コード 193410 － 001
委託講座事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民の持つ高度かつ専門的な学習意欲にこたえるため、さいたま市内の中学校・高等学校や大学に委託し、市民向け講座を開設し
ている。また、聴覚障害者のための社会教養講座を、障害者団体に委託し開設している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
「さいたま市生涯学習推進計画」に基づく事業として今後も継続すべき事業であるが、他部署で実施している講座等の事業との関連性
について、今後整理する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

委託費用により受講者の受講料は低く抑えられており、市民の満足度は高
い。

左記として判断した根拠

事業実施を大学等に委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

既に実費相当の受講料は徴収している。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他部署で実施している講座等の事業との統合については、検討の余地があ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
現在、スクールプラザ事業として学校施設の開放を実施している２校については、地域の利用団体と協議をしながら見直しを行い、学校
施設使用規則に基づく市内統一的な使用形態への移行を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

現在、スクールプラザ事業として学校施設の開放を実施している２校につい
ては、地域の利用団体と協議をしながら見直しを行い、学校施設使用規則に
基づく市内統一的な使用形態への移行を検討する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 193410 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

生涯学習推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

学校施設開放事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・平成５年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

地域住民の文化活動等を対象とし、市民団体に学校施設を活動場所として
提供する。

左記として判断した根拠

国や県、民間の実施状況は不明であるが、それぞれ、国立、県立、私立学校
を所管するものであり、市立学校を対象とする本事業との役割分担は徹底さ
れている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

地域活動を行っている市民団体の活動場所へのニーズは高く、市民満足度
は高い。

左記として判断した根拠

現在、スクールプラザ事業として学校施設の開放を実施している２校につい
ては、管理人業務を民間委託しており、経費を削減している。

　事務改善

他市においても学校施設の開放について規定を設けている。

一時的な教室等の使用についての光熱水費の算定が難しいことや、学校の
体育施設開放事業との整合性を図るなど、調整が必要となる。

地域社会と学校との緊密な連携を図り、地域に開かれた学校づくりを推進することを目的として、教室等を学校活動に支障のない範
囲で地域住民の文化活動に開放するもの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国や県は同様の事業は実施していない。また、交流により得た経験を、将
来、ボランティアなどの人材育成につなげるためにも、市が実施すべき事業
である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市では実施していないため。

有効性

根拠

障害のある児童とない児童との交流事業を実施することは、児童の健全育成
はもとより、障害の有無や年齢を超えてお互いを尊重し、分かり合う機会とな
るため、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

生涯学習推進事業

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

コード 193410 － 003
障害のある児童とない児童の交流事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

障害のある児童とない児童の生涯学習活動及び交流による健全育成を図ることを目的として、スポーツや工作等のレクリエーション活
動や野外活動（キャンプ）等を実施している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
障害のある児童とない児童との交流事業を実施することは、児童の健全育成はもとより、障害の有無や年齢を越えてお互いを尊重し、分
かり合う機会となる。また、交流により得た経験を、将来、ボランティアなどの人材育成につなげるためにも、継続すべき事業であるが、事
務の改善については検討を加える。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

交流事業は、講座、実技指導、スポーツ、レクリエーション、野外活動など
様々な事業を実施し、年間延べ約５００名が参加しており、費用対効果を満た
していると言える。

左記として判断した根拠

福祉関連財団等と支援方策について検討する。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市他課において、類似事業は実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・昭和５６年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
学校の場を利用し、多くの保護者を対象とする家庭教育支援の事業として有意義である。
また、中学校では５７校中１４校、小学校では１０２校中１００校で実施されているなど、学校にも定着している。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

公民館の家庭教育学級等との統合・整理については検討の余地があるが、
公民館での開催では現状の参加者数の確保は困難であり、学校の場を利用
して多くの保護者を対象とする本事業は意義がある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 193410 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

生涯学習推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

子育て講座事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１３年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市                            ）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

家庭における教育力の回復の一助となることを目的としており、保護者にとっ
ては必要性の高い事業である。

左記として判断した根拠

国や県、民間の実施状況は不明であるが、それぞれ、国立、県立、私立学校
を所管するものであり、市立学校の保護者を対象とする本事業との役割分担
は徹底されている。

5.その他（　講師を外部から招いて実施　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

学校の入学説明会等の場を利用しているため、一度に多くの保護者を対象と
することができる。また、実施する学校で直接講師を選定しているため、講師
への報償費も比較的低額に抑えられている。

左記として判断した根拠

上記の理由により、民間委託では見込まれるコストを抑えられている。

　事務改善

他市では、公民館や学校内、ＰＴＡの家庭教育学級として実施している事例
がある。

市立小中学校の保護者（及び入学予定者の保護者）を対象に、就学時健康診断や入学説明会の場を利用し、家庭教育支援を目的
として県の子育てアドバイザー等による子育て講座を実施している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

主に、公民館等の市内の公共施設で実施される講座等の情報を掲載してお
り、市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各関東指定都市においても、情報誌の発行は行っているが、広報紙的なも
のであり、情報量において上回っている。

有効性

根拠

インターネットを活用できない方の検索手段として、自分に合った講座等を簡
単に選べることができるとともに、多様化する学習要求に対応する幅広い内
容を掲載した情報誌の発行は、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

生涯学習推進事業

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

コード 193410 － 005
学習情報収集提供事業（まなベル）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民が自分に合った講座等を気軽に選べるよう、市内の公民館をはじめとした公共施設等で開催を予定している様々な講座やイベン
トなどを掲載した生涯学習情報誌「まなベル」を発行する。発行は年２回（４～９月分・１０～３月分）行っている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
年々多様化する学習要求に対応するため、また、パソコンを持っていない方や十分に活用できない方の検索手段として、自分に合った
講座等を簡単に選べることができるとともに、幅広い内容を掲載した情報誌の発行は、継続すべき事業である。印刷部数や配布方法な
どについては、今後も毎年見直しを行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

生涯学習の意欲が高まっている中、市民ニーズの高い事業であり、費用に見
合った効果（市民満足度）が出ている。

左記として判断した根拠

印刷業務のみ民間委託により実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

学習情報誌を有料配布とすることで歳入確保は可能であるが、インターネット
で情報を得る場合は無料であることや、誰もが「学べる・選べる・生かせる」生
涯学習の情報の周知であることを考慮すると、無料配布が望ましい。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
社会教育における専門的な知見を有する委員から助言・意見を聴取することは、市の社会教育行政にとって必要であり、継続すべき事
業である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 193410 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

生涯学習推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

社会教育委員会議事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

社会教育における専門的な知見を有する委員から助言・意見を聴取すること
は、市の社会教育行政にとって必要であり、市民の社会教育活動にも反映し
ている。

左記として判断した根拠

社会教育法では、社会教育委員について、都道府県及び市町村ともに「置く
ことができる」と規定している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

専門的な知見を有する委員により、社会教育に関する「提言」をまとめるな
ど、市政への貢献度は高い。

左記として判断した根拠

会議議案の選定や会議後の対応などが、すべて市の社会教育行政に直結
する内容であり、民間委託にはふさわしくない。

　事務改善

他市においても社会教育委員を設置しており、同レベルの水準である。

社会教育法第１５条及び市の条例に基づいて社会教育委員を設置し、会議を開催して社会教育に関する意見を聴取する。また、社
会教育委員の全国組織である「全国社会教育委員連合」や、指定都市における組織である「指定都市社会教育委員連絡協議会」等
の会議への出席を通して、社会教育における情報交換等を行う。なお、２２年度は指定都市社会教育委員連絡協議会の開催市と
なっている。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

「子どもの読書活動の推進に関する法律」では、市町村は推進計画を策定す
るよう努めなければならないと規定している。子どもの読書活動を推進するた
め、図書館や学校と連携しながら進めるべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

一次計画が終了する各指定都市においても、二次計画策定に向けて準備を
進めている。

有効性

根拠

読書を楽しむことは、子どもの成長や自己形成にとって重要であるため、計
画を策定し、進行管理を行うことは、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

生涯学習推進事業

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

コード 193410 － 007
子ども読書推進計画事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市では、子どもが読書の楽しさや大切さを知り、より多くの本に親しめるような環境づくりを推進するため、平成１８年に「さいた
ま市子ども読書活動推進計画」を策定し、進行管理を行っている。
本計画の期間が、平成２２年度に終了するため、第二次計画策定に向けて、検討協議を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
一次計画策定前の調査では、不読者の割合が小学生７．９％、中学生２５．２％であったが、平成２１年度に実施した調査では、小学生
２．９％、中学生１２．２％と半分以下となっている。計画を策定し、関連事業の進行管理を行った結果、このような成果につながったと考
えられるため、引き続き二次計画を策定することは必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

平成17年度調査では、不読者の割合が小学生7．9％、中学生25．2％であっ
たが、平成21年度調査では、小学生2．9％、中学生12．2％に減少しており、
計画を策定し関連事業の進行管理を行った成果と考えられる。

左記として判断した根拠

民間に委託した場合、調査・集計業務に係る費用が発生するため、コストの
上昇が見込まれる。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１８年度）平成１３年５月１日前（旧市　　　　　　）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
「ＰＴＡ協議会」は児童生徒の健全育成や、学校教育の推進に重要な役割を果たしており、また、「婦人会」も地域婦人会活動の推進に
果たす役割は大きく、さいたま市における社会教育関係団体として補助事業の継続が妥当であるが、今後も補助事業の妥当性について
は検証を実施していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、両団体への補助金交付等、連絡調整事業を実施して
いない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 193410 － 008

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

生涯学習推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

ＰＴＡ・地域婦人会連絡調整事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

「ＰＴＡ協議会」「婦人会」とも、学校運営の円滑な実施や男女共同参画社会
の実現などを目的とした社会教育団体として果たす役割は大きく、会が実施
する事業の円滑な運営に必要な事業である。

左記として判断した根拠

「ＰＴＡ協議会」「婦人会」とも、さいたま市において社会教育法第１０条の社会
教育関係団体と位置づけられており、国、県等からの補助はない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

市からの補助金により、講演会等の事業や広報誌の作成などが行われてお
り、会が実施する事業の円滑な運営に寄与している。

左記として判断した根拠

　事務改善

多くの市において「ＰＴＡ協議会」「婦人会」については社会教育関係団体と
位置づけ、補助金を交付しているが、一部交付していない市もある。

ＰＴＡ活動の発展と児童生徒の健全育成を図るため、また、地域婦人会活動の振興を図るため、それぞれの団体の事業運営に要する
経費を補助する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

八都県市が協同してＡＥＤの普及啓発に取り組んでいる。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

八都県市首脳会議での合意を受け、近隣指定都市も同様の対応をしてい
る。

有効性

根拠

公共施設を利用する市民の生命の不測の事態に備えるとともに、民間施設
へのＡＥＤの設置の促進を図っている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

生涯学習推進事業

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

コード 193410 － 009
AED整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

平成18年5月に八都県市が定めた「ＡＥＤの普及啓発に向けた基本方針」等に基づき、市民が利用する生涯学習部所管内施設（公民
館・図書館等）へＡＥＤを設置する。
※ＡＥＤ（自動体外式除細動器）とは、心臓がけいれんし血液を流すポンプ機能を失った状態（心室細動）になった心臓に対して、電
気ショックを与え、正常なリズムに戻すための医療機器です。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
ＡＥＤの普及啓発に向けた公共施設への配置については、同種の事業を、市長部局でも実施しているため、市有施設すべてを統合して
実施することにより、組織別の配置から、地区別の配置など、より効率的な事業実施を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

公共施設への設置を率先して行うことにより、鉄道事業者など民間施設への
設置も進んでいる。

左記として判断した根拠

民間リース業者へ委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市長部局においても同様の事業を実施しており、市として担当所管をまとめ
ることは可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　１８　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
現代短歌新人賞は既に10回を重ね全国にさいたま市をアピールする絶好の機会となっている。今後は、博物館や図書館と連携し、収集
した資料の有効利用を図るともに、さいたま市における文学活動推進のソフト事業の目玉事業として、現代短歌新人賞をアピールしてい
く。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

スポーツ文学賞などがあるが、ジャンルや、実施形態が異なるため統合は課
題が多い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 193435 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

文学活動推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

文学活動推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮市　　　）・　　　　１２　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

さいたま市民の文学活動の充実に寄与するため。

左記として判断した根拠

全国規模の賞を実施することにより、さいたま市独自の文学活動のＰＲにもな
る。

5.その他（一部、民間事業者の協賛を得て実施　）4.補助金

　　有

⇒ オ

毎年開催している特別講演会には、一定の集客があり市の事業として定着し
ている。

左記として判断した根拠

既に、受賞作品の発表など、事業の一部について民間事業者の協賛を得て
実施している。

　事務改善

他の指定都市にはない、さいたま市の独自の事業として一定のサービス水準
を維持する必要がある。

旧大宮市ゆかりの歌人大西民子氏の資料の寄贈などを契機として、女性歌人を中心とした文学館の整備計画を進めていた。現在
は、文学館整備の先行事業として平成12年度にスタートした、歌壇に新風をもたらす歌人を表彰する現代短歌新人賞の授与を毎年
度継続実施するなど、さいたま市独自の文学活動を推進している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市所有の地域資料の整理・保存を進めるとともに、地域に根ざしたきめ細か
な展示活動を実施する必要がある事業のため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東指定都市では、郷土の歴史と文化を紹介・展示する総合的な施設
を有している。（横浜市歴史博物館、川崎市市民ミュージアム、千葉市立郷土
博物館、相模原市立博物館等）

有効性

根拠

地域市民が、郷土を知り、郷土を愛する心を育むために、（仮称)与野郷土資
料館の整備は必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

与野郷土資料館整備事業 

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

コード 193445 － 000
与野郷土資料館整備事業 

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

新規公共施設を建設するのではなく、既存の公共施設を活用し、旧与野市区域にゆかりの深い資料を保存・展示する（仮称)与野郷
土資料館を整備し、地域密接型の各種事業を実施していくことである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
旧与野区域にゆかりの深い資料の整理、保存・展示施設の確保は、旧与野市から引き継いだ課題ではあるが、既に、既存の公共施設の
活用を目指すなど、事業進捗方向の見直しを実施している。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

新規公共施設を建設するのではなく、既存の公共施設を活用するとした時点
で一定の効果を上げている。

左記として判断した根拠

市有地の保守管理業務を現在は民間委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市内には博物館、見沼くらしっく館、民家園等地域密接型の各種事業を行う
博物館類似施設を有しているが、旧与野区域にはない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　与野市　）・　８　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
（仮称）与野郷土資料館については新たな整備は行わず、既存施設を活用した郷土資料の保存・展示をしていく方針であるため、その
具体的な計画が確定した時点で、基金の活用策を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

設置目的が類似する基金はない。なお、当該基金の設置目的は、旧与野区
域市内に郷土資料館を整備することである。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 193440 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市与野郷土資料館整備基金条例第４条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習振興課

与野郷土資料館建設基金積立金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

与野郷土資料館建設基金積立金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1700責任者 問い合わせ先高見澤　妙子

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　与野　　　　　）・　　　　１３　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

与野郷土資料館整備基金積立金は、（仮称)与野郷土資料館の整備に必要
なものである。

左記として判断した根拠

基金条例に基づく積立金であり、市の公金の管理が主な業務であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

土地貸付収入及び運用益を基金に繰入れしている。

左記として判断した根拠

基金条例に基づく積立金であり、市の公金の管理が主な業務であるため。

　事務改善

設置目的が類似するような基金は関東指定都市にはない。

（仮称）与野郷土資料館の整備費用に充当するために設置した与野郷土資料館整備基金の管理を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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※　この事業は、直接的な予算を伴わない事業のため、総点検表（様式２）の作成は
　していません。

事業名：生涯学習推進計画事業（通番２４９）



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市・平成６年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

当該事業は、他部局において類似事業を実施しているが、教育分野（学校教
育・社会教育）での人権問題解決のため実施されるものであり、役割を分担し
ている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容

当該事業は同和問題をはじめ、女性・子ども・高齢者・障害者・外国人など様々な人権問題の解決のために学校教育・社会教育におい
て継続的・計画的に人権教育・啓発を遂行するものである。
人権啓発講演会や公民館における人権講座参加者の増加傾向があり、市民及び教職員等の人権意識の高揚を図るため、今後も事業
に創意工夫を加えながら継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

当該事業は、学校教育･社会教育分野において、継続的、計画的に実施され
る事業であり、効果がすぐには得にくいものではあるが、人権教育推進の観
点から効果を満たしている。

左記として判断した根拠

当該事業は「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に則り地方公共
団体の責務を担うものであり、人権問題の解決を目指す関係機関、団体との
連携を深めながら継続する必要のあるもので、民間への委託はなじまない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

人権啓発講演会・人権同和問題の理解を図る講座（公民館人権に関する講座）・市立各学校への人権教育年間指導計画作成依頼・
教職員対象の人権教育研修会の開催・各種教育啓発資料等の作成などを積極的に推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

人権教育推進事業

０４８－８２９－１７０７責任者 問い合わせ先関口　一郎

コード １９３４２０ － 000
人権教育推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 生涯学習部　生涯学習振興課　人権教育推進室

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

同和問題をはじめとする女性・子ども・高齢者・障害者・外国人などの様々な
人権問題の解決のため、当該事業は必要不可欠である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

人権教育推進のための取り組み・課題が多岐にわたり、当該事業の役割分
担は市でなければならないものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

当該事業は、他市においても同様に実施している事業である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

当該事業は、近年利用者が増加傾向にあり、地域における教育・交流施設と
しての役割を果たしており、効果を満たしている。

左記として判断した根拠

当該事業は「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に則り地方公共
団体の責務を担うものであり、市の運営・管理の下行われる必要のあるもの
で、民間への委託はなじまない。

　事務改善

国、県、近隣指定都市では人権教育集会所は設置していない。

地域社会における人権教育・啓発を推進するため、地域住民の教育･文化の向上と交流及び人権意識の高揚を図るため、当該事業
では、人権教育集会所の運営・管理を行っている。

当該事業は、様々な人権問題の解決のため、地域における人権意識の高揚
や地域交流を図るための人権教育・啓発推進のため必要な事業である。

左記として判断した根拠

当該事業は国、県、民間で類似の事業を行っておらず、市によって実施され
るべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市・岩槻市・　昭和47年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１７０７責任者 問い合わせ先関口　一郎所管部署 生涯学習部　生涯学習振興課　人権教育推進室

人権教育推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

集会所管理運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方債

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード １９３４２０ － ００１

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

当該事業は地域における人権問題の解決を目指して人権教育・啓発を推進
するための施設運営・管理であり、代替できるものではない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

当該事業の集会所は近年、利用者の増加傾向にあり、市民の人権教育・啓発の推進や地域交流の場としての役割は今後ますます大き
なものとなることが予想される。
地方公共団体の責務を遂行するための社会教育施設として建設されたものであることから、今後とも市の運営・管理の下、創意工夫を加
え事業を継続する。なお、鹿室南集会所については、施設の整備や新たな事業展開など、改善しながら継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 文化財保護法第118条、同第31条第1項

実施方法

妥当性

文化財保護事業

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

コード 19381001 － 001
国指定史跡見沼通船堀整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

緑区に所在し、閘門式運河として名高い国指定史跡「見沼通船堀」の管理団体として、史跡の良好な管理を実施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

国指定史跡の管理団体として、例年と同様に、腐朽した関枠の修繕、通船堀の良好な状態を保つための管理を実施するが、その手法
やコストについても、毎年検討を行う。また、史跡の老朽化に対して平成２５年度から再整備を行うが、他の史跡の再整備の手法を調査し
ながら、国庫補助金の導入や、より効果的・経済的な施工方法の検討などの準備を進めつつ、市民へのＰＲも今以上に増やし、国民の
文化的生活を営む権利を保障する一助ともする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

清掃や樹木剪定等の維持管理、堤塘の修繕など一部については民間委託
を実施済。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　浦和市　　　　）・　昭和57　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
国指定特別天然記念物の所有者として、サクラソウ自生地の良好な環境や植生の維持を図っていくが、その手法やコストについても、毎
年検討を行う。特に、今年度から3カ年計画で保存管理計画を策定し、市の花・県の花でもあるサクラソウのより有効な保護手法を確立す
るが、他自治体の取組みを調査するなど、より効果的な手法への工夫の余地について検討を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19381001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 文化財保護法第120条、同第31条第1項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

文化財保護事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

国指定特別天然記念物田島ケ原サクラソウ自生地保存管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　浦和市　　　）・　　大正10　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

左記として判断した根拠

冬季に実施している「草焼き」については、民間委託を実施済。

　事務改善

荒川左岸に所在し、市の花、県の花にもなっている国指定特別天然記念物「田島ケ原サクラソウ自生地」の所有者として、自生地の良
好な管理を実施するとともに、普及啓発のために必要な事業を実施する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 文化財保護法第１２０条、同法第３１条第１項

実施方法

妥当性

文化財保護事業

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

コード 19381001 － 003
国指定史跡真福寺貝塚整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

昭和50年7月に国の史跡に指定された岩槻区の「真福寺貝塚」について、昭和63年度に策定された「真福寺貝塚保存管理計画」に基
づく整備を実施し、文化財としての保護保存と史跡公園としての活用を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
国指定史跡の所有者として、適正な維持管理を実施するため、常時その必要性や内容の見直しを行い、手法やコストの検討によって最
少の費用で最大の効果を得られるよう工夫を行う。また、今後の史跡整備のための発掘調査の計画検討などにもコストと効果の検証を行
いつつ、整備の方向性を固める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

史跡の環境保全のための草刈り等について、業務委託を実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・平成元年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
史跡の適正な維持管理を実施するため、常時その必要性や内容の見直しを行い、手法やコストの検討によって最少の費用で最大の効
果を得られるよう工夫を行う。また、市民の満足度を満たす保存管理計画を策定するため、その準備として地元要望などのニーズを適確
に把握し、効果的な整備の方向性を固める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

史跡の内容は、その史跡固有の状況にあり、整備手法も多岐にわたるので、
類似の事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19381001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

文化財保護事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

馬場小室山遺跡整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１８年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

歴史上・学術上価値の高いものとして市により指定しており、歴史、文化等の
正しい理解のため欠くことのできないものであり、市民の文化的向上を図るた
め必要な事業である。

左記として判断した根拠

指定された史跡の所有者として、さいたま市がその保存及び活用を図ることと
なっている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

整備に関してはその前段階であるが、史跡の保存管理は、地元要望を充た
す内容で実施しており、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

史跡の環境保全のための草刈、樹木剪定等について、業務委託を実施して
いる。

　事務改善

各地の史跡はその史跡の内容と整備段階に応じた保存・活用状況にあるの
で、その提供している市民サービスの水準は個々の史跡の状況に応じたもの
となっている。

平成１７年３月に市の史跡に指定された緑区の「馬場小室山遺跡」は、縄文時代の盛土遺構を伴う大規模・拠点的な集落跡であり、ま
た、住宅地に近接した貴重な緑地でもある。この史跡について、保存管理計画を策定し適切な管理・保全を実施するとともに、整備計
画策定に着手し、市民の生涯学習の場、憩いの空間として整備を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市内に残された多くの文化財を保護するための事務を正確に、また、普遍
的、統一的に実施するには市が責任を持って実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

より充実した文化財保護行政を推進し、指定文化財を適切に管理するために
は、補助金交付などさらなる充実した施策が求められる。

有効性

根拠

文化財は一人市民のものではなく、市民共有の財産である。市民が文化的
な生活を営む上で必要不可欠なものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例第７条

根拠法令

実施方法

妥当性

文化財保護事業

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

コード 19381001 － 005
指定文化財の保存・活用事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内に残る貴重な指定文化財を後世に伝えて、市民共有の宝とするための諸事業を実施する。例えば文化財の基礎調査を実施して
文化財の所在を確認し、その中から重要なものを選定して指定し、管理する。また、補助金交付などを実施して、指定文化財の良好
な維持管理を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

さいたま市の歴史や文化を正しく理解することのできる文化財を新たに指定していくとともに、既に指定した文化財の適正な管理を実施
し、その効果については文化財保護審議会にて検証を行う。また、指定文化財の良好な維持管理のため支出している補助金について
は、特にその必要性を十分に精査し、その所有者の負担状況を考慮しながら、最少の費用で最大の効果が得られるよう、他自治体の手
法の情報を収集するなどの工夫を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本来、文化財保護行政は費用対効果を追及すべきものではないと考えるが、
文化財の保存活用に関する施策を実施しており、それによって文化財が良好
に保存されている点を考えると、費用対効果は満たしていると考えられる。

左記として判断した根拠

法律の規定により、地方公共団体による適切な管理が求められている。また、
国民共有の財産であるという点から市が積極的に行うべきべきであるが、一
部については既に民間委託を実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

文化財保護行政は文化財保護課の所掌事項であり、他の部署において類似
事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　各市　　　　）・　　昭和33　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
広く市民が文化財の重要性を理解し文化的な生活を送れるように、文化財に関する情報を発信する。そのため、パンフレットの作成、説
明板の設置などを実施するが、作成内容の見直しを常時行い、手法やコストの検討により、市民ニーズに応えるきめ細かな普及活動を
実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

文化財保護行政は文化財保護課の所管事項であり、他の部署において類似
事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19381001 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

文化財保護事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

指定文化財の普及・啓発事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　各市　　　　）・　　昭和33　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

文化財は一人市民のものではなく、市民共有の財産である。市民が文化的
な生活を営む上で必要不可欠なものである。

左記として判断した根拠

市内に残された多くの文化財の普及啓発の事務を正確に、また、普遍的、統
一的に実施するには市が責任を持って実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

本来、文化財保護行政は費用対効果を追及すべきものではないと考えるが、
文化財の普及啓発に関する施策を実施しており、良好に活用されている点を
考えると、費用対効果を満たしていると考えられる。

左記として判断した根拠

法律の規定により、地方公共団体による適切な管理が求められている。また、
国民共有の財産であるという点から市が積極的に行うべきであるが、一部に
ついては既に民間委託を実施している。

　事務改善

より充実した文化財保護行政を推進し、指定文化財を適切に管理するために
は、説明板設置などさらなる充実した施策が求められる。

指定文化財の調査報告書や普及啓発のためのパンフレットなどの刊行物の作成、説明板の設置などを実施することによって、指定文
化財に関する一般市民の理解を深める。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会生涯学習部文化財保護課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

文化財保護法第99条第５項

根拠法令
文化財保護法第92条、同第93条、文化財保護法施行令第5条
第2項

実施方法

妥当性

文化財保護事業

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

コード 19381001 － 007
埋蔵文化財保護事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

埋蔵文化財包蔵地における土木工事等について、文化財保護法の規定に基づいてその届出を受理する。また、それに伴う確認・発
掘調査等を実施し、その調査成果の整理・分析をもとに報告書を作成し、これらの調査情報の整理・蓄積・整備を進め、埋蔵文化財包
蔵地情報を適正化する。さらに、埋蔵文化財保存・活用事業での活用に役立てる。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
国庫補助制度等を積極的に活用すると共に、調査履歴整備等をさらに進め、埋蔵文化財の取扱いの充実化・効率化及びコスト低減を
検討しつつ、さらなる市民サービスの向上をはかる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

調査成果の整理・分析を適切に行うため、出土遺物の保存処理等は一部業
務委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　各市　　　　）・昭和２５年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
国庫補助制度等を積極的に活用し、埋蔵文化財の安定的保管・収蔵につとめ、活用面における具体的方法としての普及・啓発等活用
事業について『低コスト高効果』の方法を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

埋蔵文化財行政は文化財保護課の所掌事項であり、他の部署における類似
事業は無い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19381001 － 008

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

文化財保護法第99条第５項

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会生涯学習部文化財保護課

文化財保護事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

埋蔵文化財保存・活用事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1720責任者 問い合わせ先小倉　均

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　各市　　　）・昭和２５年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

埋蔵文化財は国民共有の財産であると共に、地域の歴史文化を端的に表す
普遍的な財産でもあるため、市民のために活用すべきものである。

左記として判断した根拠

これまでに蓄積された膨大な埋蔵文化財資料・情報は、公正に市が責任を
持って普及・啓発に努めるべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

埋蔵文化財保護は、その性格上費用対効果で測りきれるものではないが、ＩＴ
化等による情報発信も実現したことなどから、費用対効果は満たされているも
のと思われる。

左記として判断した根拠

出土品展示会等に際して看板作成等の一部業務は民間委託を実施してい
る。

　事務改善

より充実した埋蔵文化財保護行政を推進し、埋蔵文化財を適切に保護してい
くために国庫補助制度の更なる有効活用が必要である。

発掘調査等による出土遺物について所有者・保管者として、恒久的な保存措置を講じると共に、埋蔵文化財に関する情報の公開・発
信等積極的活用を図り、市民に還元する。併せて、埋蔵文化財保護の重要性や意義、及び行政として関ることの必要性等を啓発す
る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市錦乃原桜草保存育成規則第3条により、　教育委員会が事業主体
となっている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

錦乃原桜草の保存・育成・普及により、地域の市民が地域に対する愛着、誇
りを再認識し、郷土愛の涵養を図る一端とする。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

文化財保護事業

０４８-８２９-１７２０責任者 問い合わせ先小倉　均

コード 19381001 － 009
錦乃原桜草保存・育成・普及事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

西区荒川堤外の錦乃原桜草園について、錦乃原種の桜草の増殖･栽培、桜草園への増殖苗の植えつけ、桜草園の覆土・施肥・撒
水・除草等を実施し、錦乃原桜草の保存・育成・普及を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
より適切な市民サービスを実現するため、事業の移管先の検討を開始する。平成２２年度は関係者の理解を得ながら事業の問題点を把
握し、問題解決への協議を行い、将来の移管を目指す。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

業務委託等によって、錦乃原桜草の保存・育成・普及が実施されている。

左記として判断した根拠

育苗事業につき、任意団体である錦乃原桜草保存会に委託を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地域性の高い事業や類似分野の事業等との統合を図ることで、より適切な市
民サービスを実現することができる。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　大宮市　　）・平成６年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

エ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
指定文化財の整理、埋蔵文化財の収蔵・保管を進め、展示や見学等の活用を図りつつ、適正な施設管理を実施するため、その必要性
や内容の見直しを行い、手法やコストの工夫の余地について検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19381001 － 010

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会資本整備総合交付金、さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

文化財保護事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

施設管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８-８２９-１７２０責任者 問い合わせ先小倉　均

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１９年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市、浦和市）・昭和５９年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

指定文化財、埋蔵文化財の整理等を行うことで、文化財の保護を実施し、展
示等の活用による市民サービスを提供している。

左記として判断した根拠

市有施設であり、文化財の保護･活用は、地方公共団体の責任において実
施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

良好な施設管理を通じて、市民サービス提供の基盤ができている。

左記として判断した根拠

清掃等の業務につき、業務委託を実施している。

　事務改善

関東指定都市の各施設と同等のサービス提供水準を保っている。

当課所管の土器の館、与野文化財資料室、浦和文化財資料室の三館についてその管理を実施し、文化財を収蔵・保管・整理し、そ
の活用に結びつける。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

個別の規約に従って開催するため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 指定都市文化財行政主管者協議会は、本年度さいたま市で7月下旬に開催を予定している。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

政令指定都市間の情報共有、問題解決への意見交換等により、当市の文化
財保護行政の水準向上が望める。

左記として判断した根拠

会議の趣旨による。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

政令指定都市に共通する文化財保護行政に関する諸問題について連絡調整を図る指定都市文化財行政主管者協議会について、
今年度の開催当番である当市がこれを開催し、文化財保護行政の向上を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

文化財保護事業

０４８-８２９-１７２０責任者 問い合わせ先小倉　均

コード 19381001 － 011
指定都市文化財行政主管者協議会開催事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

指定都市文化財行政主管者協議会規約

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　文化財保護課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

会議開催により文化財保護行政の諸問題の連絡調整が図れ、文化財保護行
政の水準向上により、さいたま市民への文化財保護行政のサービス向上に結
びつく。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

政令指定都市間の開催会議であり、市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各指定都市が協議会に参加している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国や県はプラネタリウム投影はあるが、学習投影には制限がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他市と同様の施設であり、同レベルの水準である。

有効性

根拠

科学知識の普及、プラネタリウム投影事業と併せて学校教育の補完を行って
いるため、市民にとって必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会青少年宇宙科学館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市青少年宇宙科学館条例第１０条

根拠法令

実施方法

妥当性

青少年宇宙科学館管理運営事業

048-881ー1515責任者 問い合わせ先宮田　輝夫

コード 194820 － 001
青少年宇宙科学館管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

青少年の科学に対する関心を深め、科学教育の振興に寄与するとともに、未来社会に対応できる創造性豊かな青少年の育成を図る
ため、科学に関する展示や、プラネタリウム投影及び科学教室など科学知識の普及を行っている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　開館以来延べ250万人もの来館者を迎え入れ、さいたま市民への科学文化の普及、啓発施設として定着し、また、学校教育関連施設
として学習指導要領に位置づけられた主要事業を展開し、現在は、若田宇宙飛行士を本館の名誉館長として迎え入れている。今後は
名誉館長による本館の活用を図るとともに、類似施設である宇宙劇場とのすみ分け、統合や両施設の活用を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

プラネタリウム事業や普及事業を通じて、本館を利用した児童・生徒たちが、
科学への興味や関心を高め青少年の健全育成につながる。

左記として判断した根拠

　既に、手数料を徴収しているプラネタリウム投影やこれにかかる受付事務及
び会場整理等に派遣職員を活用し経費の節減をしている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

　社会経済情勢を勘案し適宜使用料を見直していく。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

機器の仕様等が相違しているため、統合には、多額の経費が必要である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

263



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国や県にはプラネタリウム投影事業はあるが、学習投影には制限がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他市と同様の施設であり同レベルの水準である。

有効性

根拠

開館以来多くの市民の科学知識の普及と文化活動の向上、地域活動の向上
に寄与しているため必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会青少年宇宙科学館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市宇宙劇場条例第９条

根拠法令

実施方法

妥当性

宇宙劇場管理運営事業

048-８８１－１５１５責任者 問い合わせ先宮田　輝夫

コード １９４８２５ － ００１
宇宙劇場管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

 市民の科学知識の普及と文化活動の推進を図り、地域文化の向上に寄与するため、①プラネタリウムの投影②宇宙劇場ホールを利
用したイベントの企画、運営③ギャラリー兼集会室、ホールの貸し出し④科学クラブ活動の支援（YAC)等を行っている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
開館以来200万人以上の来館者を迎え、市民の科学知識の普及や啓発に寄与しており、また、小・中学校３５校の学習投影にも利用さ
れている。今後は、類似施設である青少年宇宙科学館とのすみ分け、統合や両施設の活用を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民向けの事業のためソフト等に費用がかかる。

左記として判断した根拠

指定管理者制度を導入し、経費の節減を図っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

社会経済情勢を勘案し、適宜使用料を見直していく。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

機器の仕様等が相違しているため、統合には、多額の経費が必要である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　　　　　　）・昭和55年度）

1.全部直営 2.一部委託

「さいたま市博物館条例」の規定により入館料は無料としており、今後も入館
料は無料とするが、歳入確保の一環として博物館で有償頒布している図録等
の頒布方法等について見直しをする必要があるため。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市内には浦和博物館や民家園等の類似施設があり、それぞれ特徴的な展示
活動等の事業を実施している。しかし、類似事業などを精査することにより、
統廃合は可能と思われるため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
「博物館法」に基づき運営される博物館事業は、教育委員会が直接運営することが妥当と考える。なお、市内にはそれぞれの特徴を生
かし事業を実施している民家園や他の類似施設が複数あるが、旧市以来の事業を継承していることから、その再編に取り組んでいく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市立博物館は、市民等が求めている文化活動の振興、小・中学校との博学
連携による児童・生徒の郷土史学習等の推進に寄与し、地域に必要不可欠
な存在となっている。今後の展示活動等の充実を期待・要望する声も多い。

左記として判断した根拠

市内には市立博物館に替わり、市民、児童・生徒等の文化活動・学習等の期
待・要望に対応できる民間博物館はない。また、館蔵資料等は直営を前提と
して寄贈・寄託を受けているものも多く、民間委託・譲渡になった場合、博物
館の展示業務等の活動に影響が出ることも予測されるため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

「博物館法」に基づき、生涯学習を推進する施設として、市民の学習・文化活動の振興に努める。寄贈・寄託資料及び民俗資料等の
調査・収集・展示並びに専門的研究を行う。学校教育と連携し、市内小・中学校の児童・生徒の歴史学習・郷土史学習を推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

市立博物館管理運営事業

048-644-2322責任者 問い合わせ先山崎　憲人

コード 194420 － 000
市立博物館管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市立博物館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民等が求めている文化活動の振興に寄与し、また小・中学校の児童・生徒
の歴史学習・郷土史学習等を推進し、地域に対する郷土愛の醸成・高揚、文
化の向上を図るのに必要な事業であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市内には「埼玉県立歴史と民俗の博物館」があり、県下を対象とした展示活
動等を実施しているが、本市域の扱いは限定的である。市民等のため、より
地域に根ざした、きめ細やかな展示活動等を実施する必要があるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

市立博物館は、展示業務、学校教育との連携業務等の実施には鋭意努めて
いるが、他の指定都市と比較して施設の設置時期が古く、また規模も中規模
で、充分であるとはいえないため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　浦和市　　　　）・昭和３４年度）

1.全部直営 2.一部委託

「さいたま市博物館条例」において入館料を無料と定めており、今後も入館料
は無料とする。歳入確保の一環として、有償配布を行っている刊行物等の頒
布方法等について見直しを行う必要がある。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市内には市立博物館や民家園等の類似施設があり、おのおの特徴的な展示
活動等を実施している。しかし、類似事業などを精査することにより、統廃合
は可能であると思われるため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
博物館事業は「博物館法」に基づき運営されており、今後も教育委員会が直接運営を行うことが妥当である。ただし、市内には他に市立
博物館や民家園等の類似施設もそれぞれの特徴を持って活動しているが、旧市以来の事業を継承していることから、その再編に取り組
む。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民の求める学習機会の提供や文化活動の振興に寄与し、また学校教育機
関の求める児童・生徒の歴史学習、郷土学習を推進し、更なる事業の充実を
も要望されており、地域に必要とされている事業である。

左記として判断した根拠

市内には当館に代わり、市民の学習や文化活動の振興への需要や、児童・
生徒等の歴史学習、郷土学習を推進できる民間の博物館は存在しない。当
館の収蔵資料は市による運営を前提として寄贈・寄託されており、運営主体
が民間となった場合は展示等の事業に影響が出ることが予測される。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

「博物館法」に基づき、市民の社会教育への需要に応えるため、生涯学習を推進し、学習・文化活動の振興に努める。資料（寄贈資
料・寄託資料）の調査、収集、保管、展示、調査研究を行う。学校教育機関と連携し、児童・生徒の歴史学習、郷土学習を推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

浦和博物館管理運営事業

048-644-2322責任者 問い合わせ先山崎　憲人

コード 194430 － 000
浦和博物館管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習部　博物館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民の需要に応じて学習や文化活動の振興に寄与し、また小中学校の児
童・生徒等の歴史学習、郷土学習を推進し、郷土愛の醸成、文化の向上を図
るため必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市内では「埼玉県立歴史と民族の博物館」が埼玉県全域に係る博物館事業
を実施しているが、さいたま市に関する事業は限られている。市民の需要に
応えるためには、各地域についてきめ細かい事業の実施が必要である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

市民の需要に応えるべく展示事業、学校教育機関との連携事業などの水準
の向上に鋭意取り組んでいるが、施設の設置時期が古く、また規模も小規模
であるため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

古民家（指定文化財建造物）の保存並びに市の歴史や文化等に直接係る体
験型事業を実施するため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

お客様を受け入れるハード面についてのサービスは他の政令指定都市の水
準以下である。

有効性

根拠

市民・学校等の学習支援拠点として大きな役割を担っているため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　　浦和くらしの博物館民家園

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令  

実施方法

妥当性

民家園管理運営事業

０４８－８７８－５０２５責任者 問い合わせ先館長　秦野昌明

コード 194440 － 000
民家園管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

古民家（指定文化財建造物）の保護・管理を行いつつ、生活文化（昔のくらし講座など）や体験学習を実施する。また、学校・団体・個
人への学習支援を通年で実施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
市内の博物館や博物館類似施設の特徴を生かし、学習効果を上げる住み分けと各館の有効活用を図るため、市立博物館等との再構築
に取り組む。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民との協働による学習支援・園内整備等を実施しており、成果が大きい。

左記として判断した根拠

市の歴史・文化等を熟知し、学習情報の提供及び学習支援を行っているた
め。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

「さいたま市博物館条例」の規定により、今後とも入館料は無料とするが、歳
入確保の一環として有償頒布している図録等の頒布方法等について見直し
をする必要があるため。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学習施設として博物館全体で再編を行い、一体となって取り組む必要がある
ため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　）・　　平成７年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　）・　　平成７年度）

1.全部直営 2.一部委託

「さいたま市博物館条例」の規定により、今後とも入館料は無料とするが、歳
入確保の一環として有償頒布している図録等の頒布方法等について見直し
をする必要があるため。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

学習施設として博物館全体で再編を行い、一体となって取り組む必要がある
ため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
市内の博物館や博物館類似施設の特徴を生かし、学習効果を上げる住み分けと各館の有効活用を図るため、市立博物館等との再構築
に取り組む。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民との協働による学習支援・園内整備等を実施しており、成果が大きい。

左記として判断した根拠

市の歴史・文化等を熟知し、学習情報の提供及び学習支援を行っているた
め。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

古民家（指定文化財建造物「旧坂東家住宅」）の保存及び活用等をして、体験事業、常設展・企画展などの展示事業、並びに各種講
座を実施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

見沼くらしっく館管理運営事業

０４８－６８８－３３３０責任者 問い合わせ先館長　秦野昌明

コード 194450 － 000
見沼くらしっく館管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令  

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　　浦和くらしの博物館民家園

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民・学校等の学習支援拠点として大きな役割を担っているため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

古民家（指定文化財建造物）の保存並びに市の歴史や文化等に直接係る体
験型事業を実施するため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の政令市と比べ、復元棟数及び催事の規模等が水準以下である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　　　　）・　　平成１２年度）

1.全部直営 2.一部委託

適正な利用者負担額であるか検討することにより、入場料収入の確保が可能
である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

「本をめぐるアート」を含む美術品の調査、研究、収集、保管、展示の全てが
高い専門性を要するため、事業運営及び管理上、統合には様々な課題があ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
今後も「地域ゆかりの作家」「本をめぐるアート」を中心とした作品（美術品）の調査、研究、収集、保管及び展示を行い、美術に関する市
民の知識及び教養の向上を図り、市民文化の発展に寄与していくとともに、来館者を増やす検討を進める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民からの満足度も高く、美術に関する市民の知識及び教養の向上が図ら
れ、市民文化の向上に効果を上げている。

左記として判断した根拠

委託（指定管理者を含む）により、業者が変わることは、美術館の使命の一つ
でもある作品（美術品）の調査、研究、収集、保管、展示ということが将来に
亘って同一水準で維持していくことが困難であると考えるが、施設運営管理
に関しては民間委託について検討の余地がある。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

「地域ゆかりの作家」「本をめぐるアート」を中心とした各種展示事業、美術品及び美術資料の収集を行い、美術に関する市民の知識
及び教養の向上を図り、市民文化の発展に寄与する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

美術館管理運営事業

０４８－８２７－３２１５責任者 問い合わせ先石川　宏和

コード 19502001 － 000
美術館管理運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市うらわ美術館条例第5・6・11条、さいたま市うらわ美術館条例施行規則第
7条、さいたま市文化財産等取得基金条例第6条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習部　うらわ美術館

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

美術に関する市民の知識及び教養の向上を図り、市民文化の発展に寄与し
ている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

埼玉県立近代美術館が同区内に設置されており、利用者の重複はあるが、
当該施設は「本をめぐるアート」の収集・展示を独自に行い差別化を図ってい
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市、川崎市、千葉市の美術館と比較すると、常設展、ミュージアムショッ
プ、カフェは設置していない。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　生涯学習総合センターは、全ての公民館を統括し、公民館の整備や予算編成・執
行に関する業務を行っており市が実施すべき事業であると考える。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　千葉市は市民は無料、市外は有料。川崎市は減免規定はあるが、全額減
額規定はない。相模原市は旧相模原市は無料、その他は有料（減免規定は
あるが全額減額の規定はない）。

有効性

根拠

　生涯学習総合センターは、市民の身近な学習施設であり、市民における
「学習の場」、「地域づくり」など地域コミュニティの中核施設であるところのす
べての公民館を統括する施設である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習部　生涯学習総合センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条、
労働保険の保険料の徴収等に関する法律第３０条

根拠法令

実施方法

妥当性

生涯学習総合センター管理運営事業

048（643）5651責任者 問い合わせ先細見俊孝

コード 19363001 － 001
生涯学習総合センター管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　シーノ大宮センタープラザ内にある生涯学習総合センターの維持管理及び運営を行う。
　公民館の事業の企画実施について意見を述べる公民館運営審議会委員の運営を行なう。
　公民館非常勤職員の雇用に係る業務を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　生涯学習総合センターのあり方について公民館運営審議会等の意見を聞きながら将来的に使用料も含めて検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　維持管理費の確保が難しい中、備品等の老朽化に伴う修繕もままならない
が、徹底したコスト削減を行い職員の創意工夫により施設運営を行っており、
無償での施設利用を行っている。

左記として判断した根拠

　公民館の利用時間は、９時００分から２１時３０分であり、土・日・祝日も開館
しているため、職員の勤務時間外の施設管理を委託することによりコストの削
減を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

　生涯学習総合センターが設立された時に、従来の中央公民館と同様に社会教育団体、学習団体につい
て、従来どおり減免で運用する方針とされ、現在要綱に基づき減免措置を行っているが、「コミュニティ関連
施設の今後のあり方の提言」においても、全市レベルの施設については、原則有料との提言がなされてお
り、今後コミュニティ関連施設の検討の中で受益者負担により減額率の見直しの検討が必要である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　貸館機能としては、コミュニティ施設と類似しているが、公民館は「社会教育
施設」の役割を担っており、地元説明も十分に行う必要があることから現時点
では難しい。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
類似の事務事業を実施しているため、統廃合方向で検討をする。平成２２年度から移管となった「さいたま市民大学」について、既存事
業との整理統合をする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

平成２２年度から移管となった「さいたま市民大学」と既存事業との整理統合
が必要なため、検討をする。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19363001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局生涯学習総合センター

生涯学習総合センター管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

生涯学習総合センター主催事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－６４３－５６５１責任者 問い合わせ先細見　俊孝

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民に生涯学習の機会を提供するとともに、市民の生涯学習を支援してい
る。また、色々な人との出会いを通じて、豊かな人間関係をつくり、地域の仲
間づくりを推進している。

左記として判断した根拠

国や県、民間で類似の事業を実施している。例えば、パソコン講座、男女共
同参画事業を行っている。

5.その他（　　市民・団体・ＮＰＯとの協働　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ウ

必要最小限の費用で、市民の満足を得られる事業を行っている。

左記として判断した根拠

一部事業をＮＰＯ等に委託し、事業の整理・コスト削減を図る。

　事務改善

他の関東指定都市と同内容の市民に対する様々な生涯学習講座を行ってい
るため、同レベルと判断した。例えば、家庭教育学級や市民との協働事業を
行っている。

今後、受講料の徴収について検討をする。

公民館事業基本方針に基づき、時代に即応した生涯学習及び政令市にふさわしい事業を推進する。
<重点事業>コミュニティづくり、子育て支援、親の学習、高齢者支援、団塊世代支援、食育、環境、人材活用・ボランティア養成
<基本方針に基づく事業>公民館統括、市民・団体・ＮＰＯとの連携事業、生涯学習情報提供・学習相談　等

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

民間等で類似事業が存在するため、重複している部分については、見直しが
必要である。市ならではの課題の取り上げや、多様な市民の学習要求に対応
していく必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市では、２市（千葉市・川崎市）で、教育・生涯学習関連の財団に
より実施している。

有効性

根拠

事業が市民に浸透し、例年、概ね全コースで定員を超える応募があり、市民
の学習要望に応えている事業といえる。

5.その他（　　団体との協働　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習総合センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市民大学設置要綱、さいたま市民大学の受講料に関する要領

根拠法令

実施方法

妥当性

生涯学習総合ｾﾝﾀｰ管理運営事業

０４８－６４３－５６５１責任者 問い合わせ先細見　俊孝

コード 19363001 － 003
市民大学運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民の高度で専門的な学習要求にこたえるとともに、自発的な学習活動を促し、豊かな生涯学習社会を築くため、さいたま市民大学
を開設する。大学教授や各分野の専門家が講師を務める講座を実施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 平成22年度中に、生涯学習総合センター事業との整理・統合について検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

必要最小限の費用で、市民の満足を得られる事業を行っている。

左記として判断した根拠

現在、市民との協働を取り入れるなど、民間活力を活用しているが、今後は
一部事業のＮＰＯ等への委託等も視野に入れ、さらに事業の整理・コスト削減
を図る。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

受講料を徴収している。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

平成22年度中に、既存事業との整理・統合が必要なため、検討する。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 平成２４年度までに全公民館で親の学習講座を実施することを目標に、検討委員会の立ち上げ、親の学習アドバイザーを育成する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

埼玉県等が類似の事業を実施したが、さいたま市では独自の学習プログラム
を作成する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19363001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　生涯学習総合センター

生涯学習総合センター管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

親の学習事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－６４３－５６５１責任者 問い合わせ先細見　俊孝

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

親自身の学習を支援し、親同士の交流を図るため必要な事業である。

左記として判断した根拠

埼玉県等が類似の事業を実施したが、さいたま市では独自の学習プログラム
を作成する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

親の子育ての負担感や不安感などの問題の解消や親自身の学習の支援、
親同士の交流の促進ができる。

左記として判断した根拠

　事務改善

関東指定都市単位では行っていない。

資料代等について、必要に応じて費用徴収を検討する。

都市化や少子化、核家族化による子育て環境の変化や地域におけるコミュニティの希薄化などに伴い、親の子育ての
負担感の増加や子どもの教育の仕方が分からないなど、家庭・地域の教育力の低下が問題となっている。そこで、親自
身の学習を支援し、親同士の交流を図る事業を推進する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　公民館は、一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各
種の事業を行い、もって住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振
興、社会福祉の増進に寄与することを目的とした施設であるため市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　千葉市は市民は無料、市外は有料。川崎市は減免規定はあるが、全額減
額規定はない。相模原市は旧相模原市は無料、その他は有料（減免規定は
あるが全額減額の規定はない）。

有効性

根拠

　公民館は、市民の身近な学習施設であり、地域における「学習の場」、「地
域づくり」など地域コミュニティの中核施設として市民利用に供する必要な施
設である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　生涯学習部　生涯学習総合センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

地区公民館管理運営事業

048-643-5651責任者 問い合わせ先細見俊孝

コード 19361001 － 001
地区公民館管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　公民館（５８館）の施設の維持管理及び運営を行なう。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地域の身近な学習施設及び地域コミュニティの中核施設として生涯学習総合センターに設置している公民館運営審議会及び各公民
館で設置している公民館運営協議会、利用者懇談会等の意見を聞きながら市民と協働で公民館運営を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　維持管理費の確保が難しい中、老朽化に係る修繕もままならないが、徹底
したコスト削減を行い、職員の創意工夫により施設運営を行っており、無償で
の施設利用を行っている。

左記として判断した根拠

　公民館の利用時間は、９時００分から２１時３０分であるり、土・日・祝日も開
館しているため、職員の勤務時間外の施設管理を委託することによりコストの
削減を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

　条例に拠点及び地区公民館の使用料の規定がない。
　平成２０年度において、雑入に収入未済が生じたが、早期納付の徹底をす
ることにより解消可能。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　貸館機能としては、コミュニティ施設と類似しているが、公民館は「社会教育
施設」の役割を担っており、地元説明も十分に行う必要があることから現時点
では難しい。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 受講料の徴収について検討をしつつ、今後もレベル低下することなく効果的な講座を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

全館で必ず実施する講座や区単位で行うことがふさわしい類似事業につい
ては公民館単独で行わず、統合できる可能性がある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19361001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局生涯学習総合センター

地区公民館管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

地区公民館主催事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－６４３－５６５１責任者 問い合わせ先細見　俊孝

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮・与野　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民に生涯学習の機会を提供するとともに、市民の生涯学習を支援してい
る。また、色々な人との出会いを通じて、豊かな人間関係をつくり、地域の仲
間づくりを推進している。

左記として判断した根拠

国や県、民間で類似の事業を実施している。例えば、高齢者学級、文化・芸
術講座を行っている。

5.その他（　　市民・団体・ＮＰＯとの協働　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

必要最小限の費用で、市民の満足を得られる事業を行っている。

左記として判断した根拠

地域とのつながりを持った事業が多いので、民間委託はなじまない。

　事務改善

関東指定都市と同内容の市民に対する様々な生涯学習講座を行っているた
め、同レベルと判断した。例えば、家庭教育学級や高齢者学級などを行って
いる。

今後、受講料の徴収について検討をする。

公民館事業基本方針に基づき、時代に即応した生涯学習及び政令市にふさわしい事業を推進する。
<重点事業>コミュニティづくり、子育て支援、高齢者支援、団塊世代支援、食育、環境
<基本方針に基づく事業>市民・団体・ＮＰＯとの連携事業、現代的課題をテーマとした学習、生涯学習情報提供・学習相談　等

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

公共施設適正配置方針に基づいて整備を進めている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東各指定都市で公民館・コミュニティ施設等として設置されている。

有効性

根拠

生涯学習の拠点施設として、市民の要望に基づいて整備を進めている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会生涯学習部生涯学習総合センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

市町村の合併の特例に関する法律（旧法）　第11条の2

根拠法令

実施方法

妥当性

（仮称）谷田地区公民館整備事業

０４８-６４３－５６５１責任者 問い合わせ先細見俊孝

コード 19364001 － 000
（仮称）谷田地区公民館整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

南区の谷田地区に新たに地域コミュニティ形成並びに地域の学習拠点として、（仮称）谷田地区公民館を建設する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 平成22年度で工事が終了するため。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民の生涯学習の充実を図るために、施設を整備することによって、費用に
見合った効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　建設に係る設計業務において、民間委託を実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１９年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 避難所としての機能を有する公民館において、早急に耐震補強工事を実施することは不可欠である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

施設の耐震化は他の部署においても実施している。しかし、耐震化の実施に
おいては、公民館の事業や他の工事・修繕等との調整が必要になるため、事
業の統合を行っても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19367001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

住宅・建築物安全ストック形成事業補助金交付要綱第４条第２項第１号・第２号及び
第10項第1号

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 生涯学習総合センター

公民館耐震補強事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

公民館耐震補強事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-643-5651責任者 問い合わせ先細見　俊孝

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

不特定多数の市民が利用する公民館の耐震化を図ることで、来館者が安心
して使える施設環境を確保する必要がある。

左記として判断した根拠

市有施設である公民館については、市がその耐震化を実施する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

施設の耐震化を図ることで来館者の安全性が確保され、費用対効果を満たし
ている。

左記として判断した根拠

耐震診断及び耐震補強設計において民間委託を実施している。その他の業
務については、民間委託になじまない。

　事務改善

平成２１年度末時点の本市公民館の耐震化率は74.1%であり、関東地方の他
の政令指定都市の公民館耐震化率（千葉市95.7%、川崎市100%、相模原市
87.1%、横浜市は公民館設置なし）を下回っている。

耐震補強に係る診断・設計・工事を行うことで、避難所等の機能を有する地域拠点施設としての公民館の安全性を確保するもの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市有施設である公民館については、市がその老朽改修及びバリアフリー化を
実施する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

本市公民館１館あたりの老朽改修・バリアフリー化に係る平成２２年度予算は
517千円であり、関東地方の他の政令市（千葉市2,166千円、川崎市5,153千
円、相模原市0円、横浜市は公民館設置なし）と比べ低い水準にある。

有効性

根拠

不特定多数の市民が利用する公民館の老朽改修、バリアフリー化を進めるこ
とで、来館者が安心して使える施設環境を確保する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　生涯学習総合センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

公民館安心安全整備事業

048-643-5651責任者 問い合わせ先細見　俊孝

コード 19367501 － 000
公民館安心安全整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

屋上防水工事や施設のバリアフリー化等の改修を行うことで、施設の長寿命化を図るとともに利用者の安心安全を確保するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地域コミュニティ形成の場であり、また学習活動の拠点でもある公民館の長寿命化を図り、長期にわたり有効に活用していくためには、
老朽改修や、今後の高齢化に対応するためのバリアフリー改修が必要不可欠である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

施設のバリアフリー化及び老朽化の防止により、利用者が活動する上での利
便性の向上が図られており、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

工事に係る実施設計において、民間委託を実施している。その他の業務に
ついては、民間委託になじまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市有施設の老朽改修・バリアフリー化等は他の部署でも実施しているが、工
事にあたっては公民館主催事業との調整など、地区公民館との綿密な打合
せが必要となるため、事業の統合によっても効率化にはつながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 　地域コミュニティ形成の重要な拠点である公民館を、公共施設適正配置方針に基づき、周辺施設の状況を踏まえながら整備する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19368001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会事務局　生涯学習総合センター

（仮称）内野地区公民館整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

（仮称）内野地区公民館整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-643-5651責任者 問い合わせ先細見　俊孝

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　平成　２２　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

生涯学習の拠点施設として、市民の要望に基づいて整備を進めている。

左記として判断した根拠

公共施設適正配置方針に基づいて整備を進めている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

市民の生涯学習の充実を図るために、施設を整備することによって、費用に
見合った効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　建設に係る設計業務において、民間委託を実施している。

　事務改善

関東各指定都市で公民館・コミュニティ施設等として設置されている。

養護学校校舎増築に併せて、その土地の有効活用を図りながら、新たな公民館を建設し、地域におけるコミュニティ形成の一層の充
実を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

公共施設適正配置方針に基づいて整備を進めている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東各指定都市で公民館・コミュニティ施設等として設置されている。

有効性

根拠

生涯学習の拠点施設として、市民の要望に基づいて整備を進めている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会生涯学習部生涯学習総合センター

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

土地区画整理法　第109条、地方財政法　第5条

根拠法令

実施方法

妥当性

公民館移転改築等事業

０４８－６４３－５６５１責任者 問い合わせ先細見俊孝

コード １９３６８５０１ － 000
公民館移転改築等事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　老朽化及び区画整理事業により改築・移転が必要となった公民館について、効率的な施設の再整備を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　領家公民館の老朽化による改築及び尾間木公民館の区画整理事業による移転は、両方とも必要な状況であるため、事業を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民の生涯学習の充実を図るために、施設を整備することによって、費用に
見合った効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　建設に係る設計業務において、民間委託を実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成22年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

  県立図書館は市町村図書館のバックアップ、国立国会図書館は国会に対
するサービス、図書や資料の保存をしており、市民生活に直結したレファレン
ス（調べものの支援）やサービスは市立図書館の役割である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

  市民一人あたりの貸し出し点数において、当市は政令市全体においても継
続して1位を保っており、本事業の資料整備は関東指定都市を上回るサービ
ス水準を保っている。

有効性

根拠

  お年寄りから子どもまで、生涯学習の支援や知的好奇心に答えるなど、あら
ゆる市民の学習活動を応援する事業であり、市民にはなくてはならない事業
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　中央図書館管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

国庫支出金（住宅・建築物耐震改修等事業費補助金）

根拠法令

実施方法

妥当性

図書館管理運営事業

０４８－８７１－２１７２責任者 問い合わせ先榎本　寛

コード 19422001 － 000
図書館管理運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

  図書館法の精神により、生涯にわたる市民の学習、課題学習及び知的好奇心に答えるため、２３箇所ある図書館の施設維持管理と
図書館協議会・講座・レファレンス（調べものの支援）の運営を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
  各図書館でそれぞれ行っていた業務委託や賃貸借業務を中央図書館に引き上げ、業種別に契約締結が行えるよう契約事務の統合を
進め、各図書館の管理業務の負担軽減を図ることにより利用者サービスの向上と経費の削減が図られるよう事務改善を進める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

  市民一人あたりの貸し出し点数は政令市の中で最も高いことから、図書館
に対する満足度と期待度が大きく、効果を見たしている。

左記として判断した根拠

  窓口での図書の貸出と返却、本棚の整理など、業務の一部を１３の図書館
で委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  県立図書館は市町村図書館のバックアップ、国立国会図書館は国会に対
するサービスや図書や資料の保存、市民生活に直結したサービスは市立図
書館の役割としており、統合不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・  　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
  市民の多様な資料・情報ニーズに対応するため、新刊書の選定について、毎週全館の担当者により見本を確認しながら調整を行い、
資料費の有効利用を図っている。新たな図書館計画の下でも、調整を図りながら有効かつ適正に整備を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  県立図書館は市町村図書館のバックアップ、国立国会図書館は国会に対
するサービスや図書や資料の保存、市民生活に直結したサービスは市立図
書館の役割としており、統合不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19423001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　中央図書館資料サービス課

図書館資料整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

図書館資料整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-871-2173責任者 問い合わせ先吉田　明美

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

 
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

  収集・蓄積した図書館の資料・情報をお年寄りから子どもまであらゆる市民
の要望にこたえて案内・提供していく。

左記として判断した根拠

  県立図書館は市町村の図書館のバックアップ、国立国会図書館は国会に
対するサービス、保存と役割分担をしており、市民生活に直結したサービス
は市立図書館の役割である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

300万点の所蔵資料を年間約1100万点貸出している。これは、1点あたり年3
回の利用となり、整備した資料は有効に活用されているといえる。

左記として判断した根拠

  市民の財産である図書館の資料は、一貫した、長期的な方針に基づいて整
備している。その時々の民間との契約では実現が難しい。特に、行政との綿
密な連絡の元、収集整備を行っている行政刊行物について、民間が行う収
集では限界がある。

　事務改善

  市民一人あたりの貸し出し点数において、当市は政令市全体においても継
続して1位を保っており、本事業の資料整備は関東指定都市を上回るサービ
ス水準を保っている。

  市内図書館において、市民が教養を高め、調べものを解決し、知的好奇心を満たすことができるように、本・雑誌・ＣＤなど資料を収
集・整理・蓄積し、いつでもだれでも活用できるように整備する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市内に県立図書館があるが、全県民が利用対象である。利用者情報、利用
情報などの個人情報を共有することはできない。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

  他政令市の図書館システムと同等の機能を有する。

有効性

根拠

  政令市、県内図書館と比較しても群を抜いた市民の図書館利用があり、そ
れを下支えする図書館コンピュータシステムの維持は不可欠な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会生涯学習部中央図書館管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

図書館コンピュータシステム運用事業

０４８－８７１－２１７２責任者 問い合わせ先榎本　寛

コード 19428201 － 000
図書館コンピュータシステム運用事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

①図書館２３館の利用者情報、資料情報、利用状況を一元管理する。
②インターネットでの資料検索機能、予約機能などのサービスを提供する。
③ホームページにより情報を提供する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
  政令市、県内図書館と比較しても群を抜いた市民の図書館利用があり、それを支える図書館コンピュータシステムの有効性は高いが、
引き続き効果を検証し、見直しを図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　平成21年度の資料貸出は10,832,853点、平成20年度は10,575,703点、イ
ンターネット予約は同じく1,639,155件、1,456,408件を受け付けた。年々増加
するデータ処理に対応しており費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　国内で出版される新刊書籍に関するタイトル･著者･出版事項などの情報に
ついてデータ作成業務を委託し、早く正確な情報を入手する。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　市内にある県立図書館は、全県民が利用対象であり、利用者情報、利用情
報などの個人情報を共有することはできない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（      年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和，大宮，与野，岩槻）・　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
  16ミリフィルムは、貴重な郷土資料としてのフィルムも含めて1，500本以上を所蔵しており、今や製造が中止されている16ミリ映写機も20
台保有している。また、視聴者人数も20年度で約22，600人、21年度見込みで約33，000人と利用ニーズも高く、これら豊富な財産を今
後も積極的に活用していただけるよう事務改善を進めていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  類似事業は存在しない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 19428401 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 教育委員会　北図書館

視聴覚ライブラリー管理運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

視聴覚ライブラリー管理運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-669-6112責任者 問い合わせ先関根　博

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和、大宮、与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　著作権法上、上映の可能な処理がしてあるもので、個人では購入の難しい
人権・平和・道徳などの映像作品を収集し、映写会などのために貸出してい
る。

左記として判断した根拠

 県立熊谷図書館及び県民活動総合センターでも業務を行っているが、十分な状況
と言い難い。本市では、モバイルスクリーン、液晶プロジェクターなど県立では保有し
ていない最新機器を提供している。また、市内２３館（ヶ所）での受取返却が可能であ
り、フィルムに限るが県所蔵資料の受取返却の代行窓口にもなっている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

  21年度予算約180万円、視聴者数（利用者数）約33,000人は、単純計算で
利用者一人あたり約50円であり、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

  資料選定、視聴覚機器等の予約・貸出・返却に係るものであり、職員が通常
業務を行いながら対応したほうがコストを抑えることが出来る。

　事務改善

  資料数、教材購入費は、ほぼ同水準。但し、千葉、川崎、横浜、の限られた利用時
間帯、少ない受取返却窓口と比較すると、当ライブラリーでは図書館の開館時間に
合わせており（月曜日も予約は受ける）サービス水準で上回っている。

  上映可能な16ミリフィルム、DVDなど視聴覚教材を収集整理し、16ミリ映写機などの機材とあわせて、保育園・幼稚園・学校など市内
の登録された団体に貸出をしている。
また、映写機を使った上映に必要な「16ミリ映写技術講習会修了証」取得のための講習会を開催している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

  県立図書館は市町村図書館のバックアップ、国立国会図書館は国会に対
するサービス、図書や資料の保存をしており、市民生活に直結したレファレン
ス（調べものの支援）やサービスは市立図書館の役割である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

  市民一人あたりの貸し出し点数において、当市は政令市全体においても継
続して1位を保っており、本事業の資料整備は関東指定都市を上回るサービ
ス水準を保っている。

有効性

根拠

  市民の図書館に対するニーズは高く、公共施設の適正配置方針に基づき
整備するものである。

5.その他（　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 教育委員会　中央図書館管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

国庫支出金（まちづくり交付金）

根拠法令

実施方法

妥当性

（仮称）武蔵浦和図書館整備事業

０４８－８７１－２１７２責任者 問い合わせ先榎本　寛

コード 19428801 － 000
（仮称）武蔵浦和図書館整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

  武蔵浦和駅に程近い場所に、市内で２４箇所目となる（仮称）武蔵浦和図書館が平成２４年度に開館する。
  このため、平成２２から２３年度にかけて保留床取得、資料・備品購入を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
  生涯学習の支援・情報発信などの役割を担う図書館の整備は、市民から寄せられる期待が大きいところではあるが、さいたま市が平成
１５年３月に策定した「公共施設適正配置方針」に基づき、施設密度や利用圏の空白部分を考慮して図書館整備を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

  駅に近い立地条件に加え人口も多く、大勢の方の利用が見込める環境にあ
る。

左記として判断した根拠

  窓口での図書の貸出と返却、本棚の整理など、業務の一部を１３の図書館
で委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  県立図書館は市町村図書館のバックアップ、国立国会図書館は国会に対
するサービスや図書や資料の保存、市民生活に直結したサービスは市立図
書館の役割としており、統合不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

285


